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経済成長と労働福祉＊
一一ﾂの研究ノートー
渡部福太郎
〔1〕　問題の設定
　この研究ノートは，経済成長の過程におけ
る労働福祉（ウェルフェァ）の動きについて
の，一つの暫定的なモデルを構成し，その相
互関連を考察するとともに，他方，労働福祉
水準を表わすいくつかの指標について，参考
的な考察をおこなったものである。
　経済成長と労働福祉の関連を分析するにあ
たっては少なくとも大きく二つの側面からこ
れをみていかなければならない。その一つは
国内的側面である。いかなる国民経済も国際
社会における経済的取引なしには成立しがた
い。国際社会との関連の濃度がそれぞれの国
によって異なるとしても，濃度がゼロである
国というのはほとんどありえない。したがっ
て本来経済成長と労働福祉の関係を観察する
にあたってはその国際的側面を無視すること｛
はできないであろう。この国際的側面が経済
成長と労働福祉を考察するにあたって逃がす
ことのできない一つの側面を成している。
　もちろんそのもっとも重要な部分は国内的
側面にあるであろう。経済成長の過程でおこ
ってくる技術進歩・投資・労働条件の変化な
どはマクロ的にも問題であるが，それと同時
にそうした技術進歩や投資や労働条件の変化
は産業部門ごとに異なっている。こうした産
業部門間の成長過程における各種諸現象の肢
行的な進展はその国の経済成長の方向を特徴
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づけるのであろうし，これはまたその過程に
おける労働福祉の進展過程にも影響～を与え
る。労働福祉の問題はもちろん狭い工場内に
おける労働条件のみを対象とするものではな
い。より広い社会的な経済環境，労働福祉に
関連ある各種の経済制度，法律等もまた問題
である。労働福祉の問題を単一な視野で見る
ζとは問題の性質をきわめて狭い領域に限定
してしまうことになるであろう。しばしば問
題になる労動疎外現象もまた労働福祉の問題
を考察するにあたっては無視できないもので
ある。
　こうした広い社会的側面にまで視野を広げ
ることによってのみ経済成長と労働福祉の関
連を明確に位置づけることができるであろ
＊　この研究ノートは，経済成長過程における貿
易政策・為替レート問題の分析のための補助研
究の一部である。
　戦前における日本の輸出が，そのあまりにも
急速な増加のため，アメリカやヨー一・mッパ諸国
から「ソーシャル．・ダンピング」の名で非難さ
れたことは周知のところであるが，戦後におい
ても，なおこうした視点からの批判が日本の輸
出の急増現象に加えられており，さらに最近は
　「汚染ダンピング」という新造語さえ登場し，
一部からは日本の汚染対策の遅延が日本の世界
市場への急速な進出と結びつけられたりしてい
る。
　経済成長過程における貿易政策や為替レート
問題を分析するための補助研究として，経済成
長と労働福祉の関係を考察することの理由の一
つがここにある。ヒれに関連しては，新開〔15〕
および関口〔12〕がすぐれた視点を示している。
う。いいかえるとここではまず経済成長過程
における労働福祉の問題をより広範な領域の
中で考察してみることにした。また問題の国
際的側面に光をあてるために以下の考察では
できうるかぎり国際比較を行なってみること
にする。もちろん，そのデータが利用可能な
国の数はきわめて限定されており，世界の主
要な国のことごとくを比較し検討することは
不可能である。そうした国際的な比較検討は
必ずしも問題の国際的側面のすべてを示すも
のではない。しかしながら経済成長と労働福
祉の問題を単に日本の国内にのみ限定して考
察する場合には，日本におけるその両者の関
連の特殊性ないし特徴が明らかとはならな
い。その国際的側面を全面的にとりあげるた
めには貿易問題やその他それに関連する国際
取引関係にまで分析を進めていかなければな
らない。ここでの考察においては分析をそこ
までは拡大しないことにする。それらはまた
一つの独立した大きな問題であるからであ
る。
　経済成長過程においては，これまで労働福
祉を目的変数の形で考慮の対象とすることは
あまりなかった。労働福祉はいわば成長過程
における副産物ないしは必然的な結果として
あらわれていた。経済成長がもたらす一つの
帰結としての位置を占めていた労働福祉の問
題がいまや目的変数の一つとして重要な位置
を占めるにいたっている。それはウエルフ
ェアの問題が経済の調和のとれた成長のため
にも，その評価視点を変えなければならない
段階にきたことを意味している。労働福祉
が，目的変数の一つとして扱われるか，ある
いはそれが従属変数の一つとして扱われるか
によって，それに対する評価の視点はまった
く異なったものとなることはいケまでもな
い。そうした点を考慮しながらもなおわれわ
れは以下の分析においては経済成長と労働福
祉の問題をまったく客観的なメカニズムのな
かで取り扱わなければならない。そうした両
28
者の相互連関のメカニズムの解明はそこにな
んら目的変数，従属変数の関係をもたないと
いう意味では，それは直接的にはポリシイ・
マインディッドな分析ではない。そうしたポ
リシイ・マインディッドな分析方法を直接的
に取らないことがむしろこの両者の関連を明
確にするゆえんであろう。以下経済成長過程
における労働福祉の問題をいくつかの焦点を
設けながら考察していくことにする。
〔2〕　経済成長の起動因としての
技術進歩と労働生産性
2．1成長と労働生産性
　労働福祉の視点から経済成長のメカニズム
を解明するにあたってとくに重視しなければ
ならないのは技術と成長との関係であり，ま
たそれとの関連で変動がおこってくる労働生
産性の動きである。
　経済成長はその国民経済の生産可能性の拡
大を意味している。この生産可能性の拡大は
それを一つのスペースによって表現するなら
ば生産可能領域の拡大ということになるであ
ろう。この生産可能領域の拡大はいうまでも・
なく資本蓄積によってもたらされる。また労
働力の増加もそれに貢献するであろう。資本
蓄積の主体を成すものはいうまでもなく技術
進歩によって誘発される投資である。誘発と
いう表現がもし不適切であるとするならば，
技術の新しい進歩を体現した投資といってよ
いであろう。投資は通常既存の設備の量的な
拡大を主体とするものであるよりは新しい技
術を体現した設備の拡大を主体とするもので
ある。現実にみられる経済成長はまさにその
ようなものである。労働力はもちろん一つの
生産拡大にとって重要な要因ではあるがこの
労働力の拡大自体は必ずしもその国の生産能
率を高めることにはならない。場合によって
は労働力の拡大があまりにも大きいために投
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資めもたらす効果を相殺してしまいその経済
全体の能率はむしろ逆に低下するということ
さえおこりうる。したがって経済成長がもし
同時に生産能率，いいかえると国民経済全体
としての労働生産性および個々の生産部門に
おける労働生産性の拡大を伴うものであると
するならば，その経済成長の中心的な役割は
新しい技術を体現した投資でなければならな
いであろう。
　経済成長過程におけるこれらの技術，投資，
労働生産性のあいだの関連を，解説的意味を
こめて簡明に示すならば次のようになるであ
ろう。いま記号を次のように示す。L＝労働
力，K＝資本量，　O＝実物産出量とし，次の
ような生産関数を考える。この生産関数は一
次同次であると想定する。国民経済全体とし
てみた場合，その想定をとることは必ずしも
現実から遊離することにはならないであろ
う。すなわち資本量と労働力がともに一定倍
率で増大するならば実物産出量もまたそれと
同一比率で増大するということである。した
が・て・の生醐数の両辺陛倍するなら・ま
われわれは次のような式を得るであろう。
　　　　O＝F（K，L）　　　　　（2・1）
この（2・1）式は国民経済全体としての生産
関数であり，生産量は国民経済全体としての
総量を示しているが，次の（2・2）式は一人
当りの生産量すなわち国民経済全体としてみ
た場合の労働生産性を示す式であり，それが
国民経済全体としての資本労働比率あるいは
労働の資本装備率に依存することを示してい
る。
　　　　0／L＝F（K／L，1）　　、（2・2）
以下において労働生産性をy，労働の資本装
備率をKで示すことにする。その社会におい
て一］一一定の資本装備率が与えられているとする
ならば，それに対応した労働生産性が存在し
ている。
　もし経済成長が労働の人口増加率を上回る
資本蓄積によってもたらされるとするならば
29
それは明らかに労働の生産性を高あることに
なるであろう。いま資本量Kの増加率をgで
あらわし労働の人口増加率をnであらわすな
　　　　　　　　　　　　　　　1らば一国全体をとったときの労働生産性が増
大するかどうかは次の（2・3）式のなかのど
の関係が成社するかに依存するであろう。
　　　　ξ・　　（・・3）
もしgがnよりも大きくないとするならばそ
の国の全体としての労働生産性は一定水準に
とどまるかまたは低下しなければならない。
もちろんその場合でも（2・1）が示すように
総量としての労働およびKは増大しているか
ら実物的産出量自体は増大しているであろ
う。しかしながら（2・2）からはその国の労
働生産数は低下していることを示すことにな
る。
　もちろん資本量の増加率が労働量の増加率
を上回っているかぎり労働生産性は増加しつ
づけるが，しかしそれはまた同時に労働力の
相対的不足状況への接近を意味しているであ
ろう。その時の技術水準の許すかぎり，たと
え労働力の相対的不足が進行してもなお労働
の資本装備率は拡大していくことができる。
しかしながらある段階に達したときもはやそ
れ以上の資本装備率の拡大は不可能となるで
あろう。その時の技術水準の与える状況のも
とではもはやそうした形での資本の拡大は労
働力の不足によって阻止されてしまうことに
なる。資本量の増大過程は停止することはな
いが，しかしそのテンポをゆるめなければな
らない。もしなんらかの形で資本量の拡大を
実現するとするならばそれはまさに新しい技
術の導入によってそれが可能となったときだ
けであろう。
　技術に新しい進歩がみられないかぎりこの
究極的な段階では資本量の増大は労働の量の
増大と等しいテンポでなければならないこと
になる。それはとりもなおさず，その社会に
おける労働生産性がもはや増大せず，一定水
準を維持しつづけるということである。人口
の増大，’労働力の増大が一方にあり資本設備
の増大が他方にあるわけであるが，しかしそ
れはまさにその時の技術水準のもとでの量的
・な拡大にしかすぎない。総計としてみた場合
のその国の実質産出量は増大をつづけていく
であろうが，しかしながらそれはもはや労働
生産性の増加を伴わないことになるであろう。
もし労働生産性における増大がなんらかの形
で賃金水準の増大を通してその国全体の労働、
福祉の増大につながっているとするならばこ
の労働生産性の増加の停止はそうした労働福
祉の増大の停止を意味することになる。こう
した状況は経済がまさに単純に労働人口と生
産量と資本設備とそれが三者において同一比
率で増大しつづける状況を意味している。
　こうした状況は少なくとも増大していく労
働力が常にそれと同じテンポで増大していく
資本によって吸収され，しかもその資本設備
もその設備の最適操業水準を維持するにたる
労働力によって満たされるということである
から，まさに完全雇用と資本の完全利用とが
同時に成立しているわけであり，その意味で
そうした状況が「黄金の成長経路」と呼ばれ
　1　　　　　　　　　　　　　　’
る。しかしその黄金の成長経路というもの
は，たとえそうよばれているにせよ，それは
また同時に労働生産性が一定水準にとどまり
労働福祉がそれ以上増加しない状態を意味し
ている。もちろん国内における分配状況の変
化（それは単に資本と労働の間の分配のみならず，
各種用途への分配状況，私的消費財ないし私的蓄積
にふりむけられる部分と公共財にふりむけられる
部分との間の相対的比率の変化を含むものである
が，そうした広く解釈された意味での分配の変化）
を通して労働福祉は変化することが可能であ
る。今しばらくこの分配面における変化を考
慮せずにおくとするならばにの分配問題につ
いては後ほど再び言及するであろう），いま述べ
たような黄金の経済成長のもとにおいては労
働福祉もまたその時点で釘づけされることに
なる。もし視点を労働福祉の側面におくなら
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ばこうしtc状況は必ずしも「黄金の成長経路」
と呼ばれるにふさわしいかどうか問題であ
る。そこでわれわれは資本蓄積が同時に技術
の進歩を伴うという事実に着目しなければな
らない。その技術進歩がもたらす効果を考慮
に入れるためにわれわれは再びモデルの世界
にかえって考察を進めていくことにしよう。’
　一定期間における投資の大きさはその国の
貯蓄に等しい。その国民経済が消費せずに残
したもの，それがすなわち投資にまわるので
ある。この消費せずに蓄積した部分のすべて
が投資にまわるわけではない。その一部はす
でに存在している設備の損耗部分の補填にふ
りむけられる。したがって新たな資本の蓄積
になるのはその貯蓄の中から設備の損耗部分
を差し引いたものである。これはいうまでも
なく単純な事実であるが，この関係を次の
（2・5）式によって示すことにしよう。
　　　　警＝・F（K，・）一・K　（・・5）
この（2・5）．式の左辺は一定期間における設
備の増加分すなわち投資をあらわしている。
右辺の第1項ほ生産量×貯蓄率である。すな
わちその国の総産出量のうち貯蓄にふりむけ
られる部分，すなわち消費されなかった部分
の比率をsとし，このsと産出量との積が貯
蓄総額となる。そこから既存の設備の磨損部
分を差し引いたのがδKである。
　一国の総生産量はすでに（2・1）によって
示されたように，その保有する設備の量と労
働力の大きさに依存している。同じく一定期
間における労働量の増加率，これが次の（2・
6）の左辺であり，その右辺はその増加分が
すでに存在している労働力の総量に一定率n
をかけたものに等しいことを示している。
　　　　晋一・・　　（…）
すなわち，nは労働力の増加率を示している。
　kは一人当りの資本量，すなわち労働の資
本装備率をあらわすものとしたが，この労働
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の資本装備率が一定期間内にどれだけ増加し
たかは前と同様に砦によ・て示され・．労
働の資本装備率の変化率は，したがってこれ
をkで割ったものに等しい。この労働の資本
装備率の変化率は次の（2・7）式によって示
されているごとくそれは資本量の増加率から
一労働の増加率を差し引いたものに等しい。す
なわち，われわれは次の
　　　　蓄／k＝誓／K」濫／・（・・7）
を得る。
　さて実質産出量をその時の資本量で割った
ものは資本一単位当りの産出量であり，これ
は資本係数へ逆数となる。　（2・1）から明ら
かなように，その両辺をKで割る場合それは
次のように書きかえることができるであろ
う。すなわちわれわれは（2・5）を得る。
　　F（K，Lズ）＝・（為告）＝F（髪1）（…）
この（2・8）を用いて上の（2・5）の右辺を
書きかえるならば，また（2・6），（2・7）を
考慮に入れるならば，われわれは次の（2・9）
を得るであろう。これは（2・5）の両辺をk
で割りさらに変形したものである。
　　晋／・一・sF告1）一（・＋・）（・・9）
この（2・9）をさらに書きかえて次の（2・
9）’のようにする。
　　蓄＝・F（k，・）一（・＋・）・（・・9）’
　この（2・9）’は次のことを意味している。
（2・9）’の右辺の第1項は労働ヵ一単位当り
の生産量にsすなわち貯蓄率を掛けたもので
ある。これは一人当りの貯蓄額を示すもので
あろう。ここでいう貯蓄額はもちろん実物産
出量によって示されたものである。右辺の第
2項は二つの部分から成り立っている。Lつ
は労働カー単位当りの資本の損耗部分であ
．る。もう一つは労働の増加率と資本量の積を
労働量Lで割ったものである。これは労働人
口の増加率が大きければ大きいほどそれだけ
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労働の資本装備率の変化分を小さくしてしま
うことを意味している。これはよく考えれば
当然のことであって一人当りの，あるいは労
働カー単位当りの資本の装備率は労働人ロの
増加率が大きければ大きいほど小さくなるこ
との必然的結果である。こうして一人当りの
蓄積量が与えられるならば，労働の資本装備
率の変化分は労働カー単位当りの減価償却部
分と労働人口の増加率との二つの要因が大き
ければ大きいほど小さくなる。いいかえるな
ちば（2・9）’の右辺の第1項は労働の資本装
備率の増加要因であり，第2項はその相殺要
因である。
　増加要因が相殺要因よりも大きいかぎりは
資本装備率は増加をつづける。しかしなが
ら，もし増加要因よりも相殺要因の方が大き
ければ装備率は低下するであろう。結局にお
いて装備率は増加要因と相殺要因が等しくな
ったところでその変化を止めてしまう。増加
要因の大きさおよびその増大のテンポはもち
ろん貯蓄率と産出量の大きさおよびその成長
率に依存するであろう。貯蓄率が高く，産出
量が大きく，その増加テンポが大きければ労
働の資本装備率の増加要因は常にそめ相殺要
因を上回ることになる。もちろんこのような
状況が永久に続くということは不可能であろ
う。しかしながら資本量の増加率がすなわち
成長率が人口の増加率を上回るかぎり資本の
装備率もまた増大していくことは当然であ
る。（2・9ソ　・は経済がそのような状況にと
どまるかぎり，そうして他の特別な要因が作
用しないかぎり，やがては労働の資本装備率
がまったく変化しないような状況になってし
まうことを示している。それは容易に（2・9）’
からわかることであるが，（2・9）’の左辺が
ある一定の値をとっているものとしよう。そ
うであるかぎりは労働の資本装備率は常に一
定量ずつ一定期間に増加することになる。し
faがってそれとまったく比例的に右辺の第2
項が増大していく。すなわち，相殺要因がふ
えていく。もちろん労働の資本装備率が増大
する場合に生産量もまた増大していく。一人
当りの生産量は増大するが，しかしその増大
は決して資本の装備率と同一テンポでは増大
しないであろう。労働の資本装備率が増加す
るにつれて労働カー単位あたりの生産量も増
大する。すなわち労働生産性が高まるが，し
かしその労働生産性の上昇にはおのずと限界
があり，ある一定量以上の労働の資本装備率
が高まっていったときに，もはやそれ以上労
働生産性が増大しないという事態が起こって
　くる。
　　したがって増加要因がしだいに大きくなり
ながらもその大きくなっていくテンポはしだ
いに小さくなり，やがては，いかに労働カー
単位当りの資本量をふやしてももはやそれ以
上労働生産性が高まらないという事態が起こ
り，したがってそれに貯蓄率を掛けた労働カ
ー単位当りの貯蓄量もまた増加しないという
状況になる。すなわち増加要因がその増大テ
ンポをおとし，やがて一定水準にとどまって
しまう。しかしながら他方相殺要因は労働の
資本装備率が高まるかぎり常に一定率で高ま
っていくのであるから，やがては増加要因を
相殺要因が追い越す限界点にきてしまう。事
態がそこまできたとき，もはや労働の資本装
備率はまったく増加しないという事態が起こ
　ってくる。ここで経済の変化はストップして?
　しまうであろう。
　　このことはたとえば技術進歩が起こらない
かぎり労働の資本装備率は一定水準に終息し
てしまい，したがって一人当りめ貯蓄量も労
働生産性も一定水準になってしまう，という
　ことを意味している。そのような状況のもと
ではさきに述べたと同じように，労働の増加
率に等しいテンポで資本設備も増大し，した
『がって資本装備率は一定となり生産性も一定
となる。それに伴う各種の状況はさきに述べ
　たとおりである。したがってここでもなんら
かの形で技術進歩が起こらないかぎりこうし
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た事態を改善していくことは不可能となる。
2．2　技術進歩の役割
　その点を明らかにするためにわれわれはつ
ぎのような状況を考えてみることにしよう。
　いまAによって技術進歩をあらわすある指
標とする。Aが増大するとき，労働力は一定
であっても，この技術進歩のたあに，あたか
も実際に労働力が増加したかのごとくに考え
る。たとえ労働力は一定であっても，技術進
歩があるならば生産は増大していくのである
から，この事実を次のように言いかえていく
ことができるであろう。すなわち実際の労働
力があたかも増加しているかのように事態を
変化させるのが技術進歩である。この技術進
歩によって増幅される労働量はしばしば有効
労働量といわれる。いま有効労働量をL＊で
示すならばもっとも単純な現実労働量と有効
労働量との関係は次の（2・10）によって示さ
れるであろう。
　　　　L＊（t）＝A（t）L（t）　　　（2・10）
それぞれの要因はすべて時間の変化とともに
変化するので時間の関数となっている。ある
一定時点における有効労働量は現実労働量に
技術進歩を示すインデヅクスAを掛けたもの
に等しい。右辺のLが一定であっても技術進
歩によってAが増大するならば有効労働量
L＊はふえつづけることになる。
　ここで技術進歩率という概念を用いよう。
技術進歩率はAの増加率である。Aの増加率
をμ，現実労働量Lの増加率はnであるから，
われわれは有効労働量の増加率はこの現実労
働量の増加率と技術進歩率μとの和に等しい
ことがわかるであろう。ここでわれわれは労
働カー単位当りの資本量，すなわち資本装備
率を有効労働量と資本量との比としてあらわ
すことにしよう。以下われわれは労働の資本
装備率kは有効労働量に装備される資本量と
定義しなおすのである。したがってわれわれ
は次の（2・12）を得るであろう6
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　　　　k＝K／L＊　　　　　　　　（2・12）
これからさきの議論はまったくこれまで述べ
たところの繰り返しとなる。したがって省略
しよう。われわれは（2・5）においてLのか
わりにALを用いればよい。すなわち’Lのか
わりにL＊を用いればよいのである。以下そ
のように書きかえを行ない，（2・11）を考慮
し，LをL＊におきかえただけであるから，
最終的に得られる式は次の（2・13）のごとく
になるであろう。
警／・＝重鯉《・＋・＋・）（…3）
この（2・13）は（2・9）となんら実質的に異
ならないようにみえるかもしれない。形の上
ではまさにそのとおりである。しかしわれわ
れはいまや生産量と資本および有効労働量の
関係について
　　　　0＝F（K，L＊）　　　　　　（2・14）
をもっているのであるから，その両辺をLで
割った場合に次の（2・15）が得られる。
　　　　O／L＝F（K／L，A）　　　　（2・15）
この（2・15）の左辺はいうまでもなく労働生
産性である。それに対し右辺は有効労働量で
はない現実労働量によって定義された資本装
備率と技術進歩をあらわすイxデックスAに
よってそれが変化することが示されている。
　したがって次のようにいうことができるで
あろう。すなわち現実の労働量について定義
された資本装備率がたとえ一定であっても技
術進歩が生ずるならばAは増加していくから
当然に右辺は増大し，したがらて労働生産性
は増加しつづけるであろう。すなわち資本装
備率がある一定水準にとどまるとしても技術
進歩が続くかぎりは労働生産性が増加しつづ
けることになる。労働生産性の増大が労働福
祉の上昇と密接な関連があるとするならば，
ζの点はきわあて重要な結論をなすといえる
であろう。
　以上はかなり一般的な技術進歩の形態を考
えたが技術進歩がこれまでの資本と労働の数
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量を与えられたままにしてなお生産量を拡大
する効果をもっているとするならば，技術進
歩がない場合の生産量は技術進歩があった場
合にある一定倍数だけ高められると考えるこ
とができるであろう。こうした考え方にもと
つくならば，技術進歩を考慮にいれた資本，
労働，生産との関係は，次の（2・16）によっ
て示すことができる。
　　　　O＝A・f（K，L）　　　　　（2・16）
生産量の増加がもしおこるとするならば，そ
れは技術進歩が生じておこるかもしれない。
あるいは資本の数量がふえてその結果として
生産量が増大するかもしれない。労働につい
でも同様のことがいえる。現実に起こってく
ることはこれら三つの要因が同時に動いてい
くことであろう。技術が進歩した場合には従
来の資本と労働の数量が与えられたままで生
産される生産量を一定倍率だけ高めるのであ
るから技術進歩をあらわす指標Aの増加分を
従来の生産量に掛けたものがその値を示すこ
とになるであろう。すなわちそれは次の（2・
17）となる。
　　　　dA・f　　　　　　　　　（2・17）
資本量が増大した場合にはその資本量の増加
によって引き起こされる生産量の増加分が問
題である。一定の資本量が増大したときの生
産量の増加分の比率をfKで示すならば技術は
前に与えられた状況にとどまっているわけで
あり，労働の量も一定であるから結局それに
　　　　　　　　ノよってもたらされる生産量の増大は次の（2・
18）によって示される。
　　　　AfK・dK　　　　　　　　（2・18）
　同じようにして資本の量が与えられており
技術進歩もない状況のもとで労働の量だけが
増大するとするならば労働カー単位当りの増
加に伴う生産量の増加比率をfLで示すとすれ
ば労働量の増加による生産量の増加は次の
（2・19）によって示される。
　　　　AfL・dL　　　　　　　　　　　　　（2・19）
したがって現実に技術進歩が起こり資本も増
大し，労働力もふえるとするならばそれに伴
う生産量の増大はこれら増加分の合計となる
であろう。したがってわれわれは次の（2・
20）をもつ。
　　dO＝dA・f十AfK・dK十Af．・dL
　　　　　　　　　　　　　　　　（2・20）
　ここで少し操作を加えよう。この（2・20）
を生産量0によって割ることにする。そうす
ると（2・20）の右辺は生産量の増加率となる
であろう。この生産量の増加率は次の式によ
って示される。
　　讐＝・A・6＋A…誓＋A…薯
　（2・16）を考慮するならばこの式は次のよ
うに書きかえられ（2・21）式となる。
　　誓一薯＋（…5）要＋（…8）鵠
　　　　　　　　　　　　　　　　（2・21）
　ところでここで詳細な説明は省略するが資
本一一一一単位の増加によって生じる生産量の増加
分の大きさは資本の実質レンタルに等しい。
また同じように労働の一単位当りに増加によ
って生ずる生産の増加分の比率は実質賃金に
等しい。すなわちfKおよびfLはそれぞれ実
質レンタル，実質賃金に等しいのである。も
しこのヒとを認めるならば，（2・21）の右辺
の第2項の括弧の中は総生産の中に占める資
本の分配率および右辺の第3項の括弧の中は
総生産量の中に占める労働の分配率を示すこ
とになるであろう。そこでそれぞれの分配率
をfK，　fLであらわすならば（2・21）は次の
ように書きかえられる。
　　誓＝薯＋・・讐＋・・喜（・・22）
　この（2・22）は生産量の増加率が技術進歩
率と資本増加率と労働力の増加率に依存する
ことを示すであろう。もしわれわれが労働の
生産性に関心をもつのであるならば，上の
　（2・22）は次のように書きかえることができ
るであろう。すなわち労働生産性は生産量を
労働人ロで割ったものに等しいから労働生産
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性の増加率は産出量の増加率から労働人口の
増加率を差し引いたものに等しい。いま労働
生産性をyであらわすとするならばわれわれ
は次の（2・23）を得る。
　　　　警一讐一喜　（・・23）
したが。て上の（・・22）の両辺から誓を
差し引けばわれわれの求める関係が得られる
ことがわかる。すなわち次の（2・24）が得ら
れるであろう。
　　亨＝讐＋・・肇＋（・・一・1）喜
　　　　　　　　　　　　　　　　（2・24）
　生産量は常に労働と資本に分配されるとす
るならぱ相方の分配率の和は常に1となるこ
とがわかる。したがって（2・24）の右辺の第
3項の括弧の中はマイナスSKに等しい。とこ
ろですでにわれわれは労働の資本装備率に関
して（2・7）をもっている。いま単位時間を
表面に示さないでそれを示すと次の（2・7）’
のようになる。
　　　　警＝要一曲　（…）’
　この式とSL－1＝－SKという式を考慮する
ならばわれわれは次の（2・25）を得るであろ
う。
　　　　亨一讐＋・・肇　（・・25）
　この式は労働生産性の増加率が技術進歩率
と労働の資本装備率の変化率の二つに依存す
ることを示しており，さきにあげた（2・15）
をより具体的に増加率に関して示したものと
なる。この式は労働の資本装備率が不変であ
っても技術進歩率がプラスの値をとるかぎり
労働の生産性は常に増大していくことを示す
ものである。（2・22）とくらべてみれば容易
にわかるが技衛進歩の増加率は全体の生産量
の増加率に対してもまた一人当りの生産量の
増加率すなわち労働生産性の増加率に対して
もまったく等しい影響を与えるのである。
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　（2・25）の左辺の労働生産性の増加率がい
ま労働福祉の進展と密接な関係をもつとする
ならば，労働福祉の進展は技術進歩率と労働
の資本装備率の増加テンポに依存するという
ことになる。もちろんまだわれわれは労働生
産性の増加と労働福祉の増加との間の一義的
な明確な関係を示す分析を行なっていない。
したがって労働福祉と労働生産性との関係に
ついてはなお漠然とした正の関数関係の存在
を想定するのみである。
2．3　労働力の位置
　経済成長ということが日本の場合とくに戦
後における経済政策の重要な目的変数となっ
ていた。その経済成長は生産能率の上昇（生
産性の増大）と新製品の開拓等を基軸として
展開されたのであるが，経済成長が重要な目
的変数となっているとき，そこでは労働力の
投入は資本の投入や技術進歩の投入と同じ
く，まさに経済成長のための手段変数となる
　　　　　　　　　げのであり，いわばそこでは資本とならんで重
要な投入要素としての側面が強く意識されて
きた。経済成長のメカニズムの中で生産量，
生産性技術，投資，労働力，資本設備等々の
間の相互連関，客観的事実として存在すると
いうこととその中で生産量の増大，生産性の
増大を目的変数として設定することとの間に
は微妙な相異がある。その仮定の中ではそう
した目的変数が設定されているかぎり労働力
の投入はあくまでも投入としての側面におい
てのみ把握されることになるのである。
　したがって，労働福祉との関係は第二義的
ないわば結果として生じてくる現象としてみ
なされてしまう。また事実そうした側面は経
済成長を第一義的な目的変数として設定する
過程では成長の成果の波及効果としての位置
にとどまらざるをえない。せいぜいそれがあ
る目的的な位置づけを与えられるとするなら
ば，生長の制約条件の緩和という側面におい
てであろう。この点についてはのちほどさら
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に労働福祉との関係で詳しく検討されなけれ
ばならない。その検討を行なうために次にわ
れわれはまず労働投入の供給側の条件と需要
側の条件とに着目し，そこでの決定要因をみ
ていかなければならないであろう。それはま
た同時に成長の成果の分配的側面を示す賃金
の動きとも深い関連をもつのである。しかも
その賃金水準の動向はまた労働の供給サイド
の動きとあいまって労働福祉の問題と基底に
おいてつながっているのである。以下節をあ
らためてこの間題を論議することにする。
1）　ここでの成長径路をめぐる論議について
は，ソロー〔16〕にしたがったが，詳しくはステ
イグリッッ・ウザワ〔17〕およびセン〔13〕，稲田
〔2〕を参照。
〔3〕　経済成長と労働投入決定機構
3．1　労働投入と労働福祉
　経済成長過程における労働力の位置づけお
よびその労働力の増加と経済成長，技術進歩，
投資等の関係について，これまでわれわれは
詳しく検討してきた。この経済成長のメカニ
ズムの中で演ずる労働力の役割は，極めて基
本的なものであることは言うまでもない。し
かしながらこの労働力の投入が経済社会全体
の立場から見たとき，どのような要因によっ
て決定されているかはさらに解明を要する問
題である。そして重要なことは，この労働投
入の決定要因は同時に労働福祉や労働条件，
．社会保障制度等，労働をめぐる各種の諸条件
と密接なつながりを持っている。しかもそれ
らの広い意味における労働福祉が，どのよう
に充実されるかあるいはその状況が悪化して
行くかは，経済成長の動きと密接な関連を持
っている。もちろん労働投入の決定要因は，
短期的に作用する側面と長期的に作用する側
面があり，それらは場合によると相反するこ
ともあり得る。そして，それらの要因の短期
的影響や長期的影響の推移が経済成長の速度
や内容とつながりを持っており，それはまた
労働投入の大きさを決定し，その社会が経済
成長のたあに投入し得る労働力の総量を規定
することになる。こうした相互依存関係がそ
こに存在する以上，われわれはこの問題を通
して経済成長と労働福祉の問題に考察を加え
ておく必要がある。
　労働投入は，何よりもまず投入の母体とな
る労働人口自体の大きさによって規定される
し，その労働人口自体がその社会全体の再生
産機構のなかで位置づけられて行くことにな
る。労働総量の再生産機構は，もちろん直接
的にはひとつの投入産出的な関連のなかに置
かれている。単に労働総量ということである
ならば，この投入産出関係は甚だ曖昧である。
再生産機構の維持に必要な消費材は，ひとつ
の最低水準からかなりの高い水準まで分散し
ているものである。その何れの状況のもとで
その投入産出関係がどのような形をとるかは
快定的には言えない。われわれはすでに，む
しろ最低維持水準のもとで却って数で計った
労働人ロが膨大にふくれあがる地域を持って
いるし，逆にその水準の上昇が投入産出関係
を変質させ，むしろその労働力の供給を縮小
ないしその増加テンポを遅らせている事態を
もしっている。もし数だけが問題であるなら
ば，われわれはこの投入産出のひとつのパタ
ーンを適用しさえすればよいのであろう。し
かしここで問題なのは労働の質であり，まtc
同時に長期的な意味での経済成長における労
働力の位置づけの問題である。
　すでに最低消費材によって支えられる投
入，産出機構のもとで，膨大な人口増加をは
かっている地域が，同時に経済成長速度の甚
だ遅い地域であることを知っているし，同時
に生活水準の上昇が殆ど期待されず労働条件
も極めて低い水準にあり，狭い意味での労働
福祉も広い意味での労働福祉も殆ど問題とさ
れ得ないような経済社会を知っているとする
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ならば，経済成長と労働条件，労働環境等の
水準の上昇と生活水準の上昇とを組み合わせ
たひとつの別な投入産出機構が違った形で存
在していることに留意しなければならない。
ここに，単純な意味での労働の投入産出メカ
ニズムが一義的な関連を経済成長とも持た
ず，また労働福祉とも持っていないというこ
とを知らなければならない。さらにもうひと
つの問題がある。それは，この労働総量の再
生産のメカニズムに関する部分ではなくて，
すでにある労働量のなかから供給される実際
の労働投入の決定要因である。この労働投入
の問題は，言わば労働の分配に拘わるもので
ある。その労働の分配は，もちろん産業構造
との関連でも問題になり得るが，ここでの労
働分配はまさにそうした生産過程，経済生長
過程への労働の配分と同時に余暇に対する労
働の配分の問題である。これはもちろん底流
において労働の総量を動かす投入産出関係と
もつながっているが，さらにそれは直接的に
労働福祉の問題にも拘わるものである。後程
われわれは労働時間や労働賃金，あるいは労
働生産性と労働投入の決定要因の分析は労働
福祉の問題や労働の環境問題と関連を持つ
が，それは同時にその国の総生産物の労働へ
の分配問題とも拘わっている。この生産社会
の成果の配分問題は，基本的に労働福祉の問
題と直接的な拘わりあいを持つものである
が，この労働の余暇と成長過程への投入との
配分問題もまたそれと深いつながりを持つも
のである。
　労働の投入は，社会全体としてある一定の
要因によって動いて行くが，個々の家計なり
個々の労働者にとっては，それぞれの個人ま
たは家計の供給計画を基礎に持つものであ
り，それは労働を供給せずに別な側面にそれ
を使用する，つまり内部利用の問題と裏腹に
なっている。この意味で労働の投入過程への
配分は，深くその労働者の各種労働と余暇へ
の配分のもたらす満足度に大きく依存するも
経済成長と覚働福祉（渡部）
のである。一般にそれは，いかなる賃金が支
払われているのか，どのような労働時間がそ
こに要求されているのか，どのような労働環
境であるのか，その労働のもたらす危険度は
どのようなものであるのか，またその他の労
働条件がどのようになっているのか，さらに
その労働過程への投入が広い意味での労働の
再生産を償うに足るものであるのか等々，多
くの要因に依存するであろう。そこには，い
わゆる経済的条件のほかに，より広い社会的
条件等も付け加わってくる。さらにはその労
働の場における人間関係すらもそこでは問題
になり得るであろうし，また直接的な障害に
対する保障のみならず，広い意味での労働者
の被る肉体的，精神的損害に対する保障も問
題となり得るであろう。さらにそれらの保障
がどれくらいの期間に渡ってカバーされるか
も問題となり得る。現実的に労働者がその労
働の生産過程への投入を決定する要因は，種
種さまざまである。これらの要因のすべてを
言わぱその労働投入関数が持つことになる。
そうした要因を，a・からa。まで与えるとす
るならば，それは次のような式によって示さ
れるであろう。
　　Ls＝φ（a1，　a2，……；……，an）　　（3・1）
　　　　　－　　－　　 　　 1　 　 皿
　1：直接的経済要因
　皿：間接的経済要因および非経済的要因
　この（3・1）式は，労働投入の決定関数を
もっとも一般的な形で示したものである。こ
れらのalからa。までの要因は，ふたつのグ
ループに大きく分けることができるであろ
う。すでにその数多くの要因については言及
しているが，それらのうち第1のグループ
は，賃金水準や労働時間等の直接的な経済要
因から成っている。第2のグループは，それ
以外の経済的要因，たとえば，労働環境，障
害に対する金銭的保証の条件，こういったこ
とがこの中に含まれるであろう。さらにそこ
には，先に挙げた多くの，必ずしも経済的と
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は言えない各種の要因が含まれる。ζれらの
ものを一括して第2のグループとするのであ
る。「この第1のグループの中で特に問題にな
るのは，賃金である。もちろん労働時間も，
ひとつの重要な要因であるが，それらの労働
時間は，いかなる賃金がそれに対して支払わ
れるかによってその評価が異なってくる。そ
の意味では賃金と労働時間は，独立な要因で
は必ずしもない。もちろんそのように見る立
場をさらに拡張して行くならば，多くの要因
はすべて賃金によって代替され得るかもしれ
ない。なぜならその工場内，あるいは作業場
内（worksh・p）における非経済的な諸要因も，
極端な場合，賃金の水準によって調整し，代
替させ得ることは容易に想像し得るからであ
る。
　そのような解釈を押し進めると窮極的には
賃金が唯一の決定要因ということになっ七し
まうかもしれない。しかし，われわれは議論
をそこまで押し進めるのは具体的な労働投入
の要因を見ていく場合にはF適当である。し
かし，それにも拘わらず，なお賃金は重要な
決定要因と言わざるを得ない，と同時に賃金
水準いかんが，言わば労働者にとっての福祉
の個人的充実度を決定する要因でもある。し
ばしば労働福祉という問題は，個人レベルで
の問題ではないとみなされているが，それら
は，一部は個人的な決定に委ねられるもので
ある。もちろんそうした個人的な決定，つま
り賃金によって解決し難いものもある。それ
らは社会的な協同行為によってその効果を実
現せざるを得ないであろう。労働福祉のある
部分は，そうした個人的な処理に委ねること
が可能であり，あるいは場合によってはそれ
を明確にするほうがよい場合もある。その意
味で賃金，そしてそれと必ずしも独立ではな
いが労働時間等は，広い意味での労働福祉の
個別的充実の問題と直接的な拘わりあいを持
つのである。もちろん通常の意味での労働環
境，労働条件等々を含む労働福祉の問題は，
そうした個別主体の問題ではないとみなされ
ているが，それは個別主体に委ねられる部分
を排除した残りについてそうした問題を特に
重視しなければならない場合が多々あること
によるものである。
　たとえば職業病のごときものは，もちろん
個別的処理に委ねることも不可能ではない。
それは，それに似あうだけの大量の賃金を支
払うことによって個別的に処理することも可
能である。’しかしながら，その社会全体の労
働の再生産機構，投入産出機構の視点から，
あるいはその社会全体の労働条件の平均的水
準の上昇及びより高次の政治的，道徳的視点
からの配慮等を，それに加え，言わば集合的
な，あるいは社会全体の立場からの処理をむ
しろ強く必要とするものである。そうした場
合，この商題はむしろ個別的なものではなく
て，社会的なものとなってくる。言わば集団
的処理が必要となるのである。社会的・集団
的処理が必要である限りにおいて，それはも
はや個別的な処理決定の問題ではない。たと
え個別の労働の供給者の合意があるにして
も，それは社会的には認あ難いことになる。
こうした側面が存在する限り，労働福祉の問
題は常に個別的な部分と個別的な処理に委ね
ることのできない部分とから成る。そして，
その何れがより重要になるかは，また何れが
より解決を必要とする問題となるかは，その
社会の与えられた状況に依存するであろう。
3．2　余暇と労働投入
　以下において，まずわれわれはこれらの点
を十分念頭に置いた上で，まず労働の投入関
数を次のように想定することにしよう。
　　　　Ls＝φ（wα）　　　　　（3・2）
　この（3・2）においてαが賃金以外のすべ
ての要因を示しているものとする。ところで
この労働投入量，もちろんこれは個々の労働
者の立場から見たものであるが，これは彼の
利用し得るすべての労働量のなかの一部であ
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1）
る。残りは余暇として用いられるであろう。
従ってその労働者の利用可能な労働量をLと
するならば，そのLは余暇に使用される労働
部分と，生産過程に投入される労働部分との
ふたつのものの和から成る。いま，その労働・
量をL，余暇に投入する労働量をL，で示すな
らば次の（3・3）式が成立していることにな
る。
　　　　L＝Ls十Le　　　　　　　　（3・3）
　いかなる労働者も，余暇の増大によって満
足の程度が高まるのが通常である。もちろん
それにはある種の限定が必要であって，単に
無為にすごす時間のみがこの余暇であるとし
たならば，必ずしもその増大が常にその労働
者の満足の程度を高めていくかどうかはわか
らない。
　しかしながらなおわれわれはそうした余暇
がもたらす，むしろ不満足の増大に着目する
にはやや現実から離れなければならなくなっ
てしまうであろう。従って余暇への労働の投
入は，その満足の程度を高めるという状況を
念頭に置くことにせざるを得ない。またそう
した労働者の満足は得られる賃金所得の増大
によってももたらされる。この得られるべき
賃金所得をWで示すことにしよう。そうする
と，この労働者の労働投入によって得られる
満足の状況は，次の（3・4）式によって示さ
れる。
　　　　A＝f（Le，　y）　　　　　　（3・4）
ここでAは，その満足の状況を示す指標であ
るρ
　上に挙げた（3・3）を考慮し，L、を書き換
えるならばそれは，L－Lsとなる。また賃金
所得は，労働単位時間当りの賃金に，生産過
程に投入された労働量を掛けたものに等し
い。具体的には，その労働量は労働時間によ
って示すことができるであろう。それはLsに
よって与えられていたからわれわれは賃金所
得はWとLsの積となる。この点を考慮して，
（3・4）式を書き換えると，次の（3・5）式
となる。
A＝f（L－Ls，　w．Ls）
経済成長と労働福祉（渡部）
（3・5）
　これは（3・4）と全く同一のことを言って
いるのであるが，ここでは（3・4）式は結局
生産過程への労働投入量によって書き表わさ
れたことになっている。つまり生産過程への
労働量の投入が増大するならば，一方におい
て賃金所得は増大する。
　しかしながら他方，余暇に投入し得る労働
量は，それだけ減少するので，その労働者の
持つ満足の程度は低下してくることになるで
あろう。つまり労働者にとって賃金をもらっ
て生産過程で働くということは，一方におい
て自分の余暇のために投入する労働の量を減
少させることである。従ってどのように，労
働力のふたつの用途への配分を行なうかによ
って，その労働者の満足の程度は異なってく
るであろう。この労働力の配分を適当に選択
するならば，その労働者はそうした配分から
得られる満足の水準を，もっとも高いところ
、へ持って行くことができる。通常の労働者が
このような合理的な計算を行なうかどうか
は，もちろんここでの問題ではない。陽表的
にこのような計算を行なうかどうかではなく
て，すべての労働者は暗黙のうちに，無意識
のうちにこのような計算を行なっているので
ある。もちろんその労働者の与えられた蓄積
資産の状況や生活状況によっても影響をうけ
るから，単にここでの満足の極大化を考慮し
ながら労働の投入量の配分を決めていくこと
ができないということになるかもしれない。
そうした制約条件が，かなり厳しく存在して
いることをわれわれは念頭に置かなければな
らないが，それはこのような（3・5）式の存
在を否定することにはならない。このような
　（3・5）式が存在し，そこに強い制約条件を
課することによって事実上この中から選ばれ
るある労働の分配がかなり固定化してしま
う，あるいは選択の余地が極めて少なくなっ
てしまうということ，これが問題の制約条件
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の意味である。
　さて，われわれはこの制約条件の問題を脇
に置くことによって，しばらくこの労働の配
分関数を考察しておかなければならない。ま
ず労働の生産過程への投入の増大が起こった
場合に，どれだけその労働者の所得が増え，
それによってどれだけ満足の水準が高まって
くるか。もちろんこの満足の水準の上昇は通
常プラスの方向に作用するであろう。所得の
増大がマイナスに作用するケースは絶無とは
言い難いが，一般的にはプラスの方向に作用
する。それは単に所得が増えるということか
ら直接的に来るものではなくて，その所得を
使用する，用いるということから得られるも
のである。この所得の消費によって生じてく
る満足の増大は，次のような余暇に対する考
え方を可能とする。それは余暇に対する労働
の投入は，生産過程への労働投入をやめるこ
とによって行なわれるのであるから，それは
所得によって労働を買い戻すと解することに
なる。これは一見奇異な発想法であるかもし
れないが，全労働量を生産過程に投入し，得
られた所得をもって部分的な労働の生産過程
の投入部分を買い戻すのが余暇ということで
ある。一旦投入して得られた所得をもって再
び前に投入した労働量を買い戻すということ
は，時間的序列では不可能であるが，論理的
な構成で言うならば，この取引にあたってわ
れわれは双方の行為を，つまり所得の受け払
いを帳簿上キャンセルアウトすることにする
ならば，余暇への労働量の投入を増大させる
ためにはそれだけ所得を手離して生産過程に
投入する労働量を買い戻さなければならな
い。結果として，所得は最終的には減少し，
それだけ余暇への投入が増大する。
　常にこのような形で，言わば余暇を生産過
程からの労働の買い戻しとして扱うことがで
きるとは限らない。一旦投入したあとで，そ
の消費を通じて余暇を用いる場合には，そう
した買い戻し的な発想法が部分的に生きてく
ることになるであろう。われわれはしかし，
このようなややテクSカルなソフィスティケ
イションにあまり頭を使う必要はない。要
は，この（3・5）において所得の増大，つま
り生産過程への労働の投入量は，それだけ所
得を増し，それによって消費し得る消費材の
数量を拡大することによって，満足の水準を
高めるということである。他方，そうした生
産過程への労働量の投入は，逆に余暇過程へ
の労働量の投入を減少させる。その結果，そ
れに伴う満足の水準の低下が起こってくる。
どこでバランスを計るかということが，そこ
での問題となるであろう。余暇を拡大するこ
とによって得られる満足を追究する場合に
は，所得の増大によって得られる満足を犠牲
にしなければならず，もし所得増加にょる満
足の増大を追究するならば，余暇の減少を認
めなければならない。余暇と所得の双方の変
化が与える満足の増減が，ある適当なバラン
スを保ったところで相互の数量を決定するで
あろう。そうしてそれは，労働の生産過程へ
の数量Lsがある特定の位置に定まることに
よって得られるものである。そのことは，（3・
5）によって示されている。それは結局，余
暇をごく僅かだけ増やした場合に得られる満
足の数量と，逆に余暇を減らして生産過程に
投入した場合に得られる満足の増加分とが共
に等しくなってしまった場合，もはやその余
暇と生産過程への投入との分布状況を変える
必要がなくなってくる。このような状況のと
きに，もっとも妥当な（その労働者にとってで
あるが）労働の生産過程と余暇への分配が成
立していることになる。それは次のように示
すことができるであろう。
　まず生産過程への投入によって得られる満
足の変化は，次の（3・6）式によって示され
る。
　　所骸化蕃農＝f・　・w（・・6）
また逆に，労働をわずかだけ余暇へ投入した
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ときに得られる満足の変化分，あるいは労働
を生産過程に投入し，余暇を僅かだけ減らし
た場合に得られる満足の減少分は次の（3・7）
によって示される。
余暇変化・α（αfk－Ls）痔躊）’＝f2
　　　　　　　　　　　　　　　　（3・7）
　先程述べたことは，そうした生産過程への
労働の投入を僅かだけ動かした時に得られる
所得の変化を通じての満足の麦化分と，余暇
の変化に基づく満足の変化分とが等しいとき
に，望ましい労働の分配が決まることになる。
従ってそれは，（3・6）と（3・7）が同時に等
しくなることである。われわれは，この条件
を（3・8）によって示すことができる。
　　　　flw＝f2　　　　　　　　　　　　　　　　（3・8）
この（3・8）は，生産過程へ労働を投入する
ことによって得られる満足の程度と，余暇に
投入することによって得られる満足の程度の
比が，ちょうど賃金率に等しいということを
示している。そうした比例関係が，常に維持
される限り，その条件が満たされているとい
うことである。
　これははなはだ抽象的なレベルでの論議で
あるが，こうした結論が十分に現実に生かさ
れるためには，この結論が実現できるような
制約条件の配置がなければならない。制約条
件の配置がそれを実現させないようなもので
あるならば，もちろんその労働者はこの（3・
8）に示されるような満足条件が得られるよ
うには労働の配分が可能でなくなってしま
う。
3．3　生産における労働投入の決定
　さて，こうして，言わば余暇と生産過程へ
の労働の投入の配分が労働者の側によって行
なわれるわけであるが，これはまさにもっと
も主要な，直接的経済要因として，賃金を労
働の生産過程への投入量の決定要因と見るこ
とによって得られたものである。またダこの
経済成長と労働福祉（渡部）
労働投入によって得られる満足の程度は，そ
れを言い換えた所得というものと，余暇とい
うものによって説明が可能であるという前提
で論議が進められて来た。種々雑多なそれ以
外の要因，直接的経済要因の中で，まだ触れ
られていないものや，間接的経済要因や非経
済要因等を考慮して，上述の論議をさらに拡
充していくことができるかもしれない。しか
しそれはここであまり深入りすべき問題では
ない。ここではともかく，こういう形で労働
者の余暇と生産過程への労働の配分が論理的
に決定されるということを示しただけであ
る。こうした状況に基づいて，市場・機構で
はこの労働を生産過程に投入することになる
わけであるが，生産過程に投入されるために
は，現実に生産過程の各種の生産計画を実現
している企業の側にそれだけの需要がなけれ
ばならないであろう。こうした労働をインプ
ットする側の条件が，これに加味されて，初
めて現実に生産過程へ投入される労働の量が
決まってくる。それが決まるということは，
事実上労働時間が明確に決定されてしまうと
いうことを意味するのであり，また賃金水準
が決まるということも意味している。先程述
べたように，労働条件，労働環境，労働福祉
といったこれらの各種の表現方法は，狭い意
味でのウェルフェアと広い意味でのウェルフ　゜
エアのすべてを含む概念である。そしてこの
市場の機構を通じて決まる労働時間と賃金
は，まさにそうした意味での労働者のウェル
フェアの内容を直接的に決定する要因となる
であろう。
　その生産過程への投入を，生産の側から行
なわしめる条件は，言うまでもなくそれによ
って生産がどこまで効率的に実行し得るかに
かかっている。先程労働は生産過程における
投入要素としての視点からのみ見られ，経済
成長過程においては，それはまさに文字通り
インプットとしての役割しか与えられず，技
術もそうした労働力をどのように能率的に使
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用するかという視点からのみ考察されるのが
普通であると述べた。そうした生産側だけの
条件から決められてくるこの要因は，同時に
供給側，労働者側の条件と噛み合わされなけ
ればならない。市場がもし自由な機構に委ね
られているとするならば，それらの条件の合
致したところで賃金も労働時間も決定され，
それに基づいて労働者はその与えられた条件
のもとでもっともその満足の程度を高めるよ
うに，労働の供給量とレジャーとのバランス
を計ることになるであろう。
3．4　労働投入と労働条件の変化
　こうして投入された労働量を蓄積された資
本を通して，その国の経済成長が実現され，
その国の国民総生産水準の上昇が計られてく
る。この上昇は，もちろん，いわゆる労働力
の再生産の機構の現われ方に影響する。言い
換えると，労働力の総量を動かすその社会の
投入産出機構が，この国民総生産水準の上昇
によって，影響を受けることになる。それば
かりではない。この国民総生産の増大を通し
て，実は労働環境，あるいはいわゆる労働の
場の変化も生じ，さらにそれを包む社会環境
の変化も生じてくる。もちろん労働条件も変
わるであろう。この労働条件の中に，賃金や
労働時間を含めるとするならば，先程の市場
機構を通じてのこれらの決定機構の動きは，
国民総生産が経済成長過程で増大するとき
に，変化を遂げざるを得なくなる。つまり永
久不変に，ある特定の分配状況がそこの水準
に固定されてしまうわけではないのである。
　労働環境，狭い意味での労働の場の諸条件，
あるいは労働，広い意味での労働条件，さら
には社会保障制度を含む労働福祉の状況，こ
ういったものは，短期的には労働の供給量を
低下させる作用を持つ。もちろん成長過程に
おける現象として見る限り，絶対的水準の低
下はあり得ない。むしろそれは供給速度の低
下ということであろう。それは投入労働量の
増加率の減少というルートを通じ，またさら
に個々の労働者の労働の生産過程と余暇への
投入比率の変更を通して実現されてくる。よ
く充実した社会保障制度を持つ場合，その社
会の労働福祉はかなり高い水準にあるわけで
あり，そうしたものが実現されている場合，そ
の社会の社会環境は，また労働環境は極めて
望ましい水準に達しているわけであるから，
それだけそのための個人的な支出が少なくて
ずむようになるであろう。端的にひとつの例
を挙げるならば，たとえば衣料費の支出は，
そうした条件の変化によって次第次第にその
増加のテンポを緩あざるを得なくなってく
る。それが個人負担である場合にはもちろん
のこと，ひとつの機構としてそれを負担する
場合でも何れにせよ負担する者がその社会で
あり，その社会の労働者であることを考える
ならば，こうした方向への変換が労働の供給
量に影響を及ぼすのは当然であろう。貯蓄率
の変化も生じてくるであろうし，さらに所得
そのものに対する欲求の程度にも変化が生じ
てくる。
　こうして長期的には次第にこの労働のふた
つの部門への，つまり生産過程と余暇への投
入比率が変わり，結果として生産の拡大テン
ポが落ちるということもあるかもしれない。
その意味では，経済成長の速度はそれによつ
てブレーキをかけられることになる。しかし
長期的に見た場合に，その社会の労働の質と
その労働力維持のたあの社会的コストが低下
することによって，結果としては能率的な生
産を実現し得る可能性もある。先にわれわれ
は，いわゆる開発途上国の一部に見られる総
労働量のはやい増加テンポと，他方低い経済
成長率及び劣悪なる労働福祉状況との対応を
述べてきたが，その裏側の問題として逆に総
労働量の生産プロセス自体は，そうした国々
に比べるとかなり貧弱なものになる。つまり
人ロ増加率が低い水準になるかもしれない
が，それらの質が上昇し，労働環境が改善し，
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結局単位当りの労働時間の持つ効率が拡大す
ることによって，エフィシェンシーで計った
労働量が，むしろ逆に増大するということも
起こってくる。それ故これら相互間の要因の
依存関係は，それ程単純ではなく，従って単
純な結論を許さないものである。ーそれは，あ
たかも能率的な機械の導入が労働力を排除
し，購買力を低下させることによって，結果
としては経済の発展を妨げるといった種類の
議論，あるいはポリ＝一ション問題の解決に
力を注ぐことによって，経済そのものの発展
が阻害されるという主張が必ずしも妥当なも
のではないというのと，軌を一にした側面を
　　　　　　2）持つことになる。
3．5　労働投入における動態的過程と
　　労働福祉
　もちろんいまの労働の余暇と生産過程への
配分の問題をめぐってのモデル分析自体は，
かなり短期的な視点で行なわれている。従っ
てさらにこの問題をオーバー・タイムに論議
しなければならないであろう。そうしたオー
バー・タイムの論議の中には，一国の持つ利
用可能な土地の大きさや，また利用可能な資
源の大きさが与える制約条件といったものも
問題になるであろうし，しばしば言及してい
るポリューション問題も，ここで起こってく
る。ポリュー一ション問題は，単に社会的な環
境問題だけではなく，それらは事実上，その
労働の場における労働福祉，労働環境，さら
には労働災害にの場合の災害はかなり広い意味
に使われている）、と密接な関連を持つものであ
る。従ってこうした各種の外側にある制約条
件，内側から発生してくる制約条件等々も，
このオーバー・タイムの論議の場合には欠か
すことができないものである。経済成長過程
において，こうした問題，特にポリューショ
ン問題が激烈になってきた場合，それは事実
上総労働量の再生産機構，労働量の投入産出
機構自体が悪質な影響を受けることになる可
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能性を持つ。
　そういう側面のほかに，さらにもうひとつ
の問題がある。それは労働力の各世代間の投
入の問題である。労働者の持つ，ひとつのラ
イフ・サイクルとも言うべきものと，各世代
間におけるそのライフ・サイクルとの調整問
　　　3）題である。しばしば言われているが，ある特
定の世代の犠牲に基づいて大量の蓄積が行な
われ，生産が行なわれ，大量の貯蓄が行なわ
れ，次の世代においては，その成果としての
生産物の多くが消費されるといった世代間の
アンバランスの問題は，この余暇と生産過程
への労働の投入の，一長期的な側面である。そ
れと同時に，そうした長期的な側面は労働福
祉の問題とも密接につながっているわけであ
り，ある特定のゼネレイションが劣悪なる労
働環境，労働福祉の状況のもとで生産を行な
い，別の世代が全く異なった，すぐれた労働
条件や労働環境のもとで生産を行なう，しか
もその世代間における，言わば「果実」の再
分配が全く無視されるというような事態が起
こるならば，これ自体またひとつの重要な社
会問題であると同時に，ゼネレイションのい
くつかを含んだ長期的な場での労働福祉問題
ということにもなるであろう。それは言わ
ば，労働の投入によって得られた成果の世代
間の分配問題に拘わるものであり，経済成長
揮この世代間の成果の分配に，どのような関
連を持つかを分析しなければ，特にそれを具
体的なそれぞれの個々の国々について分析し
なければ，労働福祉問題の将来を明確に分析
したことにはならないであろう。
　しかしこのライフ・サイクルの調整問題は，
それ自体かなり困難な分析の対象であり，し
かもしばしばそれは社会全体の調整問題と個
人における調整問題とが混同されることによ
って，しばしば不幸な結論が導き出される。
常に問題なのは，その時の労働力の投入によ
って得られた総生産物をどのうよに配分する
かという，生産の成果の配分問題であって，
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その配分問題をライフ・サイクルの調整とい
う視点から再考察するというのが，この労働
投入の長期的な立場からの見方である。こう
した再調整が，その社会全体としてのライフ
・サイクルの持つずれの調整を，全く個人レ
ベルの問題に解消してしまわないで，よりグ
n－一バルな視点からそれを取りあげることが
可能になるであろう。そしてそのことは，経
済成長が同時に労働福祉の拡大を長期的な視
点からもたらすたあの，必要条件でもある。
　労働者のライフ・サイクルという問題は，
結局は労働の生産過程と余暇への配分のメカ
ニズムがそのひとりの労働者の生涯にわたっ
て固定したものではなく，それは絶えず変化
し次第次第に労働過程への投入比率が減少せ
ざるを得ないということを意味しているもの
である。社会全体として，そのような変化を
調整するためには，ゼネレーションの違った
労働者のライフ・サイクルをそれに組み合わ
せることになる。こうしてその社会全体は，
余暇と労働過程への労働配分を円滑に実現
し，できあがった成果の分配がある特定の世
代に異常に偏り，特定のゼネレーションの労
働者のライフ・サイクルが特に恵まれない労
働報酬によって彩られないようにすること
が，重要な問題となってくる。これは経済成
長過程における労働福祉のひとつの重要な側
面をなすであろう。もちろん労働福祉の問題
をここまで拡大することが望ましいかどうか
は，まさに労働福祉の定義に拘わる問題であ
るが，すでに述べたように労働福祉の概念に
は，非常に狭い意味における工場における労
働災害や職業病，さらに労働環境，労働に対
する報酬，賃金，労働時間，社会保障制度な’
どを含んで，広い意味での定義がそこに与え
られていた。そしてそうである限りは，われ
われはいま述べたような諸問題を経済成長過
程における労働福祉の重要な柱のひとつとし
て考慮しなければならないであろう。
1）この余暇の巧妙な取扱いについてはバネック
　〔20〕第12章を参照されたい。また余暇と労働
　の関連についての労働経済的分析については
　メイスナー〔10〕がある。
2）成長と汚染についての組織的な論議を展開す
　ることがここでの目的ではないので，この叙　　　　N述についてはもちろん，留保を必要とする。
　その留保については，メドウス＝メドウス＝
　ラーンダズ＝ベアランズ〔8〕およびミシャム
　〔9〕における序述との関連で生じる。とくに
　具体的に日本経済にそくして考えるときにそ
　の留保は大きいものとなる。
3）ここでのライフ・サイクルについての論議は
　単に問題の所在をつげるだけにとどめるが，
　これに関連してはサミュエルソン〔11〕および
　ディアモンド〔6〕をみられたい。
〔4〕　ウェルフェア指標としての
　　　労働時間および賃金
4．1労働時間と経済成長
　さきの節においてわれわれは生産過程にお
けるインプットとしての労働力の決定メカニ
ズムについて生産サイドと労働供給のサイド
から分析を進めてきた。そしてそれらをスタ
ーティックな前提のもとで行ない，さらにオ
ーバータイムに一つのライフ・サイ’クルの過
程における労働の供給という側面にも言及し
てきた。そこではまさに賃金が労働決定のメ
カニズムにおいて一つの重要な要因として参
加している。その場合，賃金が労働福祉の一
つの指標としての重要な役割を演じていると
いうことを念頭においたうえで，しかもそう
した観点をはなれて，客観的にその需要と供
給のメカニズムを通して現実の市場機構のも
とで賃金もまた各種要因の一つとして決定さ
　　　　　　　　　　　1〕れることを示したのである。
　しかしいうまでもないことであるが，賃金
は労働に対する報酬であり，いわば労働福祉
の主要構成部分を成している。奴隷制社会の
もとでは，ほとんど無限に近い労働の供給が
その生命を持続するかぎり要求されているに
もかかわらず，なんらの特定の賃金という形
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での報酬とそれに基づく蓄積生活環境の改善
等の問題が本質的には起こってこない。ここ
ではまさに労働福祉が事実上生命維持すなわ
ちサブシステンス・レベルを満たすだけの水
準に与えられているだけであり，そうした低
い賃金水準は（もしそれを賃金と呼ぶことができ
るならば）そこでの他の労働条件とともに最
低の労働福祉状況をあらわしているものであ
ろう。
　このように述べたときもちろん労働福祉を
どのように定義するかが問題となる。われわ
れはのちにこの問題を明確にするつもりであ
るが，労働福祉という用語は，r労働力を供
給する人間のウェルフェアにかかわるもの』
と考えている。したがって労働を供給する人
間のウェルフェアにかかわるすべての現象が
労働福祉に関連することになるのである。そ
うし顔意味からするならば賃金水準は労働時
間とともにその労働福祉の主要な決定要因と
みなしうるであろう。この賃金水準とともに
やはり同じくこのような労働福祉の定義のも
とにおいて重要な決定要因となるものは，労
働時間である。労働の供給量はもともと労働
時間×労働者数であるが，一人当りの労働時
間の長短はまさに労働福祉の一つの重要な決
定要因であろう。ここで労働者数というのは
いうまでもなく雇用労働者数のことである。
以下においてはまず労働福祉の進展の一つの
あらわれである労働時間の推移について若干
の考察を行なっておくことにしよう。もちろ
んここで日本の労働時間に関する詳細な資料
を逐一検討することはやらない。それは単に
繁雑であるということだけでなく，そうした
詳細な検討が他の国についても同様になしう
るかどうかについてまだ問題があるからであ
る。日本の労働時間の動きを他の国々との対
比でとりあげることがもっとも望ましいであ
ろう。なぜならばそうすることによって，い
わば労働福祉の一つの構成要素である労働時
間がどのように国際的に格差があるかを明ら
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かになしうるからである。
　この労働時間の国際比較を行なおうとする
と，たちまち共通の単位労働時間をもっては
かることの困難とい’う問題につきあたる。多
かれ少なかれこうしたことがらはすべての国
際比較につきまとうものである。国際比較を
する場合に各国の発表するデータを直接使用
するのが一番望ましいのであるが，それらは
あるいは週間労働時間で示され，あるいは1
カ月の労働時間であらわされ，あるいは男女
別々にあらわれているなど共通の尺度に換算
するという手続きが必要となる。国際労働経
済統計年鑑には労働時間に、関する国際比較に
便利な資料が掲載されているが各国の個別に
発表している資料とつけ合わせを行なう場合
にやはりそこにくい違いを生じているのがみ
うけられる。この報告の最後に各国の必要な
統計資料が参考として載せられているが，現
在そうした統計上のくい違いを処理すること
はとうてい成し得ないところであるために種
種な検討を行なった結果，国際労働経済統計
・年鑑における労働時間をデータとして用いる
ことにした。
　なお参考のために一言，言及しておくなら
ば各国で発表している統計資料と国際労働経
済年鑑で発表されてQる資料との間にくい違
いが生じている。その一例として西ドイツを
あげておきたい。西ドイツにおける週労働時
間の推移は西ドイツの発表する統計年鑑（ス
タティスティッシェス・ヤールブッフ）によると，
1965年以降西ドイツの週労働時間は大幅に低
下している。1965年週労働時間の平均値は
44．3時間であるがそれが70年には39．1時間
と記録されている。しかしながら国連の国際
労働経済統計年鑑によるならば，西ドイツの
場合1965年における週労働時間は同じ44．1
時間であるが70年にはそれが43．8時間とな
っている。労働時聞は減少していることはし
ているが，ここでの減少率はブンデスバンク
の統計で示すものよりは小さい。多かれ少な
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かれこうした統計上のくい違いが存在する。
なお国によっては週労働時間ではなく月単位
の労働時間を発表しているところがある。た
とえば日本がその一つの例であるが，こうし
た例は日本だけではない。これらを共通の労
働時間単位数に換算することはやや問題であ
るが，この一月当りの労働時間はほぼその月
の全般に平均的にばらまかれているとみる想
定のもとに週労働時間を計算することにし
た。また男女別々に労働時間を発表している
場合には単純なる算術平均によってその数値
を代表させることにしている。こうしたやや
問題のあるいくつかの操作が行なわれたので
あるが，現在の状況ではやむをえない操作と
いうべきであろう。
　こうした操作によって得られた週労働時間
の国際比較は第4．1表および第4．2表に示され
ている。1950年からのデータがとれる国は比
較的少ない。1960年代に入るとかなりの国が
労働時間の統計をもつことになるが，1950年
代のはじめからとれる国の数はわずかであ
る。ここで日本の労働時間の問題であるが，
この国連統計に示されている資料によるなら
ば，日本の労働時間は必ずしも多い方ではな
い。カナダの42．3時間，プエルトリコの34．8
時間というのは大変少ない方であるが，日本
の44．6時間はオーストリアと同じ水準であ
り，当時の西ドイツやスイスが48時間前後の
週労働時間を記録しているのとは対称的であ
る。この時期における日本の労働時間がヨー
ロッパ諸国にくらべてどちらかといえばむし
ろ少ない状況になっているのは，戦争終了後
における「特種な事情」に依存するのであろ’
う。その「特種な事情」の中には統計資料の
収集状況（ないし方法）をも加えておかなけれ
ばならないかもしれない。こうした状況はし．
だいに変化を遂げしだいに日本の労働時澗は
徐々に増大していく。10年後の1959年におけ
る日本の労働時間は47．3時間となっており，
この時期においてもっとも長い労働時間を記
録するに至っている。その時期には西ドイツ
は週45．6時間となり，唯一の例外はコPンビ
アの53時間だけである。このコロンビアの異
常なまでに大きな労働時間についてはまさに
コロンビアの独得の事情によるのであろう。
これを除くならばとくに工業国の中での日本
の労働時間はスイスに近い大きな値となって
いる。さらに10年を経た1967年における日本
の労働時間は43．9時間であり，この労働時間
は再びヨーロッパの工業国にくらべても相対
的に低い水準となったことが表から読みとれ
る。すなわち1969年における日本の労働時間
に対し西ドイツはほぼ等しい43．8時間であ
り，スイスはそれを上まわる44．7時間，フラ
ンスは45．4時間となっている。ただしノルウ
ェーCフィンランドなどデンマークも含めて
北欧諸国が比較的短い労働時間を示している
ことが注目される。イギリスやニュー一ジーラ
ンドもまた日本に比してかなり労働時間が低
くなっている。日本の労働時間の国際的な位
置づけがこのように過去20年間において変化
してきているのであるが，統計上の種々な問
題があるためにこの国際的な同時点の比較が
必ずしも正確なものではないことが注意され
なければならない。しかしその相対的な位置
の変化についてはこれを容認することができ
るであろう。
　目本の労働時間の推移ははなはだ特徴的な
動きを示している。さきにふれたように1950
年における日本の労働時間は44．6時間であり
それほど多いわけではない。しかしながら，
その後の労働時間は1960年代の後半に向って
増加を続けていく。1958年は世界的な不況の
時期であるがそれを反映して一時労働時間が
低下している。しかしながらその労働時間は
1959年以降再び上昇し，1960年には47．8時間
というかなり大きな数値を示すようになる。
しかし1961年に入るとやや労働時間が縮小
し，その後は急激な労働時間の下降過程が続
くのである。1965年には週労働時間は44．3時
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間となり，ほぼ1950年の数字に等しいことに
なるのであるが，その後若干の上がり下がり
がわずかみられるだけでほぼ44時間を少し超
える労働時間が続いていく。そして1969年か
らは43時間台の労働時間に低下するのであ
る。比較的安定した状況を続けているカナダ
について労働時間の推移をみてみることにし
よう。1950年における労働時間は42．3時間で
あるが，その後50年代の前半を通じ低下を続
けていく。その後若干の上昇があるが，その
まま40時間台の労働時間が1957年からしばら
くの間続いていき1960年代に入ってその半ば
に少し上昇するのであるがその後再び40時間
台の労働時間に落ち1970年には39．7時間とい
う水準に低下する。カナダの場合にはその労
働時間の変化がわずかに景気の波に合わせて
起こっているだけであり，かなり安定した形
で労働時間の低下がこの過去20年間に生じて
いるわけである。アメリカにおける労働時間
についてみてみると1950年におけるアメリカ
の労働時間は40，5時間であってこの時期にお
ける工業国のいずれよりも少ない労働時間で、
ある。その後景気の波にも似た労働時間の変
化が記録されるが1956年以降はむしろ30時間
台の時期の方が多くなってくる。1960年代に
入ってからは再び労働時間が上昇しほぼ40時
間台の時期が続く。1962年以降若干労働時間
の上昇がみられ1966年には41，4時間と約1時
間の平均労働時間の上昇が生じるが，その後
は再び下落傾向を示し1970年には10年前の
39．8時間という水準に落ちている。西ドイツ
をとってみるならばさきほど述べたように
1950年における西ドイツの労働時間は比較的
高い水準にあるが，その労働時間は若千の低
下を1950年代前半で示し，その後1955年には
48．8時間と再び50年を上回る水準にまで労働
時間が増加する。その後労働時間は減少し
1960年代に入るや44時間台に労働時間が低下
する。すなわち1962年には44．7時聞であり，
それはその後若干の低下傾向を示し，1967年
経済成長と労働福祉（渡部）
には42時間となり日本の労働時間をかなり下
まわる水準に低下する。1960年代に入ってか
らの西ドイツの労働時間の低下傾向はかなり
明瞭であり，1970年には実に4時間近い労働
時間の短縮が1950年に対比してみられるので
ある。西ドイツにおける労働時間の短縮はも
っとも大きいといってよいであろう。
　北欧の代表として，ノルウェーをとってみ
よう。ノルウェーは1950年代に44．4時間とい
う労働時間を記録しているが，その後その労
働時間はほぼ44時間代を記録しつづける。そ
うして1957年には41．7時間となり，その後労
働時間は短縮を続けていく。1960年代に入っ
てからのノルウェーの労働時間の短縮のテン
ポはかなりはっきりと数値の上にあらわれて
いる。1961年においてノルウェーの労働時間
は36．4時間であり当時の工業国はいうにおよ
ばず後進国と比較してもこれほど低い労働時
間を示す国はない。1964年に36．6時間という
数値に一時上昇するが，その後はかなり順調
な低下傾向を示し70年には33．1時間という
1960年の初めに比べて実に3時間に及ぶ労働
時間の短縮が生じているのである。もし1960
年と1970年を比べるならば，7時間近い労働
時間の短縮にわれわれは目をみはるであろ
う。これほど大幅な労働時間の短縮を実現し
た国は他にはない。
　いま世界の主要な工業国すなわちカナダ，
アメリカ，オーストリア，デンマーク，フィ
ンランド，フランス，西ドイツ，ノルウェー，
スイス，イギリスの10力国の平均的な労働時
間を1970年についてとってみるとほぼ週労働
時間が40時間となる。日本の労働時間は43．3
時間であるからほぼ3時間あまりの労働時間
がそれらの工業国に比べて多いということに
なっている。これはわれわれが通常予想する
よりは少ない感じがするがそれでもともかく
これらの工業国よりも長い労働時間が示され
ていることにはかわりがない。同じような数
値を1961年についてとってみると次のように
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なる。すなわちこれら10力国の1961年におけ
る平均労働時間は42．1時間である。デンマー
クについてはほぼ62年と大差がないものと前
提してその62年の数値を用いたが，ここでの
日本との差は約5時間である。日本の労働時
間がここでもなお過小評価されているかもし
れないという想定をとるとするならば，その
開きはさらに大きいということになるであろ
う。ただはっきりしていることはこれら工業
10力国と日本と比較した場合にその労働時間
の格差が過去10年間において短縮しており約
2分の1になっているということである。こ
の差の縮小過程がこの10年間にみられたとい
ってよいであろうが，こうした傾向は今後と
もつづいていくものとみてよいであろう。労
働時間の比較という問題は一見考えられるほ
ど単純なものではなく，われわれのこの結論
もはなはだラフな総計数字に依存していると
いわなければならないが，それぞれの国の労
働時間の測り方に相違があることを前提とす
るならば，ここで問題はまさに日本と工業10
力国との間の労働時間差が縮小してきたとい
う事実そのものであろう。もちろん労働時間
の推移それ自体がさきほど述べた理由によっ
て一応労働福祉の進展の一つの指標となるも
のであるが，これは同時にどれだけの賃金が
それに対して支払われてきたかということと
関連させなければ正確な評価は許されないで
あろう。
　この労働時間の表が示すもう一つの点は開
発途上国ないし国民総生産水準の低い国が必
ずしも労働時間が多いとはかぎらないという
ことである。個々の国の経済発展がどのよう
な段階にあるかによって労働時間の長さもま
た異なってくるであろうし，それぞれの国が
どのよケな気象条件にあるかもまたその決定
に重要な役割をもつであろう。また統計上の
問題もある。したがって開発途上国とみなさ
れている国々との直接的な比較は必ずしも有
意な結果をもたらさない。ある開発途上国は
日本よりもわずかな労働時間で生産を行なっ
ており，他の開発途上国は日本よりも長い労
働時間をもっている。それぞれの国の生産量
も必ずしもそうした労働働時間の相対的大小
関係と対応しているとはいいがたいようであ
る。したがって直接的な比較を開発途上国と
行なうとしてもそれはやはり賃金支払い額と
の関係をみなければならないことになるであ
ろう。労働時間が少なくても支払われる賃金
があまりにも低いならば，労働者のウェルフ
ェアの視点からみて必ずしもその状況が望ま
しいとはいえないからである。
　ここで賃金水準の変化に視点をうつし変え
てみよう。賃金の国際的な比較を行なうにあ
たって一番問題になる点は各国の賃金がそれ
ぞれ自国の通貨単位で表示されていること，
ま？為替レートが必ずしも終始固定されてい
るわけではないということである。さらにま
た各国の賃金はあるいは1時間あたりで表示
され，あるいは週賃金で表示され，あるいは
1カ月単位で表示されている。このように賃
金を表わす単位の相違，その為替レートに固
定性のないことなど，労働賃金の国際比較を
阻む要因は多い。したがって賃金そのものを
絶対的水準で比較することはかなり問題であ
るし，また事実上不可能に近いのである。こ
こでも労働時間の場合と同じようにある種の
概算的比較を行なわざるをえない。日本の場
合，労働賃金は月単位で支払われている。
1950年にはその平均賃金は9133円であった。
その労働賃金水準はいまからみればかなり低
い水準である。その後日本の労働賃金はかな
り急速に増大してきた。それから5年後の
1955年には1万6717円となりその翌年には
1万8348円となってその6年間の間に平均賃
金は2倍の高さになったのである。そのよう
なかなり急激な賃金上昇はその後も続き1960
年には2万2630円になった。これは1950年
水準に比して約2．48倍に達する水準である。
これほどの賃金の上昇を経験した国は日本を
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除くとフランス，あるいはプエルトリコがあ
るだけといってよいであろう。フランスの場
合，1950年には1時間当り1．81フランであ
ったが1955年には1．42フランに上昇し，1957
年には1．64フランとなってほぼ2倍の水準に
達している。その後増加のテンポをおとさず
1960年には2．09フランに達する。プエルト
リコの場合，これはドル単位，週給で示され
ているが，1950年には14．79ドルである。そ
れが1955年には20．33ドルとなる。1958年
29，41ドルとなってほぼ2倍の水準に達し，
1960年には33．56ドルとなっている。その増
加倍率は50年を基準にして約2．27倍である。
フランスの場合には2．58倍であった。したが
って，この間におけるもっ，とも高い賃金上昇
率を示したのはフランスであり，ついで日本，
プエルトリコということになる。
　問題の西ドイツであるが，1950年には週
59．91マルクであり，1955年には84．57マルク
に上昇する。1960年には119．43マルクに達
し，ほぼ2倍の水準になる。まさに10年間で
その労働賃金は2倍になったのである。統計
にあらわれたかぎりでのもっとも低い賃金上
昇率を示したのはスイスであり，アメリカで
ある。一般に想像されていたのとは異なるア
メリカの労働賃金の上昇はかなり低い方に属
している。1950年には58．68ドルの週給が支
払われているが1955年には75．70ドルにふえ
さらに1960年には89．72ドルとなっている。
1950年に対する1960年の倍率は1．53倍であ
る。フランスや日本に比してかなり低い増加
倍率であるというべきであろう。スイスの場
合には1950年に1時間あたり2．14スイス・フラ
ンであるが55年にはわずかな上昇を示し2．42
フランとなっている。これが1900年には2．85
フランにまで増加するのであるがしかし増加
倍率はきわめて小さい。1950年に対する1960
年の賃金はわずかに33パーセント程度の上昇
であり1．33倍にしかすぎない。この増加倍率
はおおよそフランスの2分の1程度である。
経済成長と労働福祉（渡部）
カナダの場合には1950年に43．82のカナダ・ド
ル週給が支払われているが，1960年にはそれ
が71．96ドルとなりわずかにアメリカの増加
倍率を上回る程度である。1950年に対する
1960年の賃金増加倍率はL64ドルである。フ
ィンランドの場合は1950年に1時間1．01マル
カであったが，1960年には2．13マルカと．なり
約2．11倍の増加である。ノルウェーは1950年
に2．67クローネであるが，これが1960年には
5．39クローネとなって約2倍である。もちろ
んこれは時間当り賃金である。イギリスは
1950年週給で127シリング4ペンスであるが
1955年には185シリング9ペンスとなり1960
年には226シリング3ペンスとなっている。
この増加倍率1．78倍であり特別に賃金上昇速
度が高いわけではない。ほぼ同じような賃金
上昇を示したのがニュージーランドであり，
1950年1時間当り0．46ドルであった賃金水準
は1960年には0．79ドルとなっているにのド
ルがアメリカ・ドルでないことはいうまでもない）。
その倍率は1．71倍である。1950年からの資料
がとれる国はほぼ先進工業国となっているの
で開発途上国における50年代における賃金上
昇に関する情報はここでは表示しがたい。
　つづいて60年代に入ってこの賃金の上昇の
程度はどのように変化してきたかをみよう。
1961年の日本では2万4786円の月当り平均賃
金が支払われている。1970年にはそれが7万
1447円となっている。1961年の賃金水準が2
倍に達したのは1968年でありその年の賃金水
準は5万2699円となる。1960年を基準にする
ならば2万2630円の賃金水準が2倍に達する
のは1967年である。その年の賃金水準は4万
5568円であり，当時所得の倍増が保守政治
勢力のスローガンとして示されたが，10年間
において倍増するという計画はそれが数年繰
り上がって実現されていることがわかる。し
かしさきの1950年代における賃金の上昇をみ
ればあきらかであるが，50年の賃金水準がほ
ぼ7年目に倍になっているところからしてこ
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の賃金増加のテンポは特に1960年代において
急激に高まったのではなく，1950年代の延長
線上にあることがわかるであろう。1960年を
基準にした場合，1970年の賃金は日本の場合
3．16倍となっている。1950年代に比して賃金
上昇率が高いが，この倍率をとくに高めたの
は60年代後半における賃金上昇とみてよいで
あろう。1970年における賃金水準は1965年の
賃金水準のほぼ2倍となっていることに注目
する必要がある。
　こうした日本の賃金水準の増大に対して他
の国はどうであっtか。60年代における賃金
の増加倍率ほど大きい倍率を示した国は外に
ない。1950年代にフランスは日本を上回る増
加倍率を示した。1960年代にはフランスの賃
金増加倍率はそれほど大きくはない。1961年
には時間当り賃金は2．25フランであるが，そ
れが2倍の水準に達するのは1970年において
であり文字通り10年間にほぼ2倍の水準に達
している。1960年を基準にした場合の1970年
の賃金水準は2．23倍となっている。1950年代
にかなり大幅な賃金増加を示したプエルトリ
コは1960年代にはその増加テンポをおとして
いる。1961年には週36．56ドルが支払われて
いるが66年には48．30ドルとなっており，
1970年には64．42ドルとなりほぼ2倍近い水
準に達した。正確には1．92倍である。アメリ
カのこの期間における賃金上昇率は依然とし
て工業国の中では一番低い方に属する。スイ
スは60年代にやや賃金上昇率が高まってい
。60年代にはアメリカの上昇率を上回るこ
とになるのでアメリカの賃金水準は60年代を
通し工業国の中でもっとも低い水準を示すこ
とになる。61年における92．34ドルという週
平均賃金は66年には112．34ドルとなり70年に
は133．73ドルに達している。1960年に対する
70年の賃金の増加倍率は1．49倍であり50年代
における賃金上昇率よりも60年代において賃
金上昇率の低下していることがわかる。スイ
スの場合，1961年は時間当り2．99スイス・フラ
ンであるが66年には4．33スイス・フランとな
り，70年には5．68フランとなる。60年に対す
る70年の増加率は1．99倍で約2倍とみてよい
であろう。カナダについては61年に74．45ド
ルの週給が支払われているが1970年には119．
69ドルとなっている。60年に対する70年の賃
金の増加倍率は1．66倍であるからほぼ50年代
と60年代を通し同一テンポで賃金が増加した
ことがわかるであろう。フィンランドの場合
には1961年には時間当り2．29マルカが支払わ
れているが，70年には5．06マルカとなりほぼ2
倍の水準に達している。60年に対する70年の
増加倍率はフィンランドの場合2．38倍であり
60年代における賃金上昇は50年に比してわず
かながら上昇していることがよみとれる。
　西ドイツの場合，賃金の上昇テンポはフィ
ンランドと同様に60年代に入ってわずかなが
ら上昇テンポを早める。61年における平均賃
金は週当り131．47マルクであるが66年には
193マルクとなり70年には261マルクとなって
いる。60年水準に対する70年の賃金の増加倍
率は2．19倍である。ノルウェーの場合，フィ
ンランド，西ドイツとほぼ似た増加を示して
おり61年において1時間当り5．73クローネ支
払われていたが，70年には12クローネが支払
われており，その70年における賃金水準に対
する増加倍率は2．23倍となり，同じく60年代
に入って賃金の上昇テンポがわずかながら上
昇したことがわかる。イギリスについてはや
はりわずかながら60年代に入って賃金の上昇
テンポが早まっている。1961年における週当
りの賃金水準は236シリング7ペンスである
が，66年には308シリング5ペンスとなり70年
には429シリング6ペンスとなっている。60
年に対する70年の増加倍率は1．9倍である。
50年代に比較し60年代に入って賃金水準の増
加テンポが下落した国はアメリカだけではな
い。フランス，ニユージーランドが同じよう
に賃金の上昇テンポを落としている。フラン
スの場合，61年には2．25フランであり70年に
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は4．66フランである。この時間当り賃金水準
の60年に対する70年の増加倍率は2．23倍であ
り，50年代に比較してかなり上昇テンポが落
ちていることがわかるであろう。同じように
ニュージーランドにおいてもそのような傾向
がみいだされる。60年代のはじめニュー一ジー
ランドは1時問当り0．81ドルが支払われてい
るが70年には1．28ドルとなっている。60年に
対する70年の賃金の増加倍率は1．62倍であり
60年代にはその増加テンポを落としているこ
とがわかるであろう。
　1950年代の半ば以降になると，多くの国々
が賃金に関するデータを発表するようになっ
ている。いくつかの国をひろってみるとたと
えばイスラエルであるが，イスラエルの場合
60年における賃金水準は1日当り10．2ポンド
となっている。65年にはそれが17．6ポンドと
なり70年には26．2ポンドとなる。60年水準に
対する70年の賃金水準の増加倍率は2．57倍で
ある。これは比較的高い倍率を示すものであ
り同様の倍率を示す国はデンマークだけとい
ってよいであろう。デンマークの場合，1960
年には1時間当り571オーレを支払っている
が65年には923オーレに上昇しさらに70年に
は1568オーレとなる。この増加倍率は一見し
て明らかなようにかなり高い。60年に対する
70年の増加倍率は2．75倍である。これはイス
ラエルとともに日本につぐ大きさである。オ
ーストリアの場合であるがオーストリアでは
1カ月当りの賃金支払い額は1960年において
2159シリングである。これが65年には3141シ
リングとなり70年には4662シリングとなって・
いる。1960年に対する1970年の賃金の増加倍
率は2．16倍である。
　ところで，1950年からはかった場合，1970年
の賃金増加倍率はいったいどのような値を示
していたのであろうか。まずもっとも高い増
加倍率を示したのは日本である。日本におけ
る賃金の増加倍率は1950年に対し1970年には
7．82倍となっている。これはかなり高い増加
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倍率でありこれに匹敵する賃金の増加を示し
た国は他にはない。もっとも近い増加倍率を
示した国はフランスであるがフランスの場合
でも50年に対する70年の賃金の増加倍率は
5．75倍であり日本よりはるかに低い増加倍率
となっている。5倍に達する賃金増加を示し
た国としては他にフィンランドがある。フィ
ンランドの場合にはそれが5．01倍となってい
るδ他の国々はそれを下回っており4倍台の
値を示した国はプエルトリコの4．36倍それと
同じ倍率を示した国が西ドイツで，西ドイツ
は4．36倍である。同じく4倍以上の国はノル
ウェーである。ノルウェーの場合その増加倍
率は4．49倍となっている。さらに3倍台の国
はイギリスでありイギリスの場合には50年の
賃金に対し70年の賃金は3．39倍となってい
る。2倍台の増加を示した国は残りの国々で
あるが，ニュー一ジランドが2．78倍となり，そ
れに次いでカナダが2．73倍となっている。ス
イスは2．65倍である。もっとも低い倍率を示
しているのはアメリカの2．28倍である。この
20年間を通してアメリカの賃金水準は相対的
に安定していたことがわかるであろう。これ
は一般の漠然としたイメージとはかなり違っ
たものであることがわかる。
　なお開発途上国の，2，3の国を取り上げる
がたとえばコロンビアの場合1959年の賃金水
準は1時間当り1．57ペソであるが69年にはそ
れが5．53ペソに上昇している。59年の賃金水
準がほぼ2倍に近い値を示すのは1964年であ
りこの年には3．29ペソ支払われている。1959
年に対する69年の賃金の増加倍率は3．52倍で
あり同じ時機における日本の賃金の増加倍率
を上回って．Oる。グアテマラの場合には60年
に1時間当り33．5センタボの賃金が支払われ
ているが70年には43．3センタボとなりその上
昇率はわずかに1．29倍である。フィリピンの
場合には1960年に1ヵ月当り131ペソ支払わ
れている。65年には158ペソとなり70年には
215ペソとなっている。この増加倍率は60年
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に対し1．64倍である。コロンビアを別とすれ
ばグアテマラもフィリピンもともに増加倍率
はとくに高いというわけではない。先進工業
国の平均的な倍率に比べるならばむしろ低い
というべきであろう。以上の概観をとおして
明僚な点は日本の賃金の上昇率は工業国をと
ってもまた開発途上国をとっても比較的高い
方に属していることである。ここにはブラジ
ルのデータがあげられていないがブラジルの
場合には強度のインフレーションのために賃
金水準の増加倍率はあまり意味をもたない。
　このことは賃金の単純なる増加倍率だけで
は事態の本当のところは読み取れないという
ことを示しているといえよう。各国における
インフレーションの進展速度によってデフレ
ートしなければ賃金の増加倍率の本当の意味
での実体は明確とはなしえないわけである。
しかしながら実質賃金を計算するということ
は現在の与えられたデータのもとではかなり
困難である。したがってある程度のところを
この賃金の増加倍率によって読みとらなけれ
ばならないであろう。第二にすべての国を通
じて賃金の低下した国はほとんどないという
ことである。これは賃金の下方硬直性という
現象を示すと同時に労働者の生活内容がほぼ
一定のレートで増加してきていることを示す
ものであろう。賃金の下方硬直性は市場のメ
カニズムをスムーズに進展させることを阻害
するとしばしばいわれているが，しかしそれ
はまた同時に労働福祉の視点からみる時には
別の評価を許すものである。もし賃金が絶え
ず市場状況に応じて大幅な変動を示すとする
ならば市場機構としてははなはだ望ましい方
向への動きであるかもしれないが，労働福祉
の視点からみるならば決して望ましいことと
はいえない。
　ここで便宜のために，各国の賃金の推移を
指数化して表示し，その推移を見やすくして
おこう。すでに述べたごとく，各国の賃金は
時間給から月給にいたるまでの多様な形で支
第4．1表週労働時間の国際比較 （単位：時間）
　　　　　　　　　1950　　1951　　1952　　1953　　1954　　　1955　　　1956　　　1957　　　1958　　　1959　　　1960
????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????…????????，?????．??????????????????????????????????????????
?」?﹇????????????????????????????????
』????」???????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????? ???????????????? ． ???????????????? ． ． ．??????????????????????????? ? ????????? ???????????????????????????
資料出所：International　Labor　Office，　Year　Book　of　Labor　Statisticsの該当年次による。
注）各国の発表はその単位期間がまちまちであるが，ここではすべて週間労働時間に統一するための操作
　をおこなった。そのため同一年次についての国際比較については誤差の存在に留意しなければならな
　い。
第4．2表週労働時間の推i移 （単位：時間）
?
19611962 1963 19645 19661967 1968 19691970
国　名
カ　　　ナ　　　ダ 40．6 40．7 40．841．0 41．1 40．840．3 40．3 40．039．7
コ　ロ　ン　ビ　ア 50 51 50 50 50 50 50 50 50 50
グ　ア　テ　マ　ラ 45．6 45．0 45．645．7 46．1 46．0 46．2 46．0 46．245．9
パ　　　ナ　　　マ 44．9 46．8 46．7 44．6 43．0 42．7 41．8 42．8 43．4一プエルトリコ 37．0 37．1 36．4 37．3 36．9 37．3 37．3 37．2 37．0 36．6ア　メ　　リ　カ 39．8 40．4 40．5 40．741．2 41．4 40．6 40．7 40．639．8
イ　ス　ラ　エ　ル 42．3 ．41．7 41．8 42．6 41．9 41．7 39．9 41．7 42．542．1
日　　　　　本 47．0 45．8 45．5 45．2 44．3 44．6 44．8 44．6 43．9 43．3
フ　ィ　リ　ピ　ン 44．6 44．9 43．6 43．445．6 46．7 46．742．1 42．0 一タ　　　　　　イ 50．6 47．8 47．45．7 45．7 466251．3 ｝ 47．8 一オーストリア 39．5 38．7 38．638．8 38．7 38．7 38．4 38．6 38．6 38．4デ　ン　マ　ー　ク ｝ 40．2 39．840．1 39．7 39．0 38．8 37．8 37．4 36．4ス　ペ　　イ　　ン 43．5 44．6 44．8 44．2 44．4 44．4 44．1 44．144．1 44．1
フ　ィ　ンランド 44．6 42．9 44．144．0 44．0 42．1 39．8 39．138．8 38．3
46．0 46．2 46．3 46．1 45．6 45．945．4 45．3 45．444．8
西　ド　イ　ツ 45．3 44．7 44．343．6 44．1 43．7 42．0 43．0 43．8 43．8
ノ　ル　ウ　ェ　ー 36．4 36．4 36．436．6 36．2 36．0 35．5 34．5 33．63．1
ス　　　イ　　　ス 45．8 45．6 45．545．4 44．9 44．844．7 44．644．7 44．7
イ　ギ　　リ　ス 43．2 42．8 43．2 43．1 42．4 41．5 41．742．0 41．8 41．3
ニユージーランド 40．2 40．2 40．540．7 40．7 40．6 40．2 40．2 40．5 40．4
o
資料出所：第4．1表に同じ。
注）第4．1表に同じ。
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第4．3表　賃金指数の国際比較
年
195019511952195319541955 19561957 1958 1959 1960
国　名
カ　　　ナ　　　ダ 55 66 67 71 72 75 78 82 84 8891
コ　ロ　ン　ビ　ア 23 25 34 38 42 54 63
グ　ア　テ　マ　ラ ? 72 73 81 85 85 8690 93 93
パ　　　ナ　　　マ 73 62 65 68 73 87
プエルトリコ 36 38 41 44 45 50 56 66 7278 82ア　メ　　リ　カ 59 64 67 71 71 76 79 8283 89 90
イ　ス　ラ　エ　ル 30 40 44 58 66 73 68 71 73
日　　　　　本 27 35 41 46 49 50 55 58 58 62 68
ブ　イ　リ　ピ　ン 72 77 80 82 80 84 89 87 89
タ　　　　　　イ
オーストリ．ア 55 54 57 61 64 67 71 75 82
デ　ン　マ　ー　ク 52 55 59 63 65 7Q 75
ス　ペ　　イ　　ン
フ　ィ　ンラン　ド 39 53 55 5657 60 6770 73 78 83
フ　　ラ　　ン　　ス 31 39 46 47 51 54 57 62 69 74 79
西　ド　イ　ツ 39 44 47 501 55 59 63 66 70’ 78
ノ　ル　ウ　ェ　ー 41 47 53 55 57 60 65 69 72 79 82
ス　　　イ　　　ス 62 64 66 67 68 70 73 73 7779 82
イ　ギ　　リ　ス 49 54 59 62 66 72 77 76 78 82 88
ニュージーランド 55 63 65 70 79 82 8387 89 89 94
資料出所：International　Labor　Office，　Year　Boole　of　Labonl　Statisticsの該当年次による。
注）1963＝1QOとした指数である。各国の賃金については，時間給から月給にいたる支払い方式の相違が
　　あり，また為替レートによる換算問題があるため，共通単位に換算して指数化すべきところを，原数
　　値のままで指数化した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
第4．4表賃金指数の国際比較
?
一
19611962 1963 1964 1965 19661967 19681969 1970
国　名
カ　　　ナ　　　ダ 94 97 100 104 109115 122 131 141 151
コ　ロ　ン　ビ　ア 63 72 100 114126 144 158 175 191
グ　ア　テ　マ　ラ 94 97 100 99103 107 111 114 120120
パ　　　ナ　　　マ 83 90 100 105 108112 117 122 123
プエルトリコ 89 96 100 108111 118 127141 149 157ア　メ　　リ　カ 93 97 100 103 108 112 115 123 130 134
イ　ス　ラ　エ　ル 79 88 100 110 126 146 153161 167 187
日　　　　　本 74 82 100 99 108122 137 158 185 214
ブ　イ　リ　ピ　ン 91 96 100 103107 116 122 123128 145
タ　　　　　　イ
??
88 100 107 107 94 98 一 113オーストリア 89 95 100110 119 134 144153 162 177デ　ン　マ　ー　ク 85 92 100 109 122137 149169 186 207
ス　　ペ　　イ　　ン 100 114 133 154177 191213 243
フ　ィ　ンラン　ド 89 94 100114 124 134 145162 177 196
フ　　ラ　　ン　　ス 85 92 100107 113 120 127 143 159 176
西　　ド　イ　ツ 86 94 100 106 119 126126 134 151 170
ノ　ル　ウ　ェ　ー 87 95 100 107 117 126137 148 163 182
ス　　　イ　　　ス 86 93 100 108 116 125 135 144 151 164
イ　ギ　　リ　ス 92 95 100107 116120 126 135 146 167
ニユージーランド 96 98 100 105 111 117 123 129 136
@　　し
152
資料出所：第4．3表に同じ。
注）1963＝100とした指数である。第4．3表に同じ。
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”払われており，また為替レートによる共通通
貨への換算による比較も事態を正当には伝え
ないと思われるので，各国の原数値をそのま
ま用いて指数化した第4．3表と第4．4表はそ
の結果である。この指数そのものの動きにつ
いての説明はとくに必要とは思われないの
で，省くことにしたい。
　　1）労働福祉水準の決定モデルにおけるその位
　　置づけについては，最後の節において，より
　　一層くわしく言及するであろう。
〔5〕　成長過程における
　　　労働生産性
5，1製造工業生産の推移
　さきに詳しくふれたように，経済の成長過
程においては生産可能領域が拡大し，そのと
きの市場条件及び技術進歩の状況に応じて，
その国の生産の拡大の方向が現実に規定され
てくる。その過程において同時に雇用の増大
も生じてくる。技術進歩がない限りは，いず
れはその国の労働生産性はある一定水準に落
着いていくということが先に示されたが，現
実に労働生産性は拡大して行く。それは，絶
えず新たな技術が生産過程に導入されるから
であり，そうした進歩がある限り，それへの
生産・産業構造の調整が進展し，絶えずその
国民経済全体の生産と雇用が増大を続けてい
くことになる。しかも労働生産性は，それに
応じて，これまた増加を続けるであろう。
　こうしたひとつの理論的なスキームの中
で，労働福祉の増大が生じてくるのであるが，
現実における労働生産性の動きは，さらに細
かい各種の与件の変動，あるいはその与件自
身が大きな経済の枠組の中では内省化された
ものとなるであろうが，その与件の変化に応
じて種々変動を遂げていく。経済のダイナミ
ックな成長過程は，その成長率の変化を引き
起こし，ひとつのサイクルを描く，というの
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が一般的な議論であるが，そうした側面をも
含めてそれぞれの国の労働生産性は年ごとに
変化を遂げていくであろう。そうして，この
労働生産性の変化は，また，その社会におけ
る分配率に影響を与えてくる。分配率にたい
する影響は，もちろん労働生産性とのあいだ
に最終的な直線的な関係を持つものではない
が，しかし；分配率と労働生産性はある種の
関連を持つであろう。そしてその分配率の変
化は，広い意味での労働福祉の問題と規定に
おいて，深くつながっているのである。
　労働生産性をどのようにして計っていくか
は，かなり問題のあるところである。生産性
を計る場合に，物的生産性を計るのがもっと
も望ましいことである。しかしながら，この
物的生産性を計るという作業は容易なことで
はない。一国の総生産量をある共通単位に換
算し，且つ国際的な比較を行なうということ
は，物的生産性を基準としては殆ど実行し難
いことである。特定の業種をとり，しかも，
かなりその中の細分化されたセクションにつ
いて行なうことは，資材が調うならばある程
度実現可能である。たとえば自動車産業であ
るとか，あるいは殆ど品質に変りのないある
鉱産物であるとかいう場合には，かなり明瞭
な物的生産性を計算することが可能である。
しかしながら，一国の総生産に関してそのよ
うな手続きを踏むことは事実上不可能に近
1）
い。したがってその方法としては付加価値生
産性をとるか，ある特定年次を基準にした実
質生産性をとるかの何れかになるであろう。
　そこでここでは国際的な比較を行なう都合
上，やむを得ず特定年次を基準にした指数に
よってそれを示すことにする。これまで賃金
や労働時間等について選んだ国を，そのまま
生産についても選んでみることにする。その
生産を，同じくその国の雇用指数によってデ
フレートしたものを，われわれは労働生産性
として定義しておくことにしよう。次の，第
5・1表は，製造工業部門における生産の動
経済成長と労働福祉（渡部）
第5．1表　製造工業生産の国際比較（1950年代）
年
? 195019511952 1953 19541955 1956 1957 1958 19591960
国　名
カ　　　ナ　　　ダ 62 64 66 66 72 79 77 76 81 83
コ　ロ　ン　ビ　ア 54 73 84
グ　ア　テ　マ　ラ 59 63 61 61 64 70 78 85 ，　86 87
パ　　　ナ　　　マ 27 42 50
プエルトリコ
ア　　メ　　リ　カ 66 69 74 69 77 79 80 75 85 87
イ　ス　ラ　エ　ル 44 43 48 43 48 52 59 、　66
日　　　　　本 20 21 27 29 31 38 46 46 57 70
フ　ィ　リ　ピ　ン 38 44 49 55 64 69 74 81 83
タ　　　　　　イ
オーストリア 49 49 48 57 6770 73 76 79 89デ　ン　マ・一　ク 60 58 58 65 66 66 71 71 79 87
ス　ペ　　イ　　ン 65 70
フ　ィン　ラン　ド 52 50 52 60 67 68 70 66 73 83
フ　　ラ　　ン　　ス 52 51 53 57 61 68 74 77 79 85
西　ド　イ　ヅ 40 42 46 52 61 66 70 72 77 87
ノ　ル　ウ　ェ　ー 58 57 61 66 71 75 77 ．76 81 86
ス　　　イ　　　ス 70 84
イ　ギ　　リ　ス 72 68 73 79 84 8485 83 87 95
ニユージーランド 52 52 55 60 64 64 69 73 76 82
資料出所：United　Nations，　Statistical　Yearbook該当年次による。
注）1963年を100とした指数である。基準年次のことなるものについては，接続させるたあ1963年ベース
　　に換算しなおして断る。
第5．　2表製造工業生産の国際比較ユ950年代（対前年比）
試・95・
???????????????????????????????????????
19511952
1．03
1。07
1。05
1．05
1．00
0．97
0．96
0．98
ユ．05
0．98
0．94
1．00
1953
1．03
0．97
1．07
1．29
1．16
0。98
1．00
1．04
1．04
1．10
1．07
1．07
1．06
1954
1．00
1．00
0．93
0．98
1．07
1．11
1．19
1．12
1．15
1．08
1．13
1．08
1．08
1．09
1955
1．09
1．05
1．12
1．12
1．07
1．12
1．18
1．02
1．12
1．07
1．17
1．08
1．06
1．07
1956
1．10
1．09
1．03
0．90
1．23
1．16
1．04
1．00
1．01
1．11
1．08
1．06
1．00
1．00
1957
0．97
1．　11
1．01
1．12
1．21
1．08
1．04
1．08
1．03
1．09
1．06
1．03
1．01
1．08
1958
0．99
1．09
0．94
1．08
1．00
1．07
1．04
1．00
0．94
1．04
1．03
0．99
0．98
1．06
1959
1．07
1．01
1．13
1．13
1．24
1．09
1．04
1．11
1．11
1．03
1．07
1．07
1．05
1．04
1960
1．02
1．01
1．02
1．12
1．23
1．02
1．13
1．10
1．14
1．08
1．13
1．06
1．09
1．08
資料出所：第5．1表に同じ。
注）小数第3位以下を4捨5入。
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きをこれまでと同じように選ばれた国々につ
いて示したものである。この，1950年代にお
ける生産の動きは，何れも1963年を100とし
た指数で示されている。したがって1951年に
おける数値のもっとも低い国が，成長率のも
っとも高かった国ということになるであろ
う。カナダから見てみると，カナダの場合，
1951年は62の値を示しているが，1960年には
83となっている。この10年間｝こおける倍率
は，1．34倍である。10年間に，1．34倍という倍
率は，必ずしも大きいとは言えない。次のグ
アテマラであるが，　1951年，59の値を示してい
るが，1960年には87，その倍率は1．48倍とな
っている。34パーセントにたいし，48パーセ
ントという値であるから，グアテマラの方が
製造工業生産における増加比率が高かったこ
とになる。言うまでもなく，もっとも成長率
の高かったのは日本である。1951年，20の数
値は1960年に70となっている。約3．5倍であ
る。パーセントで言えば，250パーセントと
いうことになるが，このような高い倍率を示
した国は，ほかにはない。かなり高い増加率
を示した西ドイツと言えども，1951年の41と
いう水準から，1960年に87という水準になっ
ているだけである。約2．18倍すなわち118パ
ーセントの増加率である。アメリカの場合に
は1951年の66から1960年の87に増大している
が，これは倍率にして1．32倍，ほぼカナダと
等しい値を示している。それと，ほぼ等しい
生産増加を示したのがイギリスである。1951
年，72の値を示した数値は，1960年には95と
なっておりその倍率は1．32倍，アメリカと等
しい増加率となっている。ほぼ似たような水
準にある国を挙げると，少し高いがデンマー
クがそうである。1951年における60の数値
は，1960年には87となっており，倍率は1．45
・倍である。ノルウェーでは，1951年における
58の数値が，1960年には86となっている。倍
率は1．48倍。フィンランドは，1951年に52の
値を示しているが，それは1960年には83とな
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っている。倍率は，やや上昇して1．6倍であ
る。ニュージーランドも，ほぼ似た水準であ
って1951年の52の値は，1960年には82となっ
ていて，その倍率は1．58倍である。フランス
の場合には少し高くて，1．63倍になるが，
1951年の値は52であり，1960年には85であ
る。、
　やや国によってその倍率は少しずつ異なっ
ているが，1．3から1．7倍ぐらいまでの間に
ほぼ散在しており，著しい増加を示したのは
日本と西ドイツだけであると言ってよいであ
ろう。もちろんここには開発途上国のすべて
が記載されているわけではないので，それら
の国の中にはそうした上昇率を示した国があ
るかもしれないが，それはあまり期待できな
いことである。
　次の第5．3表は，1960年代におけるこれら
の国の製造工業生産の増加の推移を示したも
のである。1960年代には，一様に生産の増加
率は高まっている。さきに水準の低かったカ
ナダであるが，60年代には1961年の86から
1970年の146へ増大し，その倍率は1．7倍とな
ってい’る。またグアテマラについて見てみる
と，1961年の91は1970年の130となっている。
倍率は1．43倍である。これも前に比べ，上昇
している。前に数値の得られなかったパナマ
について見ると，1961年の56から1970年の
176へと増大しており，その倍率は，3．14倍
であって，これは驚くべき数値である。これ
は50年代における日本の増加テンポにほぼ似
ているが，しかし60年代における日本の増加
テンポは，1961年の83から1970年の264まで，
やはりその倍率は3．18倍とかなり高い水準で
ある。日本の場合には，この高い倍率を50年
代，60年代と20年間継続させたことになる。
アメリカであるが，アメリカの場合には1961
年，88の数値が，1970年には139となってい
る。この倍率は1．58倍であり，50年代よりは・
60年代においてその増加テンポが高まってい
ることがわかる。西ドイツについて見てみる
経済成長と労働福祉（渡部）
第5．3表　製造工業生産の国際比較　（1960年代）
?
1961196219631964 1965 19667 19681969 1970
国　名
カ　　　ナ　　　ダ 86 93・ 100 110 11928 131 140 147146
コ　ロ　ン　ビ　ア 89 95 100 106 111 118 122 130 140 一グ　ア　テ　マ　ラ 91 88 100 104 11317 117114 126130
パ　　　ナ　　　マ 56 78 100 101 114 126137 156 162176
プエルトリコ
ア　　メ　　リ　カ 88 95 100 107 118130 132 139 146 139
イ　ス　ラ　エ　ル 77 88 100 113 124 126 122 158 184 一日　　　　　本 83 91 100 116 121 137 164 193 227 264
ブ　イ　リ　ピ　ン 89 94 100 108 111 121 125 137 142 一タ　　　　　　イ
rオーストリア 94 96 100 108 112 117118 127 142 154デ　ン　マ　ー　ク 91 99 100 112 120122 127 137 153157
ス　　ペ　　イ　　ン 80 90 100 112 128 149 157 170 194210
ブ　イ　ンラン　ド 91 91 100 107 115 120 125 132 148 161
フ　　ラ　　ン　　ス 90 95 100 107 108 116 119 125 158 170
西　ド　イ　ツ 92 96 100 109 115117 115 129 147 156
ノ　ル　ウ　ェ　ー 91 95 100 108 115 121 125 129 136 143
ス　　　イ　　　ス 90 95 100 106 108 113 114 123 137 147
イ　ギ　　リ　ス 96 96 100 109 112 114 114 121 126127
ニユージーランド 87 91 100 111125 133 141 140 144 157
資料出所：United　Nations，　Statistical　Yearbook．該当年次による。
注）第5．1表に同じ。
第5．4表製造工業生産の国際比較1960年代（対前年比）
年
196119621963 1964 1965 196619671968 19691970
国　名
カ　　　ナ　　　ダ 1．08 1．08 1．10 1．08 1．08 1．021．07 1．050．99
コ　ロ　ン　ビ　ア 1．07 1．05 1．06 1．05 1．06 1．031．07 1．08
グ　ア　テ　マ　ラ 0．97 1．14 1．04 1．09 1．04 1．00．97 1．11 1．03
パ　　　ナ　　　マ 1．39 1．28 1．01 1．131．11 1．091．14 1．04 1．09
プエルトリコ
ア　　メ　　リ　カ 1．08 1．051．07 1．10 1．10 1．011．05 1．05 0．95
イ　ス　ラ　エ　ル 1．14 1．141．13 1．101．02 0．97 1．30 1．16
日　　　　　本 1．10 1．101．16 1．04 1．13．20 1．18 1．18 1．16
ブ　イ　リ　ピ　ン 1．06 1．061．08 1．03 ，1．09 1．031．10 1．04
タ　　　　　　イ
オーストリア 1．02 1．04 1．08 1．041．04 1．011．08 1．12 1．08デ　ン　マ　ー　ク 1．09 1．01 1．12 1．071．02 1．04 1．081．12 1．03
ス　ペ　　イ　　ン 1．13 1．111．12 1．14 1．16．05 1．081．14 1．08
フ　ィ　ンラン　ド 1．00 1．10 1．07 1．07 1．041．04 1．06 1．12 1．09
フ　　ラ　　ン　　ス 1．06 1．05 1．07 1．01 1．071．03 1．05 1．26 1．08
西　ド　イ　ツ 1．04 1．04 1．09 1．061．02 0．98 1．12 1．141．06
ノ　ル　ウ　ェ　ー 1．04 1．05 1．08 1．06 1．05 1．031．03 1．05 1．05
・ス　　　イ　　　ス 1．06 1．05 1．06 1．02 1．05 1．01 1．081．11 1．07
イ　ギ　　リ　ス 1．00 1．04 1．09 1．03 1．021．00 1．06 1．04 1．01
ニュージーランド 1．05 1．10 1．11 1．13 1．06 1．06．99 1．03 1．09
資料出所：第5．4表に同じ。
注）小数第3位以下は4捨5入。
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と，西ドイツは1961年に92の値を示している
が，1970年には156となっている。この増加
倍率は1．7倍であり西ドイツの増加テンポは
60年代にはいって，他の先進工業国とほぼ等
しい水準にまで低下してきたことがわかるで
あろう。このことは西ドイツが工業生産にお
いて，ほぼ安定した状況に達したことを示し
ている。フランスは，61年，90であったもの
が，1970年には170となっている。この数値
は西ドイツを上回るものであり，60年代にお
いてフランスの製造工業は，1．89倍に増大し
たことがわかる。北欧諸国について見ると，
1961年，91を示したデンマークは，1971年に
は157となっている。この増加倍率は，1．73
倍である。同じくフィンランドであるが，フ
ィンランドは1961年，91の値を示していたが，
これは1970年には161となっており，その増
加倍率は1．77倍である。ほぼデンマークと似
たような増加テンポである。ノルウェーは，
1961年，91の値を示しているが，1971年には
143となっている。この増加倍率は1．57倍で
あり，デンマークやフィンランド1こやや劣る
が，ほぼ似た水準と言ってよいであろう。イ
ギリスは，同じこの期間に1．32倍の増加を示
しており，これは50年代におけるテンポとあ
まり変りがない。スイスは，その同じ期間に
1．63倍の増加を示している。ニュージーラン
ドは，同じく1．81倍であるから，フランスと
同じ程度の高い水準にあることがわかる。
　このように見てくると，それぞれの国の増
加倍率は一様に，平均的に見て高まっている
と言うことができる。ただ，日本だけが，そ
れらの中でパナマと共に，特別高い増加倍率
を示していることが目を引くのであるが，特
に日本の増加テンポの拡大は，日本における
ストックの相対的貧弱さと全く無関係ではな
い。つまり西ドイツは，すでに50年代におい
てほぼそうしたストックのはげしい蓄積過程
を終了したと言うことができるのである。も
ちろん，このストックの蓄積が十分であるか
58
否かを，何を基準にして判断するかは難しい
ところであるが，理論的に見て生産がかなり
高いテンポで増大しつつあるということは，
その国のストックがまだ速度をゆるめず蓄積
されていることの結果であり，また同時に，
その社会における生活水準が十分な高さに達
していないことの証拠と言うことができるで
あろう。
　ここであまりこの資本ストック問題に深入
りするわけにはいかない。もちろんこうした
ストックの蓄積は，基本的にはその社会の労
働福祉の問題と密接な関連を持つものであ
る。ストックの僅少性がその国の労働福祉状
況の相対的貧弱さと関係を持つものであるこ
とは，言うまでもないことだからである。フ
ローで詩った工業生産がいかに高くても，ス
トックが十分ない国の労働福祉は一般に低水
準にとどまるのが普通である。しかし，この
ストックの国際的な比較を行なうことは，か
なり絶望的であるので，われわれは依然とし
てフV一タームによって問題を分析ないし考
察せざるを得ないであろう。
5．2　雇用水準の推移
　さて，これらの生産の増加テンポが同時に
雇用の増加を伴うことは当然であるが，先に
述べたように，その国の経済成長過程での生
産能率の上昇がほぼ必然的に伴っているもの
と想定するならば，そして，それが労働福祉
の増大を伴っているものとするならば，生産
の推移と雇用の推移のあいだには，ある種の
ギャップが存在しなければならない。そこで
雇用の動きを考察してみることにしよう。次
の第5．5表は上記の国々について1950年代に
雇用がどのように推移したかを示したもので
ある。まず，カナダについて見るが，1951年
におけるカナダの雇用は93．2となっている。
この数値も，以下の数値も，すべて1963年を
100とした指数であることは言うまでもない。
この93．2は，1960年には．94．8となっており，
?
経済成長と労働福祉（渡部）
第5．5表雇用の国際比較（1950年代）
?
19511952 1953 1954 19551956195719581959 1960
国　名
カ　　　ナ　　　ダ 93．2 94．3 97．8 93．0 94．3100．2100．294．3 96．1 94．8
コ　ロ　ン　ビ　ア 一 一 ｝ ｝ 一 一 一 89．1 92．5 95．6グ　ア　テ　マ　ラ 一 98．3 95．1 92．191．3 95．2101．9 102．3104．7 104．8パ　　　ナ　　　マ 一 一 一 一 『 一 一 一 一 一プエノレトリコ 64．5 64．1 64．6 68．1 70．0 74．7 73．1 71．9 79．9 83．5
ア　メ　リ　カ 97．9 99．4104．8 97．3100．7102．8102．1 93．898．1 98．8
イ　ス　ラ　エ　ル 一 一 一 一 『 一 一 64 69 74日　　　　　本 54．2 55．2 54．9 56．57．6 65．171．8 76．3 77．6 84．2
フ　ィ　リ　ピ　ン 70．3 70．5 77．582．1 82．4 82．8 87．5 87．892．0 95．0
タ　　　　　　　イ 一 一 一 『 一 一 一 一 一 一オーストリア’ 84．6 80．8 78．1 82．4 88．9 93．3 95．0 95．1 94．7 97．7
デ　ン．マ　ー　ク 81．3 77．4 78．4 81．380．2 79．1 81．3 81．788．0 95．2
ス　ペ　　イ　　ン 一 一 一 一 一 一 一 一 一 『フ　ィ　ンラン　ド 一 一 一 『 一 一 一 85．1 87．7 95．5フ　　ラ　　ン　　ス 93．2 93．0 90．9 91．42 0 93．8 96．297．2 95．0 95．9
西　　ド　イ　ツ 68．7 70．5 72．9 76．882 6 88．1 91．8 99．3 90．4 94．8
ノ　ル　ウ　ェ　ー 92．7 91．5 91．8 93．85 9 96．4 96．7 93．7 93．6 96．4
ス　　　イ　　　ス 70．5 72．072．1 73．6 76．7 80．1 84．0 82．281．2 86．6
イ　ギ　　リ　ス 91．3 90．2 92．1．94．6 97．1 97．6 97．5 96．4 96．3 100．4
ニユージーランド 73．0 73．3 74．377．6 80．1 80．5 81．8 85．286．9 90．1
資料出所：United　Nations，　Statistical　Yearbook．該当年次による。
注）1963年を100とした指数である。基準年次のことなるものについては，1963年基準に接続した。
第5．6表　雇用の国際比較　1950年代（対前年比）
試・95・・952・953・954・955・956・957・958・・959196・
カ　　　ナ　　　ダ 1．01 1．040．95 1．01 1．06 1．00．94 1．02 0．99
コ　ロ　ン　ビ　ア 1．04 1．03
グ　ア　テ　マ　ラ 0．97 0．97 0．991．04 1．071．00 1．02 1．00
パ　　　ナ　　　マ
プエルトリコ 0．99 1．00 1．051．03 1．070．98 0．98 1．11 1．05
ア　　メ　　リ　カ 1．02 1．050．93 1．03 1．020．99 0．921．05 1．00
イ　ス　ラ　エ　ル 1．08 1．07
日　　　　　本 1．02 0．96 1．03 1．021．13 1．101．06 1．02 1．09
フ　ィ　リ　ピ　ン 1．00
?????
1．06 1．00 1．00 1．06 1．00 1．05 1．03
タ　　　　　　イ
オーストリア 0．96 0．97 1．06 1．08 1．051．02 1．00 1．00 1．03デ　ン　マ　ー　ク 0．95 1．01 1．04 0．990．99 1．03 1．001．08 1．08
ス　ペ　　イ　　ン
フ　ィ　ンラン　ド 1．03 1．09
フ　　ラ　　ン　　ス 0．99 0．98 1．01 1．01 1．02 1．03 1．080．91 1．03
西　　ド　イ　ツ 1．03 1．03 1．05 1．081．07 1．04 1．08 0．911．05
ノ　ル　ウ　ェ　ー 0．99 1．001．02 1．021．01 1．00 0．97 1．00 1．03
ス　　　イ　　　ス 1．02 1．00 1．021．04 1．04 1．050．98 0．991．07
イ　ギ　　リ　ス 0．99 1．02 1；03 1．03 1．01 1．00．99 1．00 1．04
ニユージーランド 1．00 1．01 1．04 1．03 1．001．02 1．04 1．021．04
資料出所：第5．5表に同じ。
注）小数第3位以下4捨5入。
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その倍率は1．02である。僅かに2パーセント
の雇用の増加ということになるであろう。グ
アテマラについては，生産指数はあるが雇用
指数は51年が得られないために52年から行な
うしかない。それでも52年の98．3は，60年に
104．8となっているので，その増加倍率は
1．07であり，その雇用の増加は7パーセント
となっている。したがって，カナダに比べる
とそのパーセンテージは3．5倍ということに
なるであろう。つまりグアテマラにおける雇
用の増加テンポは，生産の場合に比べかなり
高いということになるわけである。もちろん
これは相対的に見ただけであるが，このカナ
ダとグアテマラにおける相違は，ほぼ開発途
上国と先進工業国とに見られるひとつの特徴
的な相違と言ってよいだろう。
　アメリカの場合であるが，アメリカの場合
には雇用はほぼ横ばいに等しい。1951年にお
ける97．9という数値は，1960年には98．8，そ
の増加倍率は1、・01であり，事実上横ばいに等
しいことになる。つまりアメリカの場合に
は，50年代における生産の拡大は，ほとんど
雇用の増加なしに実現されたということにな
るわけである。
　日本の場合であるが，日本では1951年に
54．2の値を示しているが，それが1960年には
84．2となっている。増加倍率は，1．55倍であ
り，これは他のいかなる国よりも高い増加倍
率である。しかし，この雇用の高い増加倍率
は，生産のさらに高い増加倍率を考えると，
けっして高いものではない。この点について
は，さらに後程労働生産性の増加の場合に，
より一一re明瞭になるであろう。
　日本と同じように高い生産増加を示しtc　50
年代における西ドイツは，1951年には，68．7
であったが1960年には94．8となっており，そ
の増加倍率は1．38倍である。日本には及ぼな
いが，かなり高い増加率であると言ってよい
であろう。
　これとほぽ似たような増加倍率を示した国
60
が四力国ある。ひとつはプエルトリコとフィ
リ．ピンであり，もうひとつは，やや数値は劣
るがスイスとニュ・一一ジーランドである。プエ
ルトリコの場合には1951年に64．5の値を示し
ていたが，それが1960年には，83．5となりそ
の増加倍率は1．30倍である。まtaフィリピン
の場合には，1951年に70．3であったが，それ
が60年には95．0となり，その増加倍率は1．35
倍である。スイスの場合には，1951年，70．5
の値が示されているが，60年には86．6となり
その増加倍率は1．23倍となり，またニュージ
ーランドは，1951年に73．0であったが，1960
年には90．1であってその増加倍率は1．23とな
って，スイスとほぼ同じ水準になっている。
　これらを除くと，他の国々はそれ程大幅な
増加は示していない。フランスの場合には，
1951年に93．2であったものが，1960年には
95．9となっており，その増加倍率は1．03であ
るから，3パーセントの雇用増加ということ
になる。また北欧の国々をとってみると，た
とえばデンマークは1951年に81．3であった
が，1960年には，95．2となり，その増加倍率
は1．17倍である。ノルウェーの場合には1951
年に92．7であったものが，1960年には，96．4
となり，その増加倍率は1．04倍であるから僅
かに4パーセントの雇用増加ということにな
る。イギリスの場合には，1951年に91．3であ
ったものが，1960年には100．4となり，増加
倍率は1．1Q，言い換えると10パーセントの増
加がこの10年間に見られたということにな
る。
　このように見てくると，製造工業生産の場
合とはことなり，雇用の推移にはかなりの国
際的な格差が存在していることがわかる。製
造工業の場合には，割合と1950年代における
増加倍率が似たような水準，つまり1．3Gから
1．70のあいだに散在しており，西ドイツと日
本だけが言わば例外的存在と見なされたわけ
であるが，雇用の場合には殆どその増加を示
さないアメリカやカナダのような国がある一
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方，日本や西ドイツのように大きく増加した
国，あるいはそれとほぼ似たような増加を示
したいくつかの国があり，そのあいだに他の
国々の増加倍率が散在している。したがっ
て，この雇用の増加倍率のぱらつきは，50年
代における各国の労働生産性の変化状況をか
なり明瞭に特徴づけることになるわけであ
る。
　次の第5．7表は，1960年代における上記の
国々の雇用の推移を示したものである。60年
代は，先にも述べたように多くの国々におけ
る生産の増加倍率の拡大が見られた年代であ
るが，雇用の場合にもやはり比較的増加テン
ポが大きくなっているようである。カナダの
場合には1961年に94．3であったものが，1970
年には115．7となっており，その増加倍率は
1．23である。23パーセントの増加であるか
ら，60年代における増加テンポと50年代の増
加テンポとのあいだには著しい格差があると
いうことができるであろう。もちろんカナダ
の場合にも60年代にはその増加倍率がほぼ2
倍近くになっている。つまり50年代における
34パーセントの増加率が，60年代には70パー
セントになっている。その点を考慮しなけれ
ばならないが，それにしても雇用における増
加倍率は著しく大ぎい。
　年ごとの変化を見なければならないので，
本来は始めの年と終りの年を比べるだけで
は，たまたまその時における景気状況，失業
状況等がそこに反映してしまうことになる　．
が，この点については，労働生産性の変化を
辿るときにその実状がわかるであろう。さ
て，グアテマラであるが，グアテマラの場合
にはほぼその雇用の増加倍率は60年代と50年
代を通じて等しくなっている。すなわち61年
の，106．2という値は，1970年には114．3とな
っていて，その増加倍率は1．08である。その
間における生産の増加倍率がほぼ等しかった
ことを想定するならば，この値は極めて安定
した値を示しているものと言えよう。プエル
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トリコは，1961年に88．2，パナマの場合には
1961年に88．3とほぼ同じような指数となって
いるが，1970年には140．1というプエルトリ
コの値を見ると，その増加倍率は1．59倍であ
り，かなり高い。しかしパナマは，1969年に
すでに165．8となっているから，この年代に
おける増加倍率はかなり高くなっていると考
えなければならない。今，かりに165．8とい
う1969年の値を基準にしてみると，その増加
倍率は1．88倍である。1970年には，さらに増
えているであろうから，その増加倍率は1．9
を越えていると見てよいであろう。これはパ
ナマにおける，著しい生産面における増加と
対応するものと見てよい。但し，50年代にお
けるパナマの値が無いために，その雇用面に
おける変化を辿ることはできない。
　アメリカであるが，アメリカの場合1961年
には96．1の値を示しており，1970年には114．0
となっている。増加倍率は1．19倍であって，
50年代に横ばいであったものが，60年代には
19パーセントの増加となっているから事情は
カナダと似ていると言ってよいであろう。も
ちろんアメリカの場合にも70年代には生産の
増加テンポは拡大している。カナダとアメリ
カが，景気及び失業状況においてほぼ類似し
た波を示していることが，この点からうかが
えるであろう。
　日本は，1961年にその雇用指数が90．4とな
っている。1970年には120．3であるからその
増加倍率は1．33倍である。増加倍率について
見るならば，むしろ70年代には低下している
ことになる。これは，他の国々と若干異なっ
ていると言えよう。これは60年代における生
産の増加倍率の低下と対応すると言ってもよ
いかもしれない。フィリピンの場合には，
1961年に96．5という値を示しているが，1970
年には109．2であり，その増加倍率は1．13で
ある。60年代におけるフィリピンの生産の増
加倍率は1．60であった。これは50年代におけ
る生産の増加倍率が2．18であったことを想起
第5．7表　雇用の国際比較（1960年代）
年 1
19611962 1963 19645 196619671968 19691970
国　名
カ　　　ナ　　　ダ 94．3 97．8100．0 104．7 110．5 116．4　　　置P16．0115．1 118．1115．7
コ　ロ　ン　ビ　ア 97．2 99．9100．0100．6100．5 102．0101．5101．8 105．3 ●　・　■
グ　ア　テ　マ　ラ 106．2102．7100．0104．1104．5104．2104．9108．6 108．8114．3
パ　　　ナ　　　マ 88．3 99．9100．0112．5117．8130．7142．7 155．4165．8 9　●　・
プエルトリコ 88．2 96．8100．0 106．0 114．3 122．2128．4138．5142．5 140．1
ア　　メ　　リ　カ 96．1 99．2100．0 101．6106．3113．1114．4116．4 118．7 114．0
イ　ス　ラ　エ　ル 83 92 100 105 106 10499 113 125 …
日　　　　　本 90．4 96．0100．0102．7104．8 106．9111．1 114．6 117．4120．3
フ　ィ　リ　ピ　ン 96．5 97．9100．0101．6104．7 103．5104．9 107．7109．2 109．2
タ　　　　　　　イ 一 一 一 一 一 一 一 一 『 一オーストリア 100．3 101．4100．0 99．8100．099．5 96．2 94．697．5 100．6デ　ン　マ　ー　ク 97．9100．4100．0101．8 103．7 102．0102．6102．2106．7 109．7
ス　ペ　　イ　　ン 89．8 94．5100．0105．1113．6120．1117．9116．5 120．21 5．3
フ　ィ　ンラン　ド 99．8101．7100．0 100．5101．4 102．5102．1 101．8106．6 ，　．　．
フ　　ラ　　ン　　ス 96．8 98．2100．0 100．99 ．4 99．5 98．3 96．1 97．9 99．6
西　・ド　イ　ツ 97．3100．0100．0100．0 102．3 102．397 98．4 102．5 106．7
ノ　ル　ウ　ェ　ー 98．8 100．01 0．0 101．2103．0104．8106．1105．5 106．7110．1
ス　　　イ　　　ス 93．2 98．3100．0100．799．2 97．296．1 95．3 95．1 94．6
イ　ギ　　リ　ス 102．5101．6100．0 101．5102．8 103．199．9 98．9 100．3100．2
ニユージーランド 94．0 96．2100．0 104．8109．4113．6 113．9111．7 117．3122．6
資料出所：United　Nations，
注）第5．5表に同じ。
Statistical　Yearboole．
第5．8表　雇用の国際比較　1960年代（対前年比）
年
196119621963 1964 19656 19671968 1969 1970
国　名
カ　　　ナ　　　ダ 1．04 1．02 1．05 1．061．05 1．00 0．99 1．03 0．98
コ　ロ　ン　ビ　ア 1．03 1．00 1．011．00 1．01 1．00 1．001．03
グ　ア　テ　マ　ラ 0．97 0．97 1．04 1．00 1．00 1．01 1．041．00 1．05
パ　　　ナ　　　マ 1．13 1．00 1．13 1．051．11 1．091．09 1．07
プエルトリコ 1．10 1．03 1．061．08 1．07 1．05 1．081．03 0．98ア　メ　リ　カ 1．03 1．Ol 1．02 1．05 1．06 1．Ol 1．02 1．020．96
イ　ス　ラ　エ　ル 1．11 1．09 1．051．01 0．98 0．95 1．14 1．11
日　　　　　本 1．06 1．04 1．03 1．021．02 1．04 1．031．02 1．02
ブ　イ　リ　ピ　ン 1．01 1．02 1．02 1．03．99 1．01 1．03 1．01 1．00
タ　　　　　　イ 4
オーストリア 1．01 0．99 1．00 1．00 1．00 0．97 0．981：03 1．03デ　ン　マ　ー　ク 1．03 1．00 1．02 1．02 0．98 1．01 1．001．04 1．03
ス　　ペ　　イ　　ン 1．05 1．06 1．05 1．08 1．06 0．98 0．991．03 1．04
フ　ィ　ンランド 1．02 0．98 1．01 1．01 1．01 1．00 1．00 1．05
フ　　ラ　　ン　　ス 1．01 1．02 1．01 0．99 1．00 0．99 0．981．02 1．02
西　　ド　イ　ツ 1．03 1．00 1．00 1．02 1．00 0．951．01 1．04 1．04
ノ　ル　ウ　ェ　ー 1．01 1．oo 1．01 1．02 1．021．01 1．001．01 1．03
ス　　　イ　　　ス 1．05 1．02 1．01 0．99 0．98 0．990．99 1．00 0．99
イ　ギ　　リ　ス 0．99 0．98 1．06 1．01 1．00 0．97 0．99 1．01 1．00
ニユージーランド 1．02 1．04 1．05 1．04 1．04 1．00 ．98 1．05 1．05
資料出所：第5．7表に同じ。
注）小数第3位以下は4捨5入。
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すると，かなりの低下と見なければならない。
それに呼応するように，雇用面における増加
倍率も50年代の1．35から1．13へと低下してい
るわけである。
　北欧諸国について見ると，デンマークは，
1961年に97．9であったものが，1970年には
109．7となっておりその増加倍率は1．12であ
る。フィンランドの場合には，70年代の数値
が得られないが，1961年における99．8が1969
年には106．6となっており，その増加倍率は
1．07倍，つまり7パーセントの雇用増加であ
る。ノルウェーの場合には，1961年に98．8で
あったものが，1970年には110．1となってい
る。その増加倍率は1．11倍であり，11パーセ
ントの増加である。やはり雇用は一般に上昇
している。これは生産面における上昇とほぼ
対応していることがわかる。続いてイギリス
であるが，イギリスは1961年に102．5の数値
を示していたものが，1970年には100．2とな
っている。』 揄ﾁ倍率は0．98，つまり2パーセ
ントのむしろ雇用の低下である。この間にお
けるイギリスの生産は，1950年代，1960年代
を通じて1．32という値であるから，60年代
は，むしろ雇用の減少を伴いながら生産が32
パーセント増大したということになるのであ
ろう。これも，70年におけるイギリスの景気
状況，失業状況とも関連があるので，やはり
生産性の評価に当っては，年ごとの変化を見
てみなければならない国のひとつである。
　西ドイツは，1961年に97．3であったが，70
年には106．7となっている。その増加倍率は
1．10であり，10パーセントの雇用の増大であ
る。50年代には西ドイツは38パーセントの雇
用の増加があるから，増加テンポはかなり鈍
ったわけであるが，これはやはり生産面にお
ける増加テンポの低下と相呼応するものと言
うことができる。フランスの場合には，1961
年には96．8であり，1970年には99．6であるか
ら，その増加倍率は1．03であって，僅かに3
パーセントの雇用増大である。これも50年代
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と全く同じ増加倍率であり，生産面では，む
しろ60年代に生産が拡大していることになる
からフランスの場合にも，このふたつの年代
の最初と終りを取る限りは，生産性の拡大が
かなり進行したと言うことになる。これもや
はり対応する年次を，それぞれ個別に検討し
なければならないであろう。スイスは1961年
に93．2という値を示しているが，70年には
94．6となり，その増加倍率は1．02倍である。
僅か2パーセントの増加であった。ニュージ
ーランドの場合には，1961年に94．0であり，
1970年には122．6となる。その増加倍率は
1．30であるから，かなり大幅な雇用の増加が
あったわけである。しかしニュージランドは
50年代にも23パーセントという増加倍率を示
していたのであり，生産面における増加倍率
が，50年代から60年代へとかなり高まってい
ることとこれは対応しているであろう。
　オーストラリアであるが，1961年に100．3
という値を示していたが，1970年には，100．6
となり，殆ど横ばいである。50年代において
オーストラリアが1．16倍であったから，50年
代からと比較して60年代には雇用があまり伸
びなかったということになるであろう。しか
しながら，生産面ではオーストラリアの場合
には1951年に49，1960年には89であるから，
1．82という倍率が示されており，70年には
1961年の94から1970年の154に増大してい
て，その増加倍率は1．64である。したがっ
て，生産の増加率について見る限り，50年代
から60年代にやや低下していても，それ自体
かなり高い水準であって，オーストリアにお
ける60年代の雇用の伸び率が殆どゼロに等し
かったということは，この間におけるこの国
の生産性の拡大を証拠づけるものと言ってよ
いであろう。
5．3　労働生産性の推移
雇用の動きについてはほぼ以上のとおりで
ある。それぞれ，労働生産性の推移について
断片的な変化の方向を予想させる資料である
が，われわれは，ここからさらに労働生産性
の推移を見ていかなければならない。
　ここでの数値は第5．1表および第5．3表に
おける製造工業の生産指数を第5．5表および
第5．7表における対応する年次における雇用
指数をもって割ったものである。いずれの指
数も1963年を100とした指数で示されている
ために，われわれはこのような直接的な指数
の比をとることによって労働生産性の推移を
1963年を基準としてみていくことができるわ
けである。その意味でこの労働生産性指数は
国際的なクロスセクションによる比較を不可
能にしているものであるが，われわれにとっ
て現在の状況では，これらの国々について労
働生産性のプロセクション的な比較を行ない
うるような資料をもつことが不可能に近いこ
とはさきにふれたとおりである。したがって
われわれは同一基準年次を用いた指数の比を
とることによって，それぞれの国における労
働生産性の動きを共通時点にひきなおして比
較することができる，ということで満足しな
ければならない。以下の第5．9表における数
値も第5．11表における数値もすべてそれぞれ
対応する国の対応する年次の生産指数と雇用
指数の比をとったものである。くどいようで
あるが，1951年のそれぞれ各国の労働生産性
の数値は国際比較を可能にするような数値で
はないことを明記したおかなければならな
い。しかし，タイム・シリーズによって1950
年代における生産性の上昇のテンポと1960年
代における上昇のテンポを国際的に比較ずる
ことは可能である。さて，第5．9表が示すご
とく，カナダの1951年における労働生産性
は67であり，それはほぼ波を描きながら1960
年の88に達している。このカナダの労働生産
性の1950年代における増加倍率は1．31とな
る。次いでグアテマラであるがグアテマラ
における労働生産性の推移はつぎのとおり
である。1952年には64の値を示しているが，
64
この薗の生産性はそのまま横ばいを続ける。
1953年64，しかし1954年になると，それは66，
さらに増加を続けて1955年，56年，57年，58
年と一気に上昇していく。そして1960年には
再び83となる。したがって結局この年代にお
ける労働生産性の増加は30パーセントという
ことになるであろう。これはカナダとほぼ等
しい水準である。生産はカナダに比ベグアテ
マラが上昇テンポが高かったことを想起する
ならば，結局グアテマラはカナダと同じよう
な労働生産性の上昇率を伴いながら，生産を
カナダよりも大きく拡大しtということにな
るのであろう。ついではアメリカとなるが，
アメリカの場合，1951年に労働生産性の指数
は67を示す。労働生産性の推移に関するかぎ
り，アメリカの場合には停滞した時期が一時
的にあるだけであって，以後常に上昇してい
ること｝こ注意する必要がある。1960年には88
となる。1951年と1960年の数値は，カナダと
まったく同じであり，この間における労働生
産性の上昇倍率は，1．31であるから，結局31
パーセントの増加ということになるであろ
う。
　これに対し日本の場合，労働生産性はかな
り低い水準から出発する。1951年における日
本の労働生産性指数は37である。その後50年
代を通して，日本の労働生産性は一貫して上
昇を続けていく。そして60年には大幅上昇を
示し83になり，1951年と1960年を比較する時，
その増加倍率は2．24倍という大幅なものとな
る。50年代における日本の生産は，著しい増
加を示し，雇用もかなり増加しているが，し
かしそれ以上に労働生産性が著しく拡大した
ことがこの数値によって示されている。西ド
イツの場合であるが，西ドイツは生産面にお
いてかなり大幅な上昇を示したが，労働生産
性の点からみるかぎり，日本ほど大幅な上昇
は示していない。もちろん，北米に比べれば
高い水準であり，他のヨーロッパ諸国に比べ
ても高いことはいうまでもない。1951年にお
経済成長と労働福祉（渡部）
第5．9表　労働生産性の推移（1950年代）
，??
???＝????【????????
??
84??????????????
??
81
W2
W3??????????????
??
???????＝
??
??＝??????＝?
??
???＝?｝? ?＝
??
???????「? ＝?? ﹇?
??
???＝?? ? ? ?
??
???＝ ? ＝
??
?【＝﹇ ??＝??＝
???????
????????????????????????????????㌧????????????????????????
資料出所：United　Nations，　Statistical　Yearbook該当年次による。
注）1963年を100とした指数である。ここでの労働生産性は製造工業生産指数を同じ製造工業の雇用指数
　　によって除したものである。したがって，付加価値生産とはことなっている。ここで計算された労働
　　生産性と他の資料における労働生産性との関係については本文をみられたい。
第一5．10表　労働生産性の推移　1950年代（対前年比）
年
19511952 1953195419551956195719581959 1960
国　名
カ　　　ナ　　　ダ 1．01 0．99 1．06 1．07 1．04 0．97 1．05 1．04 1．05
コ　ロ　ン　ビ　ア
グ　ア　テ　マ　ラ 1．00 1．03 1．061．06 1．041．08 1．oo 1．01
パ　　　ナ　　　マ
プエルトリコア　メ　リ　カ 1．03 1．031．00 1．07 1．01 1．011．03 1．09 1．01
イ　ス　ラ　エ　ル 1．06 1．03
日　　　　　本 1．03 1．29 1．041．06 1．07 1．10 0．94 1．22 1．14
フ　ィ　リ　ピ　ン 1．06 1．05 1．12 1．15 1．03 1．06 1．05 0．99
タ　　　　　　イ、
オーストリア 1．05 1．00 1．13 1．09 1．001．03 1．04 1．04 1．10デ　ン　マ　ー　ク 1．01 0．99 1．08 1．03 1．01 1．051．00 1．03 1．01
ス　　ペ　　イ　　ン
フ　ィ　ンランド 1．06 1．05
フ　　ラ　　ン　　ス 0．98 1．05 1．07 1．06 1．09 1．071．03 1．05 1．07
西　　ド　イ　ツ 1．03 1．051．08 1．09 1．011．01 0．96 1．16 1．08
ノ　ル　ウ　ェ　ー 0．98 1．06 1．06 1．06 1．05 1．03 1．011．07 1．02
ス　　　イ　　　ス
イ　ギ　　リ　ス 0．95 1．051．06 1．04 0．99 1．01 0．99 1．05 1．06
ニユージーランド 1．00 1．04 1．04 1．04 1．00 1．05 1．02 1．01 1．05
資料出所：第5．9表に同じ。
注）小数第3位以下は4捨5入。
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ける労働生産性指数は58であるが，その後着
実な生産性の上昇がそこに見い出される。
1958年には世界的不況の中で日本とともに生
産性の低下がみられるが，これは，生産の活
動状況が必ずしもかんばしくないにもかかわ
らず，雇用がそれに対応した変化を示さなか
ったということの結果である。実物的な，な
いし技術的な意味での労働生産性を測る場合
には，こうした景気の動向による影響がみら
れないわけであるが，技術的な労働生産性で
はない実質労働生産性を指標にとるかぎり
は，このような景気の影響を捨象してしまう
ことはできないであろう。技術的な物的な労
働生産性の測定が，こうした国際比較の場合
にほぼ絶望的な状況にあることはさきにふれ
たとおりである。結果として，この50年代に
おける労働生産性の増加倍率は，1．59となる
が，この値はかなり高いとみなければならな
い。
　意外なことであるが，フランスは西ドイツ
とこの労働生産性の推移に関してみるなら
ば，あまり大差がない。すなわち，1951年に
おける数値は56であるが，以後ほぼ一本調子
にその生産性水準を高めている。1960年には
それは89まで高められる。この50年代におけ
るフランスの増加倍率は1．59となり，西ドイ
ツとまったく同じである。たしかに生産水準
だけをみていると，西ドイツはかなりの倍率
で増加をしたわけであるが，雇用水準もまた
増大した結果，労働生産性に関するかぎりは
フランスとまったく同じテンポの増加を示し
たということになる。
　これに対しイギリスは，1951年に79であっ
て，その後この国の生産性の推移は上昇と下
降を繰り返しながら変化していく。結果とし
てはフランスや西ドイツには及ばない。かな
り低い水準の生産性上昇がそこに見出され
る。すなわち1960年には95に達したことによ
って，1951年と1960年のあいだの増加倍率
は，1．20となる。10年間に20パーセントの生
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産性の上昇が見られたが，フランスと西ドイ
ツの59パーセントに比すれば，かなり低いと
言わなければならない。
　これと類似した水準にあるのがデンマーク
やニュージーランド等である。デンマークは
1951年に74，1960年に91となり結局この10年
間における増加倍率は1．23である。すなわち
23パーセントの増加ということである。ニュ
ージーランドの場合には，1951年に71。1960
年には91。この10年間における増加倍率は
1．28である。イギリスよりも僅かに多いとい
うことであろう。生産性の推移に関するデー
タとしては，先進工業国の資料がもっともよ
く調うことになるのであるが，1．30を境にし
てふたつのグループに分かれるようである。
カナダ，アメリカ，デンマーク，イギリス，
ニュージーランドといった国々と，日本，オ
ーストリア，フランス，西ドイツ，ノルウェ
ーといった国々のふたつのグループである。
　それでは1960年代はどうであろうか。次の
第5．11表が，それを示している。60年代には
いると生産性の推移に関する数値の得られる
国がかなり増加してくる。60年代にはいる
と，全般的に生産性の増加テンポは高まって
くるのがわかる。それは生産の面についても
見られたのであるが，生産性についても，ほ
ぼ同じような傾向が見出される。まずカナダ
をとりあげてみると，1961年におけるカナダ
の生産性の指数は91．2であるが，その後その
数値は低下することなく上昇し，1970年には
いるとその数値は126．2となる。この60年代
における増加倍率は1．38であり，50年代に比
して60年代における生産性の増加倍率は高ま
る。
　先に先進工業国のみをとりあげてみるが，
アメリカの場合，やはり1961年における生産
性の指数はカナダとほぼ同じであって91．6で
ある。以後の増加テンポはやはりカナダとほ
ぼ類似し，増加の波を画きながら，1971年に
は121．9となる。その10年間における1961年
経済成長と労働福祉（渡部）
第5．11表　労働生産性の推移（1960年代）
年 1961196219631964 1965 1966719681969 1970
国　名
カ　　　ナ　　　ダ 91．2 95．1100．0105．1107．7110．0112．9121．6 124．6 126．2
コ　ロ　ン　ビ　ア 91．6 95．1 100．0105．4110．4115．7120．2127．7 133．0 一グ　ア　テ　マ　ラ 85．7 85．7100．0 99．9 108．11 2．3111．5105．0 116．7 113．7
パ　　　ナ　　　マ 63．4 78．1100．089．8 91．796．4 96．0 100．4197．7 一プエルトリコ 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一ア　　メ　　リ　カ 91．6 95．8 100．0 105．3111．0114．9115．4119．4 123．0 121．9
イ　ス　ラ　エ　ル 92．8 95．7100．0107．6114．2 121．2 123．2 139．8147．2 一日　　　　　本 91．8 94．8100．0113．0115．5 128．2147．6168．4 193．4219．5
フ　ィ　リ　ピ　ン 92．2 96．0 100．0106．3 106．7115．6 119．2 127．2130．0 一タ　　　　　　　イ 一 一 一 一 一 嘱 一 ｝ 一 一オーストリアf　ン　マ　ー　ク 93．7X3．0 95．0P01．1100．0P00．0108．3P10．0112．0P15．7117．6P19．6122．7P23．8134．7P34．1 145．6P43．4
153．ユ
P43．1
ス　ペ　　イ　　ン 89．0 95．2 100．01 6．5112．6124．0133．1145．9161．3 167．5
，ブ　イ　ンラ　ン　ド 91．1 94．5工σ0．0 106．4 113．4117．0122．4129．6138．8 一フ　　ラ　　ン　　ス 92．9 96．7100．0 106．01 8．6116．5 121．0 130．0161．3 170．6
西　　ド　ィ　ッ 94．5 96．0 100．01 9．0112．4工14．3 118．1131．0 143．4 146．2
ノ　ル　ウ　ェ　ー 92．1 95．0100．0106．7111．6115．4117．8122．2 127．4 129．4
ス　　　イ　　　ス 96．5 96．61bO。0105．2 108．8ユ16．2 ユ18．6ユ29．0 144．0ユ55．3
イ　ギ　　リ　ス 93．8 94．4100．0107．3108．9110．5 114．1’122．3 125．6 126．7
ニユージーランド 92．5 94・ 100．0105．9114．2@　　　　1117．0 123．7@　　　　1126．2 122．7 128．0
資料出所：United　Nations，
注）第5．9表に同じ。
Statistical　Yearboole該当年次による。
第5．12表　労働生産性の推移　1960年代（対前年比）
?
19611962 19631964196519661967 19681969 1970
国　名
カ　　　ナ　　　ダ 1．04 1．051．05 1．02 1．02 1．031．08 1．021．01
コ　ロ　ン　ビ　ア 1．04 1．051．05 1．051．05 ユ．04 1．06 1．04グ　ア　テ　マ　ラ 1．00 1．171．00 1．081．04 0．99 0．94 1．11 0．97
パ　　　ナ　　　マ
vエルトリコ
ユ．23 1．28 0．90 1．02 ユ．05 1．00 1．05 0．97
ア　　メ　　リ　カ 1．05 1．04 1．05 1．051．04 1．001．03 1．03 ’0．99
イ　ス　ラ　エ　ル 1．03 1．041．08 1．06 1．06 1．021．13 1．05
日　　　　　本 1．03 1．051．13 1．02 1．11 1．151．14 1．151．13
フ　ィ　リ　ピ　ン 1．04 1．041．06 1．001．08 1．03．1．07 1．02
タ　　　　　　　イ
オーストリアf　ン　マ　ー　ク 1．01P．09 1．05O．99 1．08P．10 1．03P．05 1．05P．03 1．04P．03 1．10P．08 1．08P．07 1．05P．00
ス　　ペ　　イ　　ン　　　　　　　　ー 1．07 1．051．07 1．06 1．10 1．07 1．10 1．11 1．04
フ　ィ　ンフン　ド 1．04 1．061．06 1．07 1．03 1．05 1．06 1．07
フ　　ラ　　ン　　ス
ｼ　　ド　イ　ッ
1．04
P．02
1．03
P．04
1．06
P．09
1．02
P．03
1．07
P．02
1．04
P．03
1．07
P．11
1．24
P．09
1．06
P．02
ノ　ル　ウ　ェ　ー 1．03 1．05 1．07 1．051．03 1．021．04 1．04 1．02ス　　　イ　　　ス
C　ギ　　リ　ス
jユージーランド
1．00
P．01
P．02
1．04
P．06
P．06
1．05
P．07
P．06
1．03
P．01
P．08
1．07
P．01
P．02
1．02
P．03
P．06
1．09
?D07
P．02
1．12
P．03
O．97
　　1．08
@　1．01
@　1．04
資料出所：第5．11表に同じ。
注）小数第3位以下は4捨5入。
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と1970年のあいだの増加倍率は，1．33であり
50年代よりも僅かながら増大しているわけで
ある。続いて日本であるが，日本の場合その
増加倍率はむしろ増大していく。50年代に比
し60年代の労働生産性の上昇が，日本の場合
むしろ大幅に高まっているという点は，注目
する必要があるであろう。1961年の数値は
91．8，翌年94．8となり，1963年100から以降
低下することなく上昇を続け，そして70年に
は219．5となるのである。その間における増
加倍率は実に2．39であり，50年代における
2．24をかなり上回るものとなっている。
　その間において日本に次いで大きな増加テ
ンポを示した国がフランスである。フランス
はスペインと共にこの60年代に生産性の大幅
な増大を見た国であるが，フランスの場合61
年92．9，スペインの場合には89．0であるが，
翌年にはそれぞれ，96．7，95．2となる。スペ
インの場合にはかなり大幅な増大と見てよい
であろう。65年にはスペインはかなり大きく
増えて112．6，それに対しフランスは108．6と
なっている。1967年にはいるとスペインは
133．1となり，フランスは121．0となり，やや
両国のあいだに大きな相違がでてくる。1970・
年にはスペイン167．5，フランス170．6とな
る。その結果この10年間におけるスペインの
増加倍率は1．88，フランスは1．84となり，ほ
ぼ似たような水準になっている。これに対し
西ドイツの場合であるが，西ドイツの場合に
は1961年54．5，62年96．0となり，それ以後ほ
ぽ直線的な増加を示すことになる。1970年
146．2となり，1961年にたいする増加倍率は
1．55であるが，これは必ずしも高いとは言え
ない。スイスは西ドイツとあまり差がない状
況であるが，1961年96．5から62年の96．6を経
て，以後緩やかな上昇を示している。1970年
155．3となっているので，この間における増
加倍率は1．61となる。
　北欧のデンマーク，フィンランド，ノルゥ
ェー凾ﾍ，やはりドイツやスイスと大差のな
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い伸びを示している。デンマークは1961年に
93．0であるが，その後，波を画きながら，1970
年には143．1に達する。この間における増加
倍率は，1．54である。フィンランドは，1961
年91．1から出発し，増加テンポを変えながら，
1969年133．8と達し，そのテンポはかなり高
い。1970年のデータはないが，もしそれがあ
るならば，おそらくデンマークと似たような
水準に達しているであろう。69年までの期間
をとった増加倍率は1．47倍である。ノルウェ
ーは，1961年72．1，62年には95．0とかなり増
加のテンポは大きく，そのままの勢いで以後
増加を続けていく。その間における増加倍率
は1．41であって，この三国の中ではもっとも
増加倍率が低い国である。　　　　　　　，
　しかしながらノルウェーよりもさらに低い
増加テンポを示した国がある。それはイギリ
スとニュージーランドである。イギリスの場
合には1961年に93．8であって，その後の増加
テンポはゆるく，1970年にはようやく126．ブ
となっている。この間における増加倍率は
1．35であって，ここに掲げた先進工業国の中
ではその上昇のテンポがもっとも低い国とな
る。ニュー一ジーランドの場合には1961年92，5
であるが，やはり，あまりその増加テンポは
大きくなく，1970年には上昇して128．0の水
準に達する。この間における増加倍率は1．38
倍である。ニュージーランドの方がやや増加
倍率が高いとはいえ，殆ど同じと言ってよい
であろう。
　1961年における景気状況，1970年における
景気状況に応じて，この増加倍率はやや景気
の影響を受けているわけであるが，しかしな
がら，おおよその状況はこの増加倍率によっ
て示されていると見てよいと思う。もちろん
これまで挙げてきた労働生産性の推移につい
ては，各国間の横の比較はできないわけであ
るから，たとえ増加倍率が低いと言っても，
もともと生産水準が高いところから出発して
いる場合と低いところから出発している場合
経済成長と労働福祉（渡部）
とでは，異ならざるを得ない。その点開発途
上国における増加倍率が比較的高いのは，当
然としなければならないであろう。コロンビ
アにういて見ると，1961年には91．　6，1962年
には95．1となり，そのへんのテンポはカナダ
と同じである。1964年には105．4，1965年に
は110．4，1966年には115．7となってやはり比
較的大幅な増加のテンボである。1969年には
133．0となっている。70年のデータは得られ
ないが，それを得られなくてもこの間におけ
る増加倍率は1．45倍であるから，もし1970年，
同じテンポで増大したとすればその増率は
1．5を越えるであろう。同じ事情はパナマに
ついても見られるgパナマの場合には1961年
に63．4という低い水準から出発する。かなり
はげしい変動をくりかえしながら，1969年に
は97．7になる。70年の数値は得られないが，
この間における増加倍率は出発点の水準がか
なり低かったために，増加倍率が1．54になっ
ている。イスラエルは開発途上国とは言えな
いわけであるが，この国の場合にも増加倍率
は大きくなっている。すなわち1961年の92．8
から出発し，以後この国は低下を経験するこ
となく上昇を続け，1969年には147．2に達す
る。1970年の数値は得られないが，この間に
　　ノおける増加倍率は1．59であり70年がもしこれ
までのテンポで増大するとすれば，増加倍率
は1．7位の水準に達するであろう。フィリピ
ンについては，やはり増加倍率は高い。1961
年には92．2であり，ここから出発して以後や
はり下落を経験することなく60年代を終わっ
ている。1969年には130．0に達している。こ
の聞の増加倍率は1．41であるが，1970年にお
いてもそれまでと同じテンポで増大していっ
たと想定されるから，それを考慮にいれると
1．5位の水準に達するはずである。
　このように開発途上国は思ったよりも生産
性の増加が明瞭に見られるわけであるが，こ
れは出発点の水準が低いことがひとつの理由
と考えられる。だがそれでも先進工業国の多
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くが，かなりのテンポで生産性を上昇させて
いるので，その点を考慮すると，しかもまた
開発途上国に比較して先進工業国はかなり高
い生産性水準から出発していると考えられる
ので，この程度の生産性上昇のテンポでは，
おそらく開発途上国と先進工業国とのあいだ
の格差は殆ど縮まっていないと見てよいであ
ろう。
　いま1963年以降をとってみると，その指数
が150と175のあいだにあるのは，フランス，
スペイン，スイス，オーストリアの四力国で
ある。これを生産性上昇の高い国，すなわち
高位国と名づけることにしよう。この高位国
に属する国よりは，125から150のあいだには
いる国の方がはるかに多い。フィンランド，
ノルウェー，イスラエル，デンマーク，コP
ンビア，三ユ　一一ジーランド，西ドイツ，フィ
リピン，アメリカ，イギリス，カナダ，この
11力国がこの範囲にはいる。これを生産性上
昇の中位国と呼ぶことにしよう。100から125
までの範囲にはいる国はあまり多くはない，
と言うよりは，殆どないのである。グラフの
上ではグアテマラが一国あるだけであって，
他はすべて125よりも上位にある。これを労
働生産性上昇の低位国と呼ぶ。さらに75から
100以下の国にはパナマが一国あるだけであ
るが，もちろんよりたくさんの国々をとれば
これらの分類の中にはさらに数が増えてくる
であろうが，しかしおそらくこれは，一般的
な傾向をほぼ示しているものと言ってよいで
あろう。
’いま述べた高位，中位，低位の各分類はあく
まで，生産性の上昇テンポにかかわるもので
あり，先に述べたように，生産性の上昇のテン
ポの相違が国ごとにそれぞれそれが示された
ということである。国際的な比較が可能なの
は，このテンポの問題だけである。したがっ
て生産性そのものの格差を説明することはか
なり難しい。たとえば，フランスとドイツの
場合，生産性上昇のテンポはむしろフランス
の方が高いかもしれないが，もし労働生産性
水準そのものを比較するならば，西ドイツの
方が高いであろうし，アメリカはさらに各国
を凌いでやはり高位水準となるであろう。
　1）この労働の物的生産性についての計測は個々
　　の産業のいくつかについてなされたものはあ
　　っても，全部の産業分類や全産業についてな
　　されたものはない。また事実不可能に近いと
　　いうのが現状であろう。個別の特定産業につ
　　いて，日本とアメリカの対比をおこなったす
　　ぐれた計測としては，たとえば，行沢〔19〕が
　　菊る。
〔6〕　労働分配率の推移と
労働福祉
6．1労働分配率と経済成長
　ここで労働福祉に重要な関係をもつ労働分
配率に考察の眼を向けることにしよう。労働
分配率はその国の生産総量のなかでどれだけ
が労働者に配分されているかということを示
す指標である。一般には経済成長過程におい
てはこの労働分配率は経済成長率と密接な関
　　　　　　　　　　1）連があると言われている。一国の国民総生産
は単純なモデルでは，利潤と賃金に分配され，
そのほかに地代，利子などがあるが，いまわ
れわれはそれを無視したモデルを構成し，成
長率と分配率の関係を考察してみよう。Wを
賃金受けとり額，Pを利潤総額とすれば，わ
れわれは次の（6・1）式を得るであろう。
　　　　Y＝W十P　　　　　　（6・1）
　一国の投資はその貯蓄額に等しいが，その
貯蓄額はそれぞれの所得から供給される。し、
かし労働者の受けとる賃金からの貯蓄比率
と，利潤からの貯蓄比率は等しくはない。い
ま労働者の貯蓄比率をSw，利潤からの貯蓄
比率をSpとし，投資を1とお，くならば，次
の（6・2）式が得られる。
　　　　Sw・W十Sp・P＝1　　　（6・2）
この式は（5・1）を用いて次のように書き換
えることができる。
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　　　　Sw・W十Sp（Y－W）＝1　（6・3）
この（6・3）を書き換えると次の（6・4）式
が得られる。
　　￥一，。≡鋳・9y－、器（…）
　この式は国民総生産の中に占める賃金支払
額の比を表わすものであり，言い換えると分
配率を示す。もちろん労働の分配率である。
この分配率を1から差し引くと利潤の分配率
が得られることは（6・1）式から明らかであ
る。
　ところで，賃金からの貯蓄比率，つまり労
働者の貯蓄係数は，利潤からの貯蓄係数より
も小さいと見なければならない。したがって
次の（6・5）式が成立することになる。
　　　　Sw－Spく0　　　　　　　　　　　（6・5）
この（6・5）式を考慮すると，（6・4）の右
辺の第一項の係数はマイナスであり，第二
項の係数はプラスとなる。なお，vは資本係
数であり，9Yは国民総生産の増加率，すなわ
ち経済成長率である。この（6・4）は経済成
長率と労働の分配率とのあいだの関係を示す
式であることがわかる。係数の符号を考慮す
ると経済成長率が高まれば高まる程，労働の
分配率が低下することを示している。もちろ
んζこには両者のあいだの因果関係が示され
ているわけではない。これは労働の分配率と
経済成長率とのあいだには，反対方向に動く
一定の関係が存在することを示しているので
ある。もちろん現実の経済成長率は，単にこ
の（6・4）式の制約の中でのみ動くわけでは
ない。労働の投入量とその可能量，生産技術
等によって制約を受けるであろう。その範囲
内においてのみこの（6・4）の関係が満たさ
れる必要がある。それ以外の労働の分配率と
経済成長率の組み合せは，その制約条件の外
に出てしまうので現実には起こり得ないもの
　　　　　　2）となるであろう。
　さて現実の経済成長の過程において，労働
の分配率が高まった場合に，あるいはそれが
経済成長と労働福祉（渡部）
減少した場合に，経済成長率がどのような影
響が受けるかということは重要であるのは，
労働福祉の拡大過程が同時にグローバルで見
た場合の労働の分配率の拡大につながってい
くものであるからである。一般的に労働の分
配率が高まるならば経済成長率は低下すると
言われているが，この点も正確に確認してお
く必要があるであろう。上の（6・4）にその
種の因果的な関連を全く示していない以上，
われわれはもう少し立ち入った視点からこの
点を分析し，労働分配率と経済成長率，そし
で労働生産性とのあいだの関連を明確にして
おく必要がある。まずわれわれは，先述のモ
デルの場合と同様に，もっとも一般的な形の
微分可能な生産関係を想定しなければならな
3）
い。この想定された生産関数は，次の（6・6）
式で示される。
　　　　Y＝T・F（K，L）　　　　　（6・6）
ここでYは国民総生産を示すことは言うまで
もないが，Tは技術進歩のインデックスであ
る。諸起点においてそのTは1に等しい。
　賃金支払い総額は，平均賃金と投入された
労働量の積に等しいので，Wはその賃金単位
と労働量の積に等しくなる。また利潤Pは資
本の存在量にレンタルを掛けたものに等し
い。　（6・1）から明らかなように，国民総生
産Yは労働者の受けとり部分と利潤とに分け
られる。いま，利潤の国民総生産に対する比
率，すなわち利潤の分配率をaで表わすとす
るならば，賃金受け取り総額は次の（6・7）
式によって示すことができる。
　　　　W＝w・L＝（1－a）Y　　（6・7）
ここでwは，平均賃金単位である。同じよう
にしてわれわれは利潤Pを次の（6・8）式に
よって示すことができる。
　　　　P＝r・K＝a・Y　　　　　（6・8）
ここでrは，レンタルを示す。
　ここで（6・6）の生産関数は，一次同次の
生産関数であると想定しよう。これは通常採
用される想定である。それは，資本量と労働
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量を倍にするならば，生産量が2倍になると
いう単純な想定を示すにしかすぎない。その
前提のもとで，われわれは利潤の分配率aは
一定であると考えることができる。もし生産
関数の性質が変わるならば，われわれは分配
率は変化するものとみなければならないであ
ろう。分配率が変化する場合については後ほ
ど触れることにする。
　すでにさきに述べたように（6・2）式と同
様にわれわれは，この社会における貯蓄量S
を示さなければならない。　（6・2）式の場合
と同じようにそれぞれの所得の中から貯蓄さ
れる部分の比を，Sw，　Spで示すならば，こ
の社会の貯蓄Sは次の（6・9）式によって示
される。
　　　　S＝Sw・w・L十Sp・r・K　　　（6・9）
投資1は貯蓄Sに等しくなければならないの
で，それは同時に1にひとしい。この（6・
9）の右辺を書き変えると（6・10）式の右辺
のようになる。
　　　・＝〔Sp＋・w≒a〕・K　（・…）
これは（6・7）式および（6・8）式を用いる
ならば，容易に導き出すことができるであ
ろう。資本量Kの増加率すなわち成長率を9K
で示すならば，それは投資と資本量との比に
よ・て示され・・すなわち・・は養に乳い・
したがってわれわれは次の（6・11）式を得を
ことになる。
　　　9K＝〔・・＋・・≒a〕・（・…）
この（6・11）式は資本設備の成長率が貯蓄係’
数と分配率とレンタル（＝利子率）の関数で
あることを示している。国民総生産の増加は
二つのルートを通じて実現される。一つは技
術の変化すなわちTの増大である。もう一つ
は生産関数そのものの変化である。同じ国民
総生産の増加は二つのルートを通じて実現さ
れることは次の（6・2）式によって示される
であろう。
　　　　dY　＝F・dT十T・dF　　（6・12）
現実の国民総生産の増加はその二つの効果の
和によって表わされているわけである。とこ
ろで生産関数Fの変化は，次の（6・13）式に
よって示される。
　　　　dF＝FKdK十FL・dL　　　（6・13）
ここで，FKおよびFLはそれぞれ次のよう
に定義されている。　FK＝αF／αK，　FL＝αF／
αL。
　FKおよびFLは，それぞれレンタル及び賃
金単位に等しいから，それらを考慮して（6・
12）式を書き換えると，次の（6・14）式が得
られる。
　　・Y＝票・T・F＋（・K・肇＋w・・喜）
　　　　　．　　　　　　　　（6・14）
ここで右辺におけるTの増加率は，言うまで
もなく技術進歩率であり，Lの増加率は労働
入口の増加率に等しく，Kの増加率は言うま
でもなく資本量Kの成長率である。したがっ
てわれわれはそれらを次のように書き換える
ことができる。
　　　dT／T＝2，　dL／L＝ns　dK／K＝gK
これらの定義式を用い，また（6・7）式およ
び（6・8）式を考慮することによって，われ
われは（6・14）から経済成長率を導き出すこ
とができる。経済成長率を9Yで示すなら
ば，それは（6・15）式のようになるであろう。
　　9Y＝：2十a。9K十（1－a）n　　　　　（6・15）
ところで労働生産性および労働の資本装備率
は，すでに述べkように（6・16）式および
（6・17）式によって示される。
　　　　9y＝9Y－n　　　　　　　　　　　（6・16）
　　　　9k＝9K－n　　　　　　　　　　（6。17）
すなわちこの（6・16）式および（6・17）式を
（6・15）式に代入することによって，われわ
れは労働生産性と資本装備率とのあいだの関
係を，その増加率によって示すことができる
であろう。次の（6・18）式がそれである。
　　　　9y＝え十agk　　　　　　　　　　（6・18）
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これは労働生産性の上昇率が資本装備率の増
大率と一定の比率を保っていることを示して
いる。
　さて，経済の成長率に戻るが，（6・15）式
において資本の成長率9kは，すでに（6・11）
式によって示されているからそれを代入する
と次の（6・19）式のようになるであろう。
　　9y－・＋・・〔S・＋・・≒a］＋（・一・）・
　　　　　　　　　　　　　　　（6・19）
　ところで，経済における国民総生産と資本
設備が，ともに等しい率で成長するという，
いわゆる黄金経路のもとでは，当然（6・11）
式と（6・19）式は等しくなければならない。
いまこのふたつの成長率が等しく，それはg＊
に等しいものとするならば，次の（6・20）式
が成立することになる。
　　　　9y＝9K＝g＊　　　　　　　　　　（6。20）
こういう状況のもとでの利子率は，ある特定
の値を示すものでありそれは次の（6・21）式
によって示すようなものである。
　　　　　λ＋（1－a）n　　　　　　　　　　　　　　　（6・21）　r＊：＝　　　　　　　H
われわれは黄金経路に該当する利子率をr＊で
示しておいた。ここでHは次の（6・22）式に
よって示されるものである。
　　H＝（・一・）〔Sp＋・・≒aユ（・・22）
このr＊を（6・19）に代入することによって，
われわれはそれに対応する経済成長率を求め
ることができる。それは次の（6・23）式によ
って表わされている。
　　9Y＊＝λ十（1－a）n十（SF－Sw）r＊a
　　　十r＊Sw＞0　　　　　　　　　　　（6・23）
また，この黄金経路における経済成長率を別
な形で示すこともできるであろう。（6・18）式
と（6・20）式を用いることによって次の（6
・24）式が得られる。
　　　　・￥ニ、i。＋・〉・，（・・24）
　われわれはこの（6・24）式を用いて分配率
経済成長と労働福祉（渡部）
が変化した場合における経済成長率の動きを
見ることができる。もちろんこの場合の経済
成長率は，黄金経路上における経済成長率で
あることは言うまでもない。
　黄金成長経路上にあるとき生産設備の完全
利用と労働力の完全雇用が維持されているこ
とはすでに述べたが，こうした状態にあると
きの経済成長率は，技術進歩率と労働分配率
と労働人口増加率に依存する。したがって，
このいずれが動いても，経済成長率は変化す
る。もし技術進歩がなければ2＝Oとなり
　　　　　　　　＊　　　　　　　9Y＝n
となるであろう。これはすでに〔2〕において
言及した黄金成長率と対応するものである。
　ここで関心事は労働分配率と成長率との関
係である。この（6・24）式は技術進歩率と労
働人口増加率が一定であるとき，労働分配率
の上昇はこの黄金経路の経済の成長速度と一
義的な関係をもつ。高い労働分配率と低い経．
済成長率・低い労働分配率と高い経済成長率
という対応関係がそこにある。もし労働分配
率が上昇するならば，したがって，資本への
利潤分配率が高まるならば，この経済成長率
は低下するであろう。その関係は次のように
示すことができる。
　　　　　＊薯＝2／（・一・）・〉・（・・25）
　上の（6・24）式においてnを除去したと
き，それはまた黄金経路上における経済成長
率に対応する労働生産性の増加率であること
は言うまでもない。これもまた利潤増加率の
増大とともに増加する。それは重要なことを
意味している。労働生産性の上昇と労働分配
率の上昇との間には一つのトレード・オフの
関係が成りたっていることが示されるからで
ある。それは一般的に
　　　　φ（g’y，　1－a）＝0　　　　　　　　（6・26）
で示されるよう，グラフに画くと，それは第
6・1図のようになる。φ1曲線は技術進歩率が
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たとえばλ1に等しいときにえられるもので
ある。もしλ・からλ2に上昇するならば，こ
のトレード・オフ関係を示すφ1曲線はφ2曲
線の位置へ移動する。いまφ1曲線がその経
済社会のもっているトレード・オフであると
する。その線上のα点とβ点の選択はその社
会の構成員の選好に依存することにならざる
をえない。経済成長率の高いことを欲するな
らばα点がえらばれるであろうし，もし労働
分配率の高いことを求めるならばβ点がえら
ばれるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　1一α　　　　　　　　　　　　φ1
　　　　　　　　第6・1図
　技術の進歩率が上昇したとき，もしα点ゑ
らα’β点への移行が生じるならば，経済成長
率は一定のままで労働分配率が増大すること
になるであろう。逆にもしα点からα”点へ
移行するとすれば，その社会は労働分配率の
上昇よりは経済成長率の増大を選んだことに
なる。
　ところで，現実において，こうした「黄金
成長経路」を規定する成長率が実現される基
本的メカニズムが存在するのか。その経済社
会において，一定の貯蓄率があたえられてお
り，また技術は一定の進歩率をもって進歩し，
一定の増加率のもとで労働人口が増加してい
るとき，これまで述べたような経済成長率
（それはまた資本蓄積率にも等しい値となってい
る）を実現させるような作用が経済社会のメ
カニズムのなかにあるか，が問題である。結
論的にいえば，レンタルの変動がうまく作用
するならば，それは当然に存在するというこ
とになる。黄金経路への収束がレンタルrを
パラメー一ター一として生じることを想起するな
らば容易に頷けるであろう。すなわち経済の
成長率が資本の成長率を上回るようなことが
あるならば，その社会は相対的な「資本不足」
状態へと移行していく。資本の限界生産力は
たかまり，しだいにレンタルの増大が生じる
であろう。これは資本蓄積への刺激をもたら
すことになる。（6・11）から容易に示される
ごとく，資本蓄積の速度9Kは上昇していく
であろう。また（6・19）式からレンタルの増
加は同じように経済成長率の増大を引き起こ
すが，しかしながら常に分配率aがそこに存
在するためにレンタルの変化に対応する経済
成長率の変化の大きさは資本の成長率の変化
の大きさよりは小さくなる。したがってレン
タルの上昇過程においては常に資本の成長率
が経済成長率を上回ることになり，やがてこ
のふたつの成長率は等しくなる。同じメカニ
ズムは経済の成長率よりも資本の成長率が高
い場合にも作用する。そのときには資本の相
対的過剰が生じる。そのような場合における
レンタルの下落は，必然的にこのふたつの成
長率を下落させるが，資本の成長率の下落の
方が経済成長率の低下よりも大幅であり，し
たがってやがてふたつの成長率は等しくな
る。そのような位置にレンタルが定まり，そ
こで黄金経路が成立することになるであろ
う。（6・21）のレンタルr＊は，そうした状
況におけるレンタルの大きさを示しているわ
けである。先に（6・4）式において経済成長
率の高さと労働分配率の関連が逆の方向に向
いていることを示し，また（6・24）式および
（6・26）式では，それと同じような事態を別
の形で表現した。
　ところで，　（6・1）式において利潤分配率
が上昇し，労働分配率が減少して行くならば，
資本の成長率は低下するかに見える。しかし
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ながらその低下は必ずしも起こらない。なぜ
ならそれはレンタルrが一定に留まることが
あり得ないからである。もし，そのような分
配率の変化によって，資本の成長率が低下し，
逆に経済の成長率が高まるようなことがある
ならば，そこに生じたギャップを埋めるよう
にレンタルrが変化するであろう。それがど
のようなメカニズムで変化するかは先に述べ
た通りである。こうして長期的な経済成長過
程においては資本も国民総生産も同一率で成
長を続ける。もし，分配率に変化があるなら
ば，そうした同一率で成長を続ける均衡経路
は，賃金分配率の減少によって上方に引き上
げられ，その増大によって下方に引ぎ下げら
れることになる。以上考察したところから経
済成長率，資本蓄積率，労働分配率，生産性
上昇率のあいだの相互関連が明らかになった
わけである。
6．2　労働牙配率の推移
　それでは，労働の分配率は現実にはどのよ
うな変化を遂げてきたのであろうか。われわ
れはこの労働の分配率の具体的な推移を見る
に当っては，かなり統計上の諸問題を処理し
なければならない。特に製造工業に中心を置
いて，その労働の分配率を見るということは，’
実際問題としてかなり多くの困難が伴う。わ
れわれは労働分配率についてもっとも簡単な
指標をとりあげることにしたい。厳密にやろ
うとするならば，われわれは原材料費や減価
償却率やその他労働時間等と，かなり詳しい
検討を必要とするわけであるが，おおよその
労働分配率の動きを知ることが，ここでの目
的であって労働の分配率そのものの詳しい分
析を行なうことが目的ではないので，そうし
た便宜的な方法によることにする。
　すでにわれわれは生産水準の推移について
の考察を行なって来ている。また雇用との関
連で見た労働生産性の推移についても考察を
してきた。この結果を利用するためにわれわ
経済成長と労働福祉（渡部）
れは分配率のインデックスとしてかなり大胆
なものを採用することにせざるを得ない。そ
れはここでもやはり指数によってその動きを
示すということである。国際間における労働
分配率の比較を行なおうとするならば，それ
ぞれ全く同一の定義に基づいたデータを必要
とするが，およそそうしたことは困難であ
る。それは減価償却率ひとつ取ってみても，
それが必ずしも経済学で言われる経済的磨損
を基準とした共通単位で決定されているわけ
ではない。したがってやはりクロスセクショ
ンに基づく比較の問題は，これはまた別の機
会に譲ることにして，ここではそれぞれの国
について1963年を基準にしだ推移を見ること
にするのである。賃金についてはすでにその
動きが指数によって表わされているので，賃
金と雇用の指数を用いてわれわれは賃金支払
総額の推移を見ていくことができる。特定年
次について得られたこの賃金支払総額の推移
を，同じく生産水準の推移と対応させること
によって分配率の特定年次を基準にした推移
を見ることにしたい。言い換えると，ここで
の分配率は，賃金と雇用の積を生産でもって
割ったものである。いうまでもなく，それぞ
れの指標は，すべて指数化されているので，
こうして得られた分配率もまたそれら基礎デ
ータの基準と同一基準を用いた指数として示
されることになる。このように定義された労
働分配率は，本来の意味での正確な労働分配
率であるというわけにはいかない。しかしそ
の推移の考察ということであるならば，生産
水準を用いることが必ずしも不適当なものと
は言えないであろう。付加価値の生産の推移
と，通常の意味での生産水準の推移とのあい
ガには，かなり平行した関係が存在している
からである。この第1次近似としての労働分
配率について考察するのが以下の仕事であ
る。しかし，ここでの労働分配率が製造工業
について計算されたものであることに留意
し，その結論を前節の論議に適用する点につ
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いては留保が必要である。さらに労働福祉に
かかわるのは，公共的支出をも含めての労働
分配率だから，その点については別の視点か
らの留意が必要である。第1次近似であるこ
とを強調する所似はそこにもある。
　次の第6．1表は，1950年代における労働分
配率の推移を示したものである。カナダの場
合には，1951年に98．5の数値をとっている
が，その数値は52年にも引き続き維持され，53
年には106．0に上昇する。その翌年には101．4
に下落し，さらに55年には98．7に低落する。
56年はそのまま維持され57：年に再び106．5
の水準になり，以後若千低下した後，1959年
には少し上昇ぎみになる。そして1960年には
103．4の水準に達する。結果として1960年の
数は1951年に対して1．05倍である。アメリカ
の場合，1951年の数値は95．5であり，52年に
97．1と上昇し53年には100の水準に達する。
1954年，1955年とそのままの水準に推移し，
1956年から若干上昇する。しかし，ほぼその
水準が60年末まで維持されている。60年には
102．3の数値を示す。1951年に対する倍率は
1，07倍である。カナダとアメリカの場合，ほ
ぼ似たような増加倍率であることがうかがえ
る。
　これに対し日本であるが，日本の場合51年
における分配率の数値は94．6，翌52年には大
幅に上昇して107．9となる。しかし53年には
再び下落して93．9となり，以後若干の上昇な
いし下降を繰り返しながら，次第次第に低下
していく。1951年に対する1960年の数値は
0．87でありrこの間において日本の労働分配
率は低下傾向を示したことになる。これにた
いし，西ドイツの場合には日本とは異なり，
むしろ労働分配率は上昇している。1951年に
ついてみると，75．9となっているが，以後こ
の数値は若干の上下の変動を示したのちに上
昇に向って行く。上昇だが，その後再び低落し
て1959年には82．4，1960年には84．8となる。
その増加倍率は1．12である。このような数値
第6．1表　労働分配率の国際比較（1950年代）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　年
早@名
195119521953195419551956195719581959 1960
?
1 1 l　　　　　　　I 【 「????????????????【?????????????????????????????? ??????﹇?? ??????98．5
95．5
94。6
98．5　　106．0　　101．4　　　98．7　　　98．7　　106．5　　103．7　　　104．8
　　　　　　　　　　　　　　　　51．2112．5　114．1　122．7　 121．4　114．9　111．7　108。4　　113．4
97．1　　100．0　　100．0
107。9・　93。9　　96．1
133．3　　135．1　　133．3
90．2　　　88．5　　　82．6
　　　　　65．0
69．6　　　83．6　　　81．0　　　82．3
75．9　　　78．3　　　79．4　　　75．0
74．6　　85．5　　83．3　　81．4
68．4　　78．7　　78．5　・　78．6
88．7　　91．5　　94．6　102．6
10 ．0
92．6
122．4
81．3
67．1
81．　8
74．3
1
2．8
102．5
102．6
94．8
103．9
85．3
71．1
79．2
78．7
83。3
89．5
103．8
105．1
90．6
106．3
87．0
72．4
80．5
82．9
86．3
87．4
103．6
103．8
84．0
96。7
106．0
88．8
74．7
93．6
87．3
90．4
88．9
90．6
90．7
103．5
102．3
82．6
84．9
98．9
90．4
77．8
94．0
89．2
82．4
90．8
91．1
102．3
103．4
71．6
112．0
102．3
82．0
81．9
102．3
90．1
82．4
95．4
88．8
84．8
92．1
84．5
92．6
103。3
資料出所：　United　Nations，　Statistical　YearbookおよびInternational　Labor　O缶ce，　Year　Book
　　　of　Labor　Statistics該当年次による。
注）分配率は賃金×雇用と生産水準との比と定義されている。1963年を100とした指数で表示されている。
第6．2表労働分配率の国際比較1950年代（対前年比）
年
国　名
195119521953195419551956195719581959 1960
カ　　　ナ　　　ダ 1．00 1．08 0．96 0．97 1．00 1．08 0．97 1．01 0．99
コ　ロ　ン　ビ　ア
グ　ア　テ　マ　ラ 1．01 1．G8 0．990．95 0．97 0．97 1．05 0．99
パ　　　ナ　　　マ
プエルトリコ
ア　　メ　　リ　カ 1．02 1．03 1．00 1．001．03 1．02 0．99 0．991．00
イ　ス　ラ　エ　ル 0．98 0．99日　　　　　本 1．14 0．87 1．02 0．96 1．02 0．96 1．07 0．88 0．96
フ　ィ　リ　ピ　ン 1．01 0．99 0．920．85 1．02 1．00 0．93 1．03タ　　　　　　イ
オーストリアf　ン　マ　ー　ク 0．98 0．93 0．98P．03 1．05P．06 1．02P．02 1．02P．03 1．02P．04 1．00P．06
ス　ペ　　イ　　ン
フ　ィ　ンラン　ド
フ　　ラ　　ン　　ス
ｼ　ド　イ　ツ
・1．20
P．03
0．97
P．01
1．02
O．94
0．99
O．99
0．97
P．06
1．02
P．05
1．08
P．09
1．02
O．91
1．00
P．03
ノ　ル　ウ　ェ　ー 1．15 0．97 0．98 1．00 1．03 1．04 1．03 1．021．01
ス　　　イ　　　ス
イ　ギ　　リ　ス 1．15 1．00 1．00 1．051．08 0．98 1．04 1．001．02ニユージーランド 1．03 1．03 1．08 1．001．01 1．00 1．oo 0．99 1．01
資料出所：第6．1表に同じ。
注）小数第3位以下は4捨5入。
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はカナダ，アメリカよりも大きく，日本より
はもちろん大幅に大きい。
　それでは，その周辺の国々はどうであった
か。フランスの場合，1951年は69．6である
が，1952年には83．6，53年には81．0となり，
54年には82．3まで上昇する。以後低落の期間
が2力年続く。それからは，やや水準を高め
たところでほぼ横ばいとなる。そうして，
1960年には88．8となり，1951年に対して1．28
倍の水準に達する。イギリスの場合には，
1951年には68．4であり，その後次第次第に上
昇を続けて今まで挙げたなかではもっとも大
幅な上昇を経験する。1952年に78．7と大幅に
上昇したあとほぼ横ばいの期間が3年程続
く。以後1956年89．5となり，1957年に若干低
落するが，以後は上昇し1960年には92．6とな
る。したがって1951年に対する増加倍率は
1．35倍であって，今までのなかでもっとも大
きい。
　ヨーロッパ大陸ではオーストリアのデータ
があるが，オーストリアについてはほぼ横ば
いである。1952年には90．2の値を示している
オーストリアであるが，以後次第次第に低落
して1955年には81．3となる。その後再び上昇
に転じ，1960年にしてようやく1952年の水準
に戻っている。1960年の数値は90．1である。
したがってこの国では労働分配率には全く変
化がなかったことになる。ニュージーランド
やノルウェーなど，他の国について見てみる
が，ノルウェーの場合には1951年74．6から出
発し，次第次第に上昇を続けてフランスと似
たような増加倍率を示すに至る。1952年には
85．5に上昇し，1953年にはやや低落し，しば
らく低落したのちに，上昇に転じ，1956年
83．3となってからは，そのまま上昇して，
1960年の数値には92．1となる。それの1951年
に対する数値は1．23倍となっている。ニュー
ジーランドの場合には，1951年には88．7であ
るが，以後は比較的順調に上昇を続け，1954
年には102．6に達する。その後，ほぼ102台
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の数値と103台の数値のあいだを振動しなが
ら，1960年に103．3に達する。したがって
1954年以後ほぼ労働分配率は横ばいであった
と見てよいであろうが，1951年に対する1960
年の比率は1．16倍となる。
　これに対し，たとえば開発途上国のいくつ
かの国はどうであろうか。開発途上国につい
ては特に特徴的な結論が導き出されるわけで
はないが，たとえばグアテマラの場合には，
1952年の数値と1960年の数値はほぼ横ばいに
推移しており，1952年の112．5は1960年に
112。0に終わっている。もちろん途中若干の
上がり下がりが見られる。フィリピンの場合
には，むしろ労働分配率は低下している。
1952年の133．3の数値は翌年，その翌々年と
ほぼ維持されるが，以後は傾向的な低落を示
すことになる。そして1960年に102．3となり，
結果としては1960年は1952年に対し0．77倍と
いうことになる。このように見てくると開発
途上国のデータは少ないが，概して労働分配
率は横ばいが，むしろ低落している。日本も
そのグループに属してほぼ低落し，またカナ
ダやアメリカではわずかの上昇であるから，
結局において，ヨーロッパの諸国においての
みかなり大幅な労働分配率の上昇が見られた
ということである。
　それでは1960年代にはいってからはどうで
あろうか。第6．3表は1960年代における労働
分配率の推移を示している。再びカナダから
見てみることにしよう。カナダの場合には
1961年に103，1である。1962年，1963年と低
落を続けることになるが，1965年からは上昇
に転ずることになる。1965年の101．2は1966
年104．5となり，さらに翌年108．1となる。1968
年に若干低下を見るのであるが，1969年には
上昇に転じ，1970年には119．7となる。1961
年に対する増加倍率は1．16倍である。アメリ
カの場合であるが，アメリカでは1961年に
101．5となる。その後，1965年までは低落を
続けることになる。1966年からは，やや持ち
第6．3表　労働分配率の国際比較（1960年代）
?
196119621963 196419651966 196719681969 1970
国　名
カ　　　ナ　　　ダ 103．1102．0 100．099．0 101．2104．5108．1107．7 113．2 119．7
コ　ロ　ン　ビ　ア 68．8 75．7100．0108．2 114．1124．5131．4 137．0 143．6一グ　ア　テ　マ　ラ 109．7113．2100．099．1 95．3 95．3 99．6 108．6 102．8 105．5
パ　　　ナ　　　マ 130．9 115．2100．0116．9117．8116．2121．9 121．5 125．9一プエルトリコ 100．0
ア　　メ　　リ　カ　1 101．5101．3100．097．8 97．397．5 99．7 103．0105．7 109．9
イ　ス　ラ　エ　ル 85．1 92．0 100．0 102．2110．3120．5 124．2 115．2 113．5一日　　　　　本 80．6 86．5100．087．6 93．5 95．2 92．8 93．8 95．7 97．5
フ　ィ　リ　ピ　ン 98．7100．0100．096．9100．7100．3102．3 96．798．5 『タ　　　　　　イ 100．0
オーストリア 95．0 100．0 100．0 101．6 106．3113．9 117．4 113．6ll1．3 115．6デ　ン　マ　ー　ク 91．4 91．0 100．099．1105．4114．5120．4 126．0129．7144．7
ス　　ペ　　イ　　ン 一 一 100．0 107．0118．1124．2133．0130．9 132．1 145．1フ　ィ　ンランド 97．9 99．7100．0 107．1109．3 114．5118．5125．0127．5 一フ　　ラ　　ン　　ス 91．5 95．1100．0 100．9 104．1103．0 105．0110．0 98．6103．2
西　ド　イ　ツ 91．0 97．9100．0 97．2105．9110．2106．7102．3 105．3 116．3
ノ　ル　ウ　ェ　ー 94．5100．0100．0 100．3104．8109．2 116．3121．1 ユ27．9 140．6
ス　　　イ　　　ス
C　ギ　　リ　ス
89．1
X8．1
96．3
P00．6
100．0
I00．0
102．7
X9．7
106．6
P06．5
107．6
P08．6
113．8
P10．4
111．6
P10．4
lll：劉105．6
P31．8
ニユージーランド 103．8103．7100．099．2 97．2100．099．4102．2 110．8 118．8
資料出所：United　Nations，　Statistical　Yearbook，
　　　　　　　　　　of　Labcr　StatistiCSの該当年次による。
注）ag　6．1表に同じ。
およびInt rnational　Labor　Office，　Year　Book
も
第6．4表　労働分配率の国際比較　1960年代（対前年比）
国　名
?
1961
???????????????????????????
1962
0．99
1．10
1．03
0．88
1．00
1．08
1．07
1．01
1．05
1．oo
1．02
1．04
1．08
1．06
1．08
1．03
1．00
1963
0．98
1．32
0．88
0．87
0．99
1．09
1．16
1．00
1．00
1．10
1．00
1．05
1．02
1．00
］．04
0．99
0．96
1964
0．99
1．08
0．99
1．17
0．98
1．02
0．88
0．97
1．02
0．99
1．07
1．07
1．01
0．97
1．00
1．03
1．00
0．99
1965
1．02
1．05
0．96
1．01
0．99
1．08
1．07
1．04
1．05
1．06
1．10
1．02
1．03
1．09
1．04
1．04
1．07
0．98
1
！　1966
1．03
1．09
1．00
0．99
1．00
1．09
1．02
1．00??????
1967
1．03
1．06
1．05
1．05
1．02
1．03
0．98
1．02
1．03
1．05
1．07
1．03
1．02
0．97
1．07
1．06
1．02
0．99
1968
1．00
1．04
1．09
1．00
1．03
0．93
1．01
0．95
0．97
工．05
0．98
1．05
1．05
0．96
1．04
0．98
1．00
1．03
1969
1．05
1．05
0．95
1．04
1．03
0．99
1．02
1．02
0．98
1．03
1．01
1．02
0．90
1．03
1．06
0．94
1．05
1．08
1970
1．06
1．03
1，04
1．02
???????
1．05
1．10
1．10
．1．01
1．13
1．07
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直すことになるのであるが，1968年にようや
く1963年水準を越えて103．0となる。そうし
て1970年109．9に達する。しかし，その水準
はかなり低く1961年に対する増加倍率は1．08
であり，ほぼ横ばいに近いものと見てよいで
あろう。言うなれば，アメリカは1950年代，
1960年代を通じて極く僅かな上昇を示したと
いうことになる。しかもその上昇はほぼ平均
している。カナダの場合とは，その点が異な
ることになるであろう。
　日本の場合には1961年に80．6であるが，そ
の後1963年まで増大する。しかしその後再び
低落し，翌年には87．6になってしまう。その
後1965年には93．5となるが，以後この90代の
数値を僅かに上下しながら続いていく。しか
し，やや僅かながらの増加が見られ，1970年
には97．5となっている。1961年の70年に対す
る増加倍率は1，21倍である。1950年代におけ
る労働分配率の低落は，1960年代にはいると
一転して上昇に転じたということになる。ち
なみに1951年に対する1970年の数値をとって
みると1．03倍となり，殆ど横ばいより僅か上
昇した程度であることがわかる。その意味で
は日本の場合，長期的には労働分配率はほぼ
不変に留まったということであろう。それで
は西ドイツはどうであったか。西ドイツの場
合には1961年には91．0である。これが1962年
の97．9を経て1963年100に達する。その後若
干の上がり下がりを経験することになるので
あるが，1968年を底に上昇に転じ，1969年に
は105．3，1970年にはやや大幅に上昇して
116．3となる。結局において，1961年に対す
る増加倍率は1．28倍であり，依然としてかな
り労働分配率の上昇の大きい国であることが
わかる。特に1960年代には，1950年代よりも
大幅に労働分配率が高まっている。フランス
の場合であるが，ほぼ似たような91．5という
水準から1961年を開始することになるが，
1960年代前半を通じてその労働分配率が上昇
する。しかしその後は上昇と低落をくり返し
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ながらほぼ横ばい状態を示すことになる。そ
して1970年には103．2となり，1961年に対す
る増加倍率は1．13倍となり，ちょうど事態は
1950年代におけるフランスとドイツの関係を
逆転させたような状況になる。したがってフ
ランスも西ドイツもほぼ類似した労働分配率
の増加傾向を，この20年間を通じて示したと
いうことになるのであろう。
　イギリスであるが，イギリスは1961年に
98．1から出発し，その前半をほぼ横ばいのま
ますごす。しかしその後ほぼ上昇過程を続け
る。そして1969年には116．2となり，1970年
には131．8の数値を示すことになる。結局，
1961年に対する1970年の増加倍率は1．34倍で
ある。これはかなり大幅な倍率であって，
1950年代と同様，イギリスは他の国々を圧倒
して大幅な労働分配率の上昇を示したという
ことになるであろう。他のヨーロッパ諸国で
あるが，rt　一ストリアについては1961年に
95．0から出発して1962年に100となったのち，
3年間同じような水準に留まる。’しかしなが
ら1965年からは若干の上昇を示した3年間の
後，方向は転じて若干の低落が2力年程続く
わけである。しかし結局1970年には115．6と
なり，1961年に対する増加倍率は1．22倍とな
る。1950年代にはほぼ横ばいであったから，
1960年代に22パーセント程の上昇が見られた
ということになるであろう。デンマークにつ
いて見ると，1961年に91．4となるが，ほぼ62
年同じ数値を示したのちに63年100に達し，
翌64年もほぼ類似した水準に留ったあと上昇
に転じる。以後この国は1970年まで一貫して
上昇過程を示すことになる。そして1970年に
は144．7となり，1961年に対する増加倍率は
1．58倍となる。これはかなり大幅な上昇であ
り，ノルウェーと共にイギリス水準を上回る
ことになる。
　北欧諸国は一般にそうした傾向を示してい
るわけであり，ノルウェーの場合にも1961年
には94．5であるが，翌年100の水準に達し，
以後ほぽこの水準を3力年間継続したのち
1965年からは上昇に転じる。それから以後は
1970年まで低落することなく一貫して上昇を
続けることになる。1970年には大幅に上昇し
て140．6に達する。1961年に対する増加倍率
はじつに1．49倍である。これもまた，ヨーロ
ッパの他の国々を圧倒した上昇倍率である。
続いてフィンランドについてみると，フィン
ラゾドは1961年97．9であるが，以後1963年ま
で上昇したのち，さらにその上昇テンポを緩
めないで増加を続けて行く。1970年の数値は
・得られないが，この1969年の数値でもってす
でに1961年に対して1．30倍に上がっていた。
もし1970年にさらに大きく上昇するようなこ
とがあったとすれば，そしてそれはかなり確
率の高い予想なのであるが，約1．40倍を越え
ることになるであろう。したがって北欧三国
については，いずれも大幅な増加が生じたと
いうことがわかる。
　そのほかにスイスがある。スイスは1961年
89．1から出発するが，以後そのまま上昇を続
けて1967年まで達する。以後この水準から若
干低落を続けることになるのであるが，1970
年にはほぼ類似した水準の105．6に終わる。
結果として1970年の1961年に対する増加倍
率は1．19倍である。北欧に比べてかなり低い
ということがわかるであろう。それから，ほ
ぼこれと類似した増加倍率を示しているのが
ニュ・一一ジーランドであって，1961年には103．8
であるが，それとほぼ同じ水準を2年間維持
したのち1963年に100となり，さらにそのま
ま2力年ほど低落を続け，1966年には再び100
となる。しかし1967年には再び若干の低下が
あり，以後そのまま4力年上昇を続ける。そ
うして1970年には118．8となり，1961年に対
する増加倍率は1．14倍である。
　こうした，ヨー一ロッパやアメリカおよび日
本などの動きに対して，1950年代｝こあまり変
化を見せなかった開発途上国はどうであろう
か。1950年代にデータのとれた国は僅かしか
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なかった。グアテマラがそうであるが，グア
テマラの場合1961年には109．7である。これ
が1962年には113．2に上昇するが，以後1966
年まで低落を続ける。そして1967年からやや
上昇に転じて99．6となり，1968年108．6とな
るが，翌年102．8に下落したのち1970年には
105．5まで回復する。したがって，1961年に
対する増加倍率は0．96であって，1950年代に
おいてみられたほぼ横ばいの傾向をそのまま
維持し，こころもち低下を経過したことにな
る。フィリピンの場合には，1961年に98．7で
あり，1962年には100に達する。しかしなが
ら1964年以後においては小幅な上昇下降をく
り返し，1961年に対する1969年の増加倍率は
全く1である。すなわち，フィリピンの場合
にも1950年代，1960年代を通じて労働分配率
は殆ど変化なく過ぎたことになる。パナマの
場合は，1961年に130，9であるが，以後は上
昇と下落をくり返す。1964年には再び上昇に
転じ，その後上昇を続けることになるのであ
るが，それ程めぼしい上り下がりの変化はな
い。極く僅かな変動を示しているのみであ
る。したがって1961年に対する1969年の増加
倍率は0。96であり，グアテマラの場合と全く
同じである。
　このように，開発途上国がほぼ似たような
労働分配率における横ばい，ないし低落を示
しているということは，興味深いことである。
ただ先進工業国とは言えないイスラエルの場
合に1961年の85．1から1969年の113．5に至る
まで，かなり大幅な上昇を示しているのが目
につく。結局において1969年の1961年に対す
る比率は1．33倍であり，かなり高い方に属す
る。日本が国際収支のうえで大幅な黒字を経
験することになるのは，1960年代のまさに終
り近くなってからのことであるが，それまで
の過程がやはり労働分配率の低い増加倍率の
過程であったことは，開発途上国の数値と比
べてみて，ある種の類似牲を持つ側面があっ
たということであろう。
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6．3　各種経済要因の相互関連
第6．6表各種経済要因の変化率（1960年代）
　　　　　　　　　　（パーセント）
　こ乙で，これまで考察してきたところをま
とめてみることにしよう。これまで1950年代
および1960年代について労働分配率の推移を
初あとし，各種あ経済要因についての考察を
行なってきたのであるが，これらをまとめて
別な視点からもう一度見直してみることにし
ょう。1950年代および1960年代における平均
的な増加率ないし変化率をとることによっ
て，それら相互間の位置づけを国ごとに行な
ってみることにしたい。
　次の第6．5表と第6．6表は生産の増加率，
労働生産性の上昇率，分配率の変化率，賃金
の増加率，そして雇用の増加率等について，
1950年代および1960年代それぞれに各国の平
均値をとってみたものである。1960年代につ
いてみると，次のような点が目につく。生産
の増加率と労働分配率の増加率とのあいだに
は，つねにある程度のひらきが見られるわけ
であるが，そのひらきが日本の場合ずばぬけ
て大きいということである。日本の場合には
?
別
?????????????????
???????
????
生産増加率 ??? ?? ? ?? ?? ????
1
雇　用
増加率 ?
労働生
産性変
化率 ??
??????
第6．5表各種経済要因の変化率（1950年代）
?????????
資料出所：既出の各表から計算した。
注）　第6．5表に同じ。
?
別
?????????????? ??
ン
?????
????
生　産
増加率 ??? ? ? ????
1
雇　用
増加率 ??? ???? ? ?
資料出所：既出の各表から計算した。
注）　これらは対前年変化率の平均値である。計
　　算過程における四捨五入操作のため，若干
　　の誤差がある。パーセント表示である。
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生産が平均14Ae　一セントの伸び，賃金は13パ
ーセント伸びているが，労働生産性がやはり
10パーセント台の伸びを示し，分配率は3パ
ーセントの増加となっている。したがって生
産増加率と分配増加率の差は実に11という大
きさである。カナダとアメリカはほぼ似たよ
うな動きを示しており，生産増加率と分配増
加率との差はそれぞれ4パーセントであり，
賃金増加率は生産増加率を僅かに下回る程度
である。その点は日本と同じであるが，分配
率と生産増加率の双方の変化率の差が，日本
に比べて著るしく小さい。似たような点はヨ
ーロッパ諸国についても見られる。ヨーロッ
パ諸国の中で，ほぼ6パーセント程度の増加
率を示している国について見ると，やはり事
情は同じようである。オーストリア，西ドイ
ツ，フランスなどを見てみると，賃金の増加
率もほぼ同じであり，生産性の増加率にもそ
れ程著しい格差はない。そして分配率の変化
もほぼ似たようなものである。生産増加率が
　6パーセント，生産性の増加率が6ないし5
パーセント，賃金増加率が8パーセントで分
配率も2ないし3パーセントという状況であ
って，生産増加率と分配増加率とのあいだの
差は，ほぼ4パーセント程度である。フラン
スの場合に，やや成長率が高いという点と，
生産性の増加率も高いという点が，ちょっと
異なっているだけである。ただ，イギリスだ
けは例外的であって，生産増加率も労働生産
性増加率もかなり低い，3パーセントであり，
分配率も全くそれに等しい値を示している。
賃金増加率のみが7パーセントとなってい
る。これは，イギリスが他の国々とは著しく
異なった経済変動を示してきたことを意味し
ている。
　北欧諸国について見ると，北欧諸国の場合
にはやや異なった動きが見られ，これら社会
福祉に多くの力を注いでいる国々の数値は，
やはり西ヨーロッパの他の国々とは違った動
きを示しているようである。デンマークの場
’合には，生産増加率は6パーセント，フィン
ランドは7パーセント，ノルウェーは5パー
セントとなっているが，生産性の増加率はデ’
ンマークが5パーセント，フィンランドが6
パーセント，ノルウェーが4パーセントであ
る。これは雇用増加率がそれぞれ1パーセン
　トであったことの当然の結果であろう。これ
に対して分配率であるが，分配率はやや異な
る。デンマークの場合には，分配率の増加率
は5パーセントであって，生産増加率との差
は1　A°　．．セント，ノルウェーの場合には全く
同じ5パーセントであって，生産増加率との
あいだの差はゼロである。これに対し，フィ
ツランドはやや分配率の増加率が小さく，そ
の差は4パーセントとなって，他のヨーロツ
パ諸国やカナダ，アメリカなどと同じ状況に
なっている。ただし賃金増加率は，デンマー
クは10パーセント，フィンランド9パrセン
　ト，ノルウェー一　8パーセントとなっていて，
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ノルウェーを除くと，デンマーク，フィンラ
ンドは賃金増加率がヨーロッパレベルを上回
り，また北米諸国をも大幅に上回っている。
分配率の増加率が大きくなったのはこのため
である。
　開発途上国については，も力国の数値がと
れているが，この中でイスラエルはやや例外
的存在であり，コロンビアは別な意味でこれ
また例外的と考えられるたbC｝）に，実際は，グ
アテマラ，フィリピン，パナマあたりだけが
対象となるであろう。これらの国では，生産
増加率はグアテマラが4パーセント，フィリ
ピンが6パーセント，パナマに至っては14パ
ーセントとなっているが，パナマの場合には
雇用増加率も高い。生産性の上昇のテンポは
いずれも西ヨーmッパや北欧諸国に比べて低
い水準であるが，一番特徴のあるのは賃金増
加率が4．5パーセントであって，その結果，
労働分配率は殆ど変化なしということになっ
ている。こうしてみると西ヨー－nッパの工業
諸国と北米とはやや違ってはいるものの，そ
の動きのあいだには，かなり平行した関係が
見られ，ある種の平均的なパターンが打ち出
されているようである。したがって工業国の
中では，日本だけがかなり特異な動きを示し
ているということになるのであろう。したが
って日本の場合には，結局のところ1950年代，
1960年代を通して，低い賃金の分配率，高い
経済成長率と組み合わせて経済を発展させて
きたことになる。
　もちろんここでの分配率は，公共支出面に
おける支出の性格をも考慮に入れた広い意味
での分配率ではない。これは製造工業部門だ
けを取りあげた場合における分配率である。
その点では，もちろん資料のカバーし得る問
題領域は，自ずと限定されざるを得ないが，
しかし日本の産業の発展を支えてきたものが
製造工業であることを考慮するならば，そし
て，また日本の公共的支出の多くの部分につ
いては，必ずしもこれまで挙げてきたような
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意味での労働者のウェルフェアのための支出
が，それ程大きいウェイトを示してきたわけ
ではないことから，労働分配率の低い水準と
経済成長率の高い水準という組み合わせによ
って，日本の経済が運営されてきたことは，
ほぼ間違いないところであろう。経済成長率
と労働分配率というふたつの要因のトレード
・オフの関連の中から，このような組み合わ
せが選ばれてきたというところに，日本の経
済社会における労働福祉の水準が北米やヨー
ロッパやその他の工業国と比較して，かなり
低い水準に留まらざるを得ないことになった
理由がある。
　もちろんこうしたパターンの経済運営がな
されてきたことについては，それなりの理由
があるわけであり，もともとそうした福祉に
関する「勤勉な国民」の国民的合意が，「暗黙
のうちに」そのようなパタrンを選んだと言
うことさえできるであろう。したがって，経済
成長過程における労働福祉の問題は，まさに
この両者のあいだのトレード・オフの関係の
中からどのような組み合わせを選ぶかという，
むしろ選択の問題であり，そしてその選択は
多分に無意識のうちに高い経済成長率を選ぶ
という国民的選好に従ってきたということで
あろう。したがってある程度，意識的な政策
的な圧力が，そうした選択の上に加えられな
い限り，事態の変化はなかなか起こらないこ
一とになるのであるが，そうした圧力の加わる
かどうかは，その社会全体のウェルフェアに
関する価値観と資源の制約からの圧力と環境
問題の緊迫化に依存するであろう。これらの
点についての，より深い理論的分析を，われ
われは次の節において与えることにしたい。
1）経済成長過程における労働分配率の詳細な分
　析については荒〔1〕がある。
2）このような視点にたつ分析は，経済成長過程
　における労働分配率の推移についての相互作
　用的なメカニズムの分析とはならないが，わ
　れわれの設定した問題の一つである分配率が
　成長率にいかに影響するかという点について
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　一つのモデル分析となる。なお，カルドア
　〔7）を参照。
3）この想定のもとで，経済成長過程における分
　配率の問題をあつかった例は荒〔1〕にある。
〔7〕　労働福祉と経済成長の
　　　トレード・オフ
7．1労働福祉水準の影響要因
　われわれはこれまで労働福祉を決定づける
各種の要因について個別的に考察を進めてき
た。それらを，経済成長過程において分析し
ていくために，労働生産性と生産技術とのあ
いだの，また経済成長とのあいだの関連を示
す基本的な考察を行ない，それに基づきさら
に労働生産性の動きや労働分配率の動きなど
を考察してきた。労働分配率と経済成長との
関連についても，理論的分析を進めてきた。
そして労働時間や労働賃金など，労働福祉に
主要な影響を与える項目について，国際的な
比較を行ないながら過去におけるこれまでの
推移を見てきたのである。もちろん労働生産
性や分配率の推移についての，やや統計上の
困難を「第一次接近」として処理してきた。
こうした個別的考察を通じて，われわれは労
働福祉と経済成長との関連を考察したが，今
やわれわれはそれらの個別的に行なわれてき
た考察の統合的な把握を行なうべき段階にあ
る。労働福祉は各種の要因によって影響を受
けるたあ，その将来の動向はそれらの要因が
経済成長過程においてどのように変化してく
るかに依存する。われわれは成長過程におけ
る労働福祉の将来に関する分析を行なうため
には，それらのあいだの基本的な関連を明確
にしなければならず，また過去においてそれ
らの影響要因がそれぞれどのような変化を遂
げてきたのかということを知らなければなら
ない。しかしこれまでわれわれは，そうした
各種の，言わば部品的な個別的考察を全体の
モデルの中で取りあげることはしてこなかっ
た。個別に行なわれた理論的考察もそれらが
全体の動きのなかでどのような位置を占ある
かについては一言も触れてこなかったのであ
る。しかしわれわれは，ここで言わば全体像
をモデルの形において示しておかなければな
らない。そして個々の理論的側面における部
品や，資料面における部品を，全体の製品の
なかに位置づけておかなければならないので
ある。これまでの考察を総合するならば，ま
ず次のように言うことができるであろう。
　われわれは労働者の生活水準に直接拘わる
要因について詳しい考察を進めてきた。それ
は，労働福祉とは，取りも直さず労働者のウェ
ルフェアに拘わるものであり，生活水準の高
いかまたは低いかは労働者のウェルフェアの
直接的な位置づけを決定するであろうという
視点に立ったからである。通常，労働福祉に
対して与えられるかなり狭い概念規定に代わ
り，われわれはここで広義の労働福祉の概念
を用いている。それは，労働福祉というもの
が労働者のウェルフェアに拘わるものである
以上，むしろ広義に解釈するのが当然である
と思われたからである。
　さて労働福祉を構成する要因として，その
、直接的な生活水準に拘わるものとして挙げら
れるものが労働賃金であり，労働時間である
ことは言うまでもない。そして人間の働き得
る最大限の労働可能時間というものが，一応
与えられたものであると考えるならば（そし
てそれは当然想定されなければならないものであ
る），労働時間の動きは同時にレジャーの動
’きでもある。ここでわれわれがレジャーと言
うときに，それは新聞や雑誌で示されている
’ような意味でのレジャーを意味していない。
それは可能労働時間から実際の労働時間を差
し引いた残りをレジャーと呼ぶだけである。
あたかも所得の中から消費する部分を差し引
いた残りが貯蓄であると定義されると同じよ
うに，可能労働時間から実際の労働時間を差
し引いだものがレジャーと定義されるのであ
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る。
　このように定義されたレジャーが殆どない
ような世界，それはかつて奴隷制社会にあっ
tc。その意味では，レジャーの拡大は同時に
労働福祉の拡大過程でもあったのである。賃
金の動きと労働時間の動きを，国際的な比較
を行ないながら，まず初めに考察した理由は
そこにあった。もちろん労働福祉に影響する
諸要因はそれだけではない。労働者にとって
は環境は言わば労働福祉の重要な構成要因で
ある。
　その第一は，労働環境である。その特定の
労働者にとっては，労働が行なわれる場にお
ける作業の危険度というものは，重要な考慮
の対象となるものであり，そうした労働環境
が良いか悪いかは労働福祉にとって重要であ
る。同様に，その労働の場における汚染の程
度もそうした意味を持つであろう。快適な労
働環境，清潔な労働環境における労働は，不
潔な，不愉快な労働環境におけるよりもウェ
ルフェアを高めるものであることは間違いな
い。そのような意味でまず労働環境は，当然
そこに挙げられるべき第一のものとなる。さ
らに労働者の福祉の問題は，生活環境もそζ
に包含しなければならないであろう。生活の
場における危険の存在や，あるいは汚染の存
在は，その労働者のウェルフェアにとっては
．マイナスに作用する。その他数多くの，いわ
ゆる公害と呼ばれているものも，労働者の生
活環境に拘わるものである限り，労働者のウ
ェルフェァに影響を与えるものと見なければ
ならない。
　こうした狭い意味での労働環境から，広い
意味での生活環境に至るまで，われわれは一
括してこれを「環境」と呼び，労働福祉の主
　　　　　　　　　　　　　　　　1）要な構成要因と考えておくべきである。もち
ろん環境が優れていても，なおそこでは労働
災害や事故が発生するということは十分考え
られる。ある研究によるならば，仕事の場に
おける清潔度は，必ずしも災害の発生や事故
経済成長と労働福祉（渡部）
と正比例的に関係するものではないというこ
　　　　　　　2）とが示されている。その研究によるならば，
清潔さの違いが災害や事故の発生の違いと何
らの相関もないということである。そうした
研究があるにも拘わらず，なおわれわれは環
境が清潔であり快適であることが労働者のウ
ェルフェアにとって優れたものであることを
認めないわけにはいかない。いわんや，それ
が生活環境に拡大されtc場合には当然のこと
となるであろう。
　次に労働者のウエルフェアにとって重要な
影響を与える要因としては，社会保障があ
る。この場合，社会保障という言葉はやや不
正確であるかもしれない。より一般的に，労
働者の生活及び労働に伴う各種の障害につい
ての保障と言うべきであろう。たとえば，そ
の労働者が仕事をしている工場における事
故，災害などが発生した場合，それに対する
保障が行なわれなければならない。彼等は無
料で治療を受け，休んでいなければならない
期間中について，生活上の保護が与えられる
必要がある。あるいは仕事のための往復途上
における災害についても，そうした保障が与
えられるならばそれはさらに望ましいものと
なるであろう。こうした極あて狭い意味にお
ける災害保障（Si）がまず第一に挙げられる。
こうしたもっとも狭い意味における災害保障
が行なわれない場合には，労働者のウェルフ
ェアは著しく損われることになってしまうこ
とは当然である。現在の文明国において，こ
うした災害保障が行なわれていない所は殆ど
ない。
　さらにその職業に伴う各種の病気がある。
いわゆる職業病（S2）と言われるもの，あるい
は環境の悪さに伴う病気もそこに含まれるで
あろう。著しい汚染物質を廃棄するような職
場における病気は，当然に保障されなければ
ならないし，そうした汚染物質の発生がその
労働者の肉体的健康に与える直接的な障害を
保障してやらなければならず，また直接的な
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障害を除去するような措置が必要であろう。
こうしたものはすべて，労働者のウェルフェ
　　　　　　　　　　　3）アに直接拘わるものである。
　こうした，労働の場の環境や労働の性質に
伴って起こってくる各種の病気に対する保障
は，ひとつの重要な影響要因と見なされるべ
きものである。もちろんこうした病気は，単
に，いわゆる肉体的なものだけに限定されな
い。それは精神的なものをも含むであろう。
もちろんここで言うのは，一種の精神障害を
引き起こすような，そうした要因を指してい
るのであって，単なる個人的な悩みの問題を
t扱っているのではない’Bさらに次のように考
えなければならない。明白な職業に基づく病
気，環境に基づく病気のほかに，言わばより
広い意味における病気がある。それは通常の
意味での病気ではないが，不健康（S3）と言わ
れる現象である。ただしこれは先天的および
後天的怠惰を含まない。こうした不健康状態
は，やはりその職業の場，労働環境，さらに
は生活環境に依存するであろう。そこにはも
　　　　　　　　　　　　　　　4）ちうんメンタルな不健康も含まれる。通常こ
うした不健康は，保障の対象になっていない
が，これらが部分的に保障されるとするなら
ば，それだけでウェルフェアは高まる。そし
てこれらの不健康のある部分は，賃金水準の
高さと労働時間の長さの調節によってある程
度除去され得るものであることに留意しなけ
ればならない。しかしわれわれは，ここでこ
うした不健康の一部が，賃金や労働時間に依
存することを暗黙のうちに認めながらも，一一
応別個の要因としてこれを挙げておく必要が
あるであろう。
　さらに大きな問題がある。それは，その労
働者の老後の問題である。ひとりの，ある特
定の労働者の全労働時間は，労働可能になっ
た年齢の時期から始まって，もはや労働に従
事することが不適当と思われる年限までにわ
たる。これを，言わばその人間の総労働時間
と呼ぶならば，そうした労働可能年齢に達す
る以前は，何らかの形で自分の力以外の力に
よって養われている。しかしながら，労働が
不適当と思われる年齢に達してから以後の生
活は，どのようにして保障されるか。これも
まだ，何らかの力によって支えられることに
なるのであるが，この老後における生活の保
障問題は，より一層不安定である。甚だ頼り
のない基石の上に立つ建築物のようなもので
ある。この，労働が不適当な段階に達してか
ら以後の生活がどのようにして保障されるか
は，労働者のウェルフェアにとって極めて重
要である。もし，労働が可能である年齢のあ
いだは，そのまま働き続け，それが不可能に
なったとき，あるいは不適当になって労働の
場から引退するとき，直ちに生活上の困窮が
やってくるというのでは，労働者のウェルフ
ェアは決して高いものとは言えないであろ
う。こうした意味での，社会保障もまた，重
要なウェルフェアの構成要因となる。災害や
病気などによる労働不適当年齢の低下が起こ
ったときに，やはり同じ問題が起こってくる
であろう。その意味で，この労働不能・不適
当期の生活保障（S、）は，単に老後にのみ関す
るものではなく，労働が不適当ないし不可能
となった時点から以後の問題として，これが
取りあげられなければならないであろう。
6．2　労働福祉関数
　これらの要因はすべて労働福祉を決定する
重要なファクターである。したがってわれわ
れは，こうした事柄を念頭に置きながら，言
わば労働福祉関数と呼ぶべきものを示すこと
ができる。それは次の（7・1）式である。
　　　　U＝U（w，h；E，S）　　　　（7・1）
ここでUは労働福祉を表わす指標でありi
wは賃金，hは労働時間，　Eは環境の良さを
表わす指標であり，Sは保障の程度を示す指
標である。すでに述べたところから，賃金の
上昇はその労働者の生活のウェルフェアを高
めるという意味において，wの増大はUの増
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大につながる。また労働時聞の増大は，レジ
ャーの減少となり，したがって労働者のウェ
ルフェアは低下する。また環境の内容がよく
なるならば，労働者のウェルフェアは高まる
しstまた保障の程度が良くなれば良くなる程
ウェルフェアの水準は高められる。したがっ
て次の（7・2）式が成立することになるであ
ろう。
　　Uw＞0，　Uh＜0，　UE＞0，　Us＞0
　　　　　　　　　　　　　　　　（7・2）
ここでUの添え字は，U関数を，その．添え
字によって微分したものであることを表わし
ている。もちろん賃金や労働時間は，ひとり
当りの平均が問題であろう。もちろん正確に
は，それがどのように分布しているかという
分布も問題である。非常に不平等な賃金の支
払いが行なわれているか，それとも賃金の散
らばりがあまり大きくないかということは，
ある意味でウェルフェアの水準を左右するこ
とになるかもしれない。しかしわれわれは，
ここではそれに深く立ち入らずに平均のみを
取りあげることにしている。
　これに対し，環境や保障を示す指数は，ひ
とり当りの環境のよさや，ひとり当りの保障
の程度ではなぐて，これは総体としての水準
が問題であろう。特に環境のなかには，やや
公共財的な性格を帯びているものもあるため
に，ひとりひとりにこれを割り振った形でそ
のウェルフェアへの影響を見ることはできな
いしまた不適当である。各種の社会保障制度
などは，その代表的なものと言えるであろ
う。これまでわれわれは，こうした形の労働
福祉関数を陽表的には取りあげてこなかっ
た。しかし暗黙のうちにそのような労働福祉
関数の存在を前提としてきたのである。それ
では，これらの労働福祉水準への影響要因は
それ自体どのような要因によって動かされて
くるのであろうか，あるいはどのような要因
とのあいだに相互依存関係を保っているので
あろうか。
経済成長と労働福祉（渡部）
　まず初めに，単純にそれぞれの要因に対し
て影響を与えるいくつかのファクターを考え
てみたい。まず賃金水準であるが，この賃金水
準に影響を与えるものとして，われわれは何
よりも，まず労働生産性をとりあげることが
できる。賃金と労働生産性のあいだにどのよ
うな関連があるかを，いまここでは問わない。
ともかく，影響すべきファクターとして労働
生産性を挙げるのである。次に，経済成長率
もまた重要である。その国の経済の規模がど
のような大きさで拡大しつつあるかは，賃金
の動向に大きな影響を与えるであろう。さら
に労働人口の増加率が問題である。この労働
人口の増加が激しければ，たとえ経済の成長
速度が高くても，賃金にとっては有効な影響
を与えないことになるであろう。総体の動き
として見た場合，これは労働の分配率にその
影響を表わすことになるであろう。なぜな
ら，労働の分配率は賃金水準を労働生産性に
よって割ったものに等しいからである。この
ように定義された労働分配率は，もちろんそ
れが計算された産業に関するものであって，
公共支出をも含んだ広い意味における労働分
配率ではない。言わば生産過程に投入された
労働力の持つ生産性と賃金とのあいだに導き
出すことのできる概念，それがここで言う労
働分配率である。
　次に労働時間であるが，われわれは労働時
間が同じように労働人口増加率や賃金水準や
労働生産性，さらに経済成長率などに依存す
ることを知っている。もちろん労働時間とい
うものは，供給される側と需要される側の労
働力（もちろんそれは労働時間で計られているが），
その労働力の需給の一致するところで決定さ
れているはずである。したがって労働時間は，
言わぱこうした労働市場における需給均衡が
成立している時点における均衡値としての意
味を持っている。その点については，賃金も
同様である。先に労働の供給に関する分析を
行なったが，そこでの分析は，言わばここで
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言う賃金や労働時間の大きさを決定するメカ
ニズムを明らかにするものであった。すなわ
ち，労働の供給を決ある要因は賃金と労働人
口の増加率であり，その需要を決定するもの
は賃金と経済の成長率である。そうである限
り，賃金が労働生産性と経済成長率と労働人
口の増加率に依存することになるのは当然で
あり，労働時間はさらにそのほかに賃金によ
1て影響されることになるのもまた当然とな
る。これらの点についての詳しい考察はすで
に行なっているので，ここでは省略し，言わ
ば労働市場のモデルの誘導形としてこの賃金
と労働時間の影響要因を挙げておくことにし
た。
　環境を表わす要因，’これはすでに述べたよ
うに労働環境E1と生活環境E2，それぞれに
影響する要因ということで，二種類に分類さ
れたが，これらは何れも労働生産性や経済成
長速度に依存する。経済の発展段階がどのよ
うなところにあるのかによって，その経済に
おける環境要因の水準が決定されることにな
るであろう。それに影響を与えるのが，言わ
ぱ労働生産性と経済成長率なのである。しか
しながら，ここでひとつ新たな要因を付け加
えておかなければならない。それは外部費用
の問題である。もともと環境という要因のあ
る部分は，経済行動の外部効果によってかな
り強く影響される。汚染や公害と呼ばれてい
るものは，言わばこのような外部効果（exte－
rnality）の現われであり，この外部効果によ
って生じてくる外部費用を，どのような形で
吸収していくかが環境水準の決定に重要な意
味を持っているのである。ここではそのよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）な外部効果をxによって表わすことにする。
そうすると環境は，労働環境も生活環境も含
めて，労働生産性と経済成長率と外部費用の
三つによって影響されることになるであろ
う。
　次に，保障の問題であるが，この保障は，
二種に分けられるであろう。もっとも広い意
味における分配率は，この保障水準を決める
重要な要因である。ここで言う広い意味での
分配率とは何かを説明しておかなければなら
ない。政府公共団体による，公共的な支出と
いうものは，いま経常的支出を別とするなら
ば，生産促進に役立つような意味での生産的
投資と，あるいは環境改善や社会保障充実の
ために行なわれる保障環境支出とから成り立
つ。生産的な投資は，言わば資本への分配を
意味すると考えられるから，環境や保障のた
めの支出は，これを労働者への分配と考える
ことができるであろう。これはもちろんかな
りラフな表現方法である。生産的な投資とそ
れ以外の環境改善や社会保障制度充実のため
の支出とは，その目的が画然と違っているも
のである。その意味で，広い意味の分配率に
保障制度の充実が依存していると言うことが
できる。
　さらに狭い意味での分配率もまた影響を与
えると言ってよいであろう。狭い意味の分配
率は，すでに述べたごとく，利潤と賃金の比
として示された分配率である。これはまた総
生産に占める賃金比率として見てもよいであ
ろう。このような狭い意味での分配率の指標
として，われわれは先に賃金を労働生産性で
割った指数を用いたわけである。このような
狭義の分配率が，保障の充実にいかなる意味
で関連があるかと言うならば，それは次のよ
うに考えてみれば容易にわかる。すなわち，
賃金が豊かに支払われているとき，その社会
における生産物のなかに占める賃金が豊かで
ある場合，環境の改善や保障の一部は，個人
的な支出によって処理してしまうことが可能
となる。たとえば，老後に備えての各種の保
険を購入する，あるいは傷害保険を購入する，
ということも，もし分配率が大きければ可能
であろう。しかしながらもし低いならば，そ
うした個人的な支出による処理は殆ど不可能
となる。これは個人的な処理方式が望ましい
かどうかというわけではなくて，もし賃金の
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分配率が高いならば，他の条件に変化がない
限りその分配率の低い社会よりもより多くそ
うしtc処理が個人的に可能となるという点で
ある。これら両者を合わせて，言わば相対的
な分配率と考えることができるであろう。こ
れはもちろん狭い意味での分配率と広い意味
　　　　　　　　　　　　　　　　Nでの分配率のある種の加重平均値によって相
対的な分配率が示されるということを前提に
している。この相対的な分配率が保障水準に
強い影響を与えるわけである。
　以上をまとめると，まずここで環境水準E
は次のようなベクトルで示され，また保障水
準Sは同じく次のようなベクトルによって示
されているものと想定される。すなわち，
　　　E＝（El，　E2）
　　　S＝（Si，　S2，　S3，　S4）
　われわれは経済成長のメカニズムを分析し
た，はじめの箇所において，「黄金の成長経
路」について述べた。また後の章においても
同様のことに触れたのであるが，労働生産性
や労働人口の増加率とともに，技術進歩率や
資本労働比率がある一定の関連を保つという
ことを，その成長のメカニズムの分析の箇所
で述べた。さらにその労働生産性や経済成長
率が分配率と密接な関連を持っていることが
示された。通常のケースでは労働分配率が経
済成長率とある一定の対応関係を持っている
こと，さらに黄金成長経路の場合においては，
経済成長率と技術進歩率と分配率と労働人口
増加率とのあいだに一定の関連が存在するこ
とが示された。これらのことを念頭において
労働分配率関数を想定することができる。後
にこの点を取りあげるであろう。さらに労働
の供給についてもモデルを通じて説明した
が，すでに述べたように総労働可能時間をL，
労働時間をL，とするならば，その差額とし
てレジャーL、が示される。したがってわれ
われは次の（7・3）式を持つであろう。
　　　　L＝L，十Le　　　　　　　　　（7・3）
　その労働時間およびレジャーが賃金によつ
経済成長と労働福祉（渡部）
て得られる満足度との関連において決あられ
ることが先に示されたが，この点は先の需要
・供給モデルに接続することが可能である。
　しかしここにさらにもうひとつの側面があ
る。今述べたのはスタティックな世界におけ
る論議であると見てよいが，さらにダイナミ
ックなモデルによって，それを考察すること
ができる。ここで言うダイナミックとは，そ
の労働サービスの提供者の誕生から死亡に至
るまでの長い期間を，ライフ・サイクルとして
把握し，そこにおける労働供給の問題を考え
ることを意味している。しfcがって設備投資
の有無によってダイナミック・モデルである
かどうかを決めているわけではない。さらに
このダイナミック・モデルは短期的にはまさ
に賃金に依存して決まるレジャーの問題とし、
て把握することも可能であるが，より一層問
題となるのは長期的な視点に立つた一種のラ
イフ・サイクル・メカニズムであろう。この
ライフ・サイクル・メカニズムにおいては，
ふたつの側面が注意されなければならない。
ひとつの側面は，個人のライフ・サイクルに
おける労働とレジャーとの分配問題である。
この分配問題が，労働者のウェルフェアに密
接な関連を持つことは，先に労働時間を労働
福祉指数の変化に与える主要要因のひとつと
して挙げたことと関連する。もうひとつの側
面は，この世代を含んだ形でのライフ・サイ
クノ？である。これを言わぱ世代的な分配と名
づけてもよいであろう。一定の期間には，あ
る年齢構成を持った人ロが存在しているbこ
の人口のある年代とある年代のあいだの世代
が，労働に従事し，そこから脱落した世代が
その労働にょって得られた成果にあずがって
いるわけである。社会保障的な支出，ないし
環境改善的な支出のもつひとつの意味は，こ
うした世代聞における分配を，それが示して
いるからとも言える。
　とくに社会保障制度に関する限りは，まさ
にこうした世代間分配の問題に拘わるもので
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あろう。ここで言う世代間分配は，したがっ
てある特定年次における世代と，数年後の別
な年代における世代とのあいだの分配問題で
はなくて，同一年次における年齢分布間にお
ける生産物の分配である。もしその年齢分布
のなかにおいて，労働可能人口が作りだした
生産物がその労働可能人口だけを扶養すると
したならば，その前後の年齢分布に所属する
人口は死滅してしまわなければならない。し
かし年齢は時々刻々に移り変るものであるた
め，その三つに区分された年代構成の上を個
個人は一定期間をかけて一方の端から他方の
端へ動いていっているわけである。したがっ
て世代的分配の問題は，ある特定の人間があ
る特定の世代に所属するということに拘わる
ものではなくて，個々の労働に従事する人間
にとっては，時々刻々とひとつの年齢分布か
ら他の年齢分布へと絶えず移動しているとい
う事実にかかわるのである。したがつてこの
ような年齢分布間におけるライフ・サイクル
において，どのように世代間の分配を計り，
どれだけを個別的保障に，どれだけを社会的
保障にゆだねるかを確立することが，社会保
障制度のひとつの焦点となるであろう。ここ
に，この世代間分布の労働者のウェルフェア
に拘わる部分がある。これらについての詳細
な，且つ厳密な分析は別の機会に譲らなけれ
ばならないが，ここではそのような問題の所
在を指摘するに留めるであろう。
6．3　労働福祉に関するモデル構成
　さて，これまで考察してきたところから明
らかなように，われわれのモデル構成では，
言わば労働福祉関数を頂点とし，その下に各
種の影響要因間の相互依存関係が示されるこ
とになる。われわれはそのひとつひとつにつ
いてこれまで部分的な考察を施してきた。こ
こでわれわれの分析の総体をモデルによって
示すことは有益であろう。もちろんこの場
合，すでに触れたモデル分析の繰り返しをこ
こで行なうことは避け，先に行なわれたモデ
ル分析の結果得られている解それ自体は，そ
のままこちらに移しかえてモデルを表現する
ことにしたい。そうすることによって，モデ
ルの必要以上の複雑な表現を避けることがで
きるであろう。したがって，いま述べたよう
に以下に示されるモデルのいくつかの式は，
それに先だつモデルの誘導形として示されて
いることを念頭に置かなければならない。以
下にわれわれの労働福祉モデルを示すなら
ば，それは次の（7・4）式から（7・10）式に
なるであろう。
　労働福祉モデル；
U＝V（w，h；E，　S）
w＝w（1，9，n）
h＝h（n，w，1，　g）
E＝E（1，9，x）
S＝S（v，1）
9＝9（V，λ，n）
1＝1（S，δ，λ）
（7・4）
（7・5）
（7・6）
（7・7）
（7・8）
（7・9）
（7・10）
これがわれわれがこれまでの考察の背後にも
っていた労働福祉モデルである。ここで重複
をいとわず，便宜のために記号の意味を下に
示しておこう。
　　U：労働福祉水準を示す指標
　　w：賃金（単位労働時間当り）
　　h：労働時間
　　E：環境水準を示す指標
　　S：保障水準（労働災害から生活保障まで）
　　　　を示す指標
　　1：労働生産性
　　9：経済成長率
　　n：労働人口増加率
　　x：外部効果（とくに不経済効果）を示す
　　　　指標
　　v：労働分配率
　　ノ：技術進歩率
　　δ：減価償却率　　　　　　　　　，
　　s：貯蓄率
　なお，このうち，EはE1（労働環境）とE2
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（生活環境）からなりたち，SはS1（労働災害）
とS2（職業病）とS3（肉体的・精神的不健康）と
S4（定年後，疾病後の生活）などにたいする保
障からなりたっている。
　このうち労働生産性1は，貯蓄率や減価償
却率，さらには技術進歩率が与えられるとす
るならば，確定的な値となるであろう。この
労働生産性がそれら三つの要因に依存するこ
とはすでに先のモデルにおいて示されたとこ
ろである。技術進歩率や労働人口の増加率に
依存していることを考慮するならば，（7・5）
式から（7・10）式までのモデルは，次の（7・
5）’から（7・10）’までの式に書き換えること
ができるであろう。
　　w＝w（9，え）　　　　　　　　（7・5）’
　　h＝：h（h，λ）　　　　　　　　　　　（7－－6）’
　　E＝E（g）　　　　　　　　　　　（7・7）’
　　S＝S（v）　　　　・　　　　　　　（7。8）’
　　9；9（v，2）　　　　　　　　　　　（7・9）’
　　1＝1（2）　　　　　　　　　　　　　　　　　（7・10）’
この（7・5）’から（7・10）’までを適当に，
（7・4）式に代入し，整頓するならば，（7・1）
は次の（7・1）’のように書き換えられる。
　　U＝U（9，v）　　　　　　　　（7・1）’
もちろんここでλは，ある与えられた水準
に決められているものと想定している。すな
わち，技術はある一定の比率2のもとで進歩
していると想定されているのである。この場
合（7・9）’式は，次の（7・11）式のように
なるa
　　°　　φ　（g，v）＝0　　　　　　　　　　（7・11）
ここまでわれわれのモデルは縮約されたこと
になる。
　その経済社会は与えられた技術水準や資源
保有状況などを前提にして，この労働福祉を
できるだけ大きくするということになるであ
ろう。その社会の持つ資源や技術などの各種
の制約は，もちろんダイナミックな世界であ
るから絶えず変化しつつあるが，そうした背
景にある各種の諸条件をモデルの中に暗黙の
経済成長と労働福祉（渡部）
うちに組みこんでいるのが，この（7・11）式
である。この（7・11）式は分配率と経済成長
率とのあいだの，あるトレード・オフの関係
を示しており，このトレード・オフの許す範
囲内で，できる限り労働者のウェルフェアを
拡大するということが，その社会におけるひ
とつの問題となるわけである。抽象的レベル
でこの種の問題を論議することは容易である
が，具体的にこれを論議することは，かなり
の困難を伴っている。一応抽象レベルでのグ
ラフによる説明を行なうならば，次のように
なるであろう。　　　　　t
　次の（7・1）図は，成長率と分配率との平
面に二つの式を描いたものである。制約条件
を（7・11）は右下がり曲線によって示される
が，このことについてはすでに説明しておい
た。労働者への分配率が高まれば，それは成
長率の低い水準をもたらす。成長率と分配率
とのあいだには，トレード・オフの関係があ
り，何れの組み合わせを選ぶかということが，
その社会が選択を必要とする前提となってい
る。その点についてはすでに説明してあるの
で，これ以上詳しく触れることはやめよう。
その制約の中でできる限りその社会の労働者
のウェルフェアを高めるということ，つまり
労働福祉を高めるということが，福祉の視点
から見た場合のひとつの問題設定であるとす
るなら，それは（7・1）「式を示す曲線Uが（7・
11）式を表わすφ曲線に接するところ，図に
おいてはA点，で決まるであろう。その社会
における技術進歩は，このφ曲線を次第次第
に右上方に移行させることによってより高い
位置のU曲線上にその接点をもたらすことに
なる。なぜなら，制約条件の範囲内で福祉水
準をできる限り大きくするというのが今の課
　　　　　　6）　　　　　　’題だからである。
　しかしここでさらに問題がある。それは労
働福祉関数それ自体が，そのときの価値観，
社会観等によって変動するということであ
る。これは，この福祉関数のなかに，そうした
91
9
　　0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　翌
　　　　　　　　第7．1図
変動を示す変数が加えられなければならない
ということを示している。こうした変動を示
す各種の諸要因を考慮して，われわれはより
一層精密なモデルを組み立てることができる
であろうが，ここではこのウェルフェアの極
大に関する議論を，これ以上進めることはや
めよう。問題の核心は，こうしたモデルのな
かでウェルフェア水準の極大を計る場合，分
配率と成長率とのあいだには一定の関連があ
るということと，必ずしも分配率を高めるこ
とだけがその社会にとって望ましい結果をも
たらすとは限らない。つまり労働者のウェル
フェアを高めるとは限らないということであ
る。その社会における労働福祉が，もっとも
望ましい水準にまで高められるためには分配
率と成長率とのあいだの，ある適当な組み合
わせが必要なのであって，いわゆるゼロ成長
や労働分配率100パーセントという状況のも
とではそうした望ましい結果は達成されない
ということである。
　もちろん，ここにはさらにポリューション
の問題が考慮されなければならない点として
残されている。われわれが与えられたものと
して想定した（7・7）式における外部効果x
について，より明示的な考慮をはらわなけれ
ばならないであろう。こうした配慮をしなが
らさらにより深い問題の展開を行なうことが
可能となる。したがってその社会にとっての
問題は，経済成長率がどのようになって行く
かということと同時に，そうした経済成長率
のもとで望ましい労働福祉が実現されるため
にはどのような技術進歩や，あるいは外部効
果や労働福祉に対する価値観の変化等がなけ
ればならないかを模索することであろう。あ
るいは逆に，そうした視点に立ってどのよう
な経済成長率が望ましいかを逆に推定するこ
とであろう。
6．4　労働福祉水準の変動経路
　われわれは以上に述べたような手続きのも．
とで，トレード・オフ関係と福祉関数によっ
て規定される労働福祉水準の極大化の条件を
もとめたのであるが，さらに進んで，均衡水
準の変動経路をめぐる考察をおこなうことが
できる。以下にそれを示すことにしよう。
　第7．1図において，われわれは労働分配率
と経済成長率とのあいだのトレード・オフ関
係をグラフに示し，また労働福祉関数がそれ
に接する点において，社会の選択が行なわれ
ることを示した。すでに述べたところから明
らかなように，この労働福祉関数は社会の価
値観の変化に応じて変化するが，さらに労働
分配率と経済成長率とのあいだのトレード・
オフ関係もまた経済発展と共に変化してく
る。それは技術進歩によって，そのトレード
・オフ曲線が次第に上方にシフトするという
かたちで現われてくる。’そのよう．なトレード
・オフ曲線の上方へのシフトの結果，労働福
祉曲線との接点は，次第にA点から上方に移
動することになる。もちろん一般的には，そ
の方向がほぼ右上方に移るであろうことは，
容易に予想されるところである。しかしなが
らその点は事前にそうなることを証明するこ
とはできない。もし，トレード・オフ曲線の
拡大と共に，その接点が次第次第に移り変わ
って行くのであるが，その接点は労働福祉曲
線群の形状の変化によって，いかなる方向に
向って行くかは予め言うことができない。し
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かし，そのあり得べき方向については幾つか
のパターンを考えることができる。
　次の第7．2図が示すものはその方向の多様
性である。そのあり得べき方向，すなわち労
働福祉曲線とトレード・オフ曲線との接点の
軌跡は，図に見るようにα・の方向から始め
て，α7までの7個の方向が考えられるという
わけである。α・は極めて特殊な方向への接点
の軌跡であって，出発点におけるA点とα・を
結ぶ線は原点を通ることになる。これは労働
分配率と経済成長率を共に高めながら，しか
も同じ比率で高めながら経済が発展していく
ことである。このα・直線の下方においては，
経済成長率よりも労働分配率の方がより高め
られることになる。また，α3は経済成長率が
全く変化せずに，労働分配率のみが拡大して
いく過程であり，そのような点の軌跡が得ら
れるときに，この線が現実化する。さらに，
それよりも下のα4の場合には，労働分配率は
拡大しながら経済成長率は低下することにな
る。しかもこれはトレード・オフの関係とし
て得られるのではなくて，社会の選択として
それが選ばれるケースである。逆の方向に進
むならば，α1直線よりも左側の方では逆に成
長率の方がより促進される形のものとなる。
労働分配率はα6直線が選ばれるときには，全
く変化せず経済のみが成長を続けていくこと
になる。α7については，もはや説明を要しな
9
0
第7．2図
経済成長と労働福祉（渡部）
いであろう。
　経済が，このどれを選んでいくかによって，
以後における変化が定まってくるのである
が，われわれはこのいずれかが必ず選ばれる
にせよ，どれが選ばれる『 ｩについては予想す
ることは不可能である。しかしながら通常の
場合，労働分配率がさして変わらず，成長率
のみが増大するところのα6と，成長率が不変
であって，労働分配率のみが増大していくα3
との中間の地点の何れかが選ばれることにな
るであろう。少なくともその社会がノーマル
な価値判断をとる限り，そうした方向に向う
ことにならざるを得ない。ただ成長意欲の強
い社会と，むしろ安定意欲の強い社会とでも
って，このα1の右側が選ばれるか左側が選ば
れるかが決定されることになる。このような
社会の選択に関して，われわれは起こり得べ
き事態を次の七つのケースに分けて示すこと
ができるであろう。
　次の第7．1表は，それを示している。この
第7．1表
ケース　労働分配率経済成長率相対的変化
同一比率
分配率が大
同　　　上
同　　　上
成長率が大
同　　　上
同　　　上
ならない。それは，いかなる社会にも成長の
速度については，ひとつの限界があるという
こと，またその限界は永久に固定的ではなく
て，その環境の変化，資源配置状況，汚染物
質の蓄積速度等によって，その限界が絶えず
低落してくるということ一があるからであ
る。それを除去するものは，まさに技術的進
歩のみであるが，そうした技術進歩がその障
害を取り除き得ないとする限りは，ある特定
の状況のもとで可能であった極大経済成長率
は，もはや極大ではなくなり，さらにそのシ
ーリングが下落して来ざるを得ない。また労
働分配率についても限界があり，それは1よ
りも大きくなることはできない。したがって
現実の成長径路は，このふたつの限界に挾ま
れた領域の中に留まることになるであろう。
（1）α→Ct1
〔2）α→α2
（3）α→α3
（4）α→α4
（5）α→α5
（6）α→α6
（7）α→α7
???????
???
表において，＋の記号はその項目が増大する
ことを示し，0は不変，一は減少することを
示している。この表自体については特に説明
を付け加える必要はないであろう。
　さらに最後にひとつの点だけを付け加えて
おこう。それは，この第7．2図における幾つ
かの可能性のある選択コースの中から，どれ
かをひとつ選ぶということであったが，しか
しそのぴとつを選ぶとしても，以後は無限に
そのコースの上を辿って行くということには
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1）この点については，ボリンダー＝ゲルハルド
　ソン〔3〕。
2）たとえばクロニン〔4〕における詳しい事例研
　究がある。
3）この点についての事例研究はおびただしい量
　にのぼる。
4）たとえばデービス〔5〕。この点は，労働のア
　リエネーション問題と切りはなしがたい関係
　がある。シェパード〔14〕およびサスマン〔18〕
　を参照。
5）この環境汚染という外部効果の処理問題はこ
　こでの直接的な対象ではないが関連する重要
　問題であることにはかわりがない。この点に
　ついての一つの明確な分析としてはミシャム
　〔9〕がある。
6）over　timeにこのUの極大化をはかるという
　ことであると，また別のモデル構成が必要と
　なってくるであろう。この点は別の機会にゆ
　ずりたい。
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